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Ｊ　　Ａ　　綱　　領

－わたしたちＪＡのめざすもの－

　わたしたちＪＡの組合員・役職員は、協同組合運動の基本的な定義・価値・
原則（自主、自立、参加、民主的運営、公正、連帯等）に基づき行動します。
そして、地球的視野に立って環境変化を見通し、組織・事業・経営の革新を
はかります。さらに、地域・全国・世界の協同組合の仲間と連携し、より民
主的で公正な社会の実現に努めます。
　このため、わたしたちは次のことを通じ、農業と地域社会に根ざした組織
としての社会的役割を誠実に果たします。

わたしたちは、
１．地域の農業を振興し、わが国の食と緑と水を守ろう。
１．環境・文化・福祉への貢献を通じて、安心して暮らせる豊かな地域

社会を築こう。
１．ＪＡへの積極的な参加と連帯によって、協同の成果を実現しよう。
１．自主・自立と民主的運営の基本に立ち、ＪＡを健全に経営し信頼を

高めよう。
１．協同の理念を学び実践を通じて、共に生きがいを追求しよう。
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第１号議案
【報告事項】
　平成３０年度貸借対照表、損益計算書、注記表及び附属明細書の内容並びに
　全国農業協同組合中央会の監査報告及び監事の監査報告について

　　　　　別記のとおりご報告いたします。
【決議事項】
　平成３０年度事業報告及び剰余金処分案の承認について

　　　　　別記のとおりご承認願います。

第２号議案
　目的積立金の廃止及び創設について

　　　　　別記のとおりご承認願います。

第３号議案
　定款の一部変更について

　　　　　別記のとおりご承認願います。

第４号議案
　監事監査規程の一部変更について

　　　　　別記のとおりご承認願います。

第５号議案
　会計監査人の選任について

　　　　　別記のとおりご承認願います。

第６号議案
　創造的自己改革の実践３か年計画の設定について

　　　　　別記のとおりご承認願います。

第７号議案
　令和元年度事業計画の設定について

　　　　　別記のとおりご承認願います。

第８号議案
　令和元年度理事及び監事の報酬について

　　　　　別記のとおりご承認願います。

第９号議案
　役員選任について

　　　　　別記のとおりご承認願います。

総代会提出議案
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はが野農業協同組合

代表理事組合長　　黒　崎　宣　芳

代表理事専務　　国府田　厚　志

常　務　理　事　　藤　島　光　一

常　務　理　事　　飯　野　裕　司

会　長　理　事　　髙橋　　武

理　　　　　事　　菅山　　学

理　　　　　事　　伊沢　　保

理　　　　　事　　藤沢　茂生

理　　　　　事　　小菅　　保

理　　　　　事　　渡辺　　清

理　　　　　事　　高橋　真一

理　　　　　事　　添野　勝則

理　　　　　事　　飯山　克則

理　　　　　事　　谷畑　　清

理　　　　　事　　舩橋　　実

理　　　　　事　　粕谷　　昭

理　　　　　事　　渡邉　重雄

理　　　　　事　　若林　勇夫

理　　　　　事　　七井　　新

理　　　　　事　　菱沼　芳子

理　　　　　事　　浅羽　昌徳

理　　　　　事　　田代　一夫

理　　　　　事　　髙田　　豊

理　　　　　事　　薄根　定男

理　　　　　事　　山本　　聖

理　　　　　事　　髙塩　　一

理　　　　　事　　荒井　隆夫

理　　　　　事　　羽石　礼子

理　　　　　事　　加藤トシヱ

理　　　　　事　　横田　裕子

以上のとおり提出いたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和元年　５月２９日
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組合長あいさつ

　本日ここに第２２回通常総代会を開催するにあたり、来賓各位のご臨
席をいただき、総代多数出席の下に盛会に開催できますことを心から
感謝申し上げますとともに、日頃皆様からのご指導とご支援に対し、
厚く御礼申し上げます。
　さて、農業をめぐる環境につきましては、ＴＰＰ11や日ＥＵ・ＥＰ
Ａが昨年末から本年にかけて発効したことに続き、年明けから日米Ｔ
ＡＧの交渉が開始するなど輸入圧力が一層高まっています。一方で、
米中貿易協議にみられるような保護主義的な動きも先鋭化するなど、

国際情勢は先行きが不透明な状況です。
　国内に目を向ければ、政府は農林水産政策の基本指針である「農林水産業・地域の活力創造
プラン」を改定し、先端技術を活用したスマート農業の導入を新たな柱に掲げるなど、第一次
産業の改革を強力に推し進めています。さらに本年５月には、政府の「農協改革集中推進期間」
の期限を迎えるとともに、新たな「食料・農業・農村基本計画」の見直しの議論が本年より開
始されることが想定されるなど、国内においても大きく情勢が動いています。また、消費税増
税の影響が懸念されることや、超低金利の継続により、信用事業がいっそう厳しさを増す見込
みであることなどから、ＪＡ経営の基盤強化に向けた取り組みが求められます。
　このような状況の中、当ＪＡでは、平成３０年度は「創造的自己改革への挑戦３か年計画」の
最終年度として、「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」「地域の活性化」に向け事業に取り組
んでまいりました。特に販売事業では、合併以来初めて、販売品取扱高が２５０億円を突破すると
ともに、信用事業でも貯金残高が１,９００億円を超えることができました。これも一重に、総代の
皆様をはじめとする組合員・地域の皆様のご理解・ご協力の賜物であると考えております。ま
た昨年１１月からは移動販売車である「わいわいはが野号」が本格運行を開始するとともに、本
年３月からは移動金融店舗「未来ちゃん号」が運行を開始しました。地域に出向き組合員・地
域の皆様のくらしのお役に立てるよう取り組んでまいります。
　こうした情勢を踏まえ、昨年１１月に開催した第３１回ＪＡ栃木県大会では、引き続き「農業者
の所得増大」「農業生産の拡大」と「地域の活性化」を目標に「創造的自己改革の実践」を決議
しました。当ＪＡでは、更なる自己改革の取り組みの強化・拡大に向け、「農業者の所得増大・
農業生産の拡大」「地域の活性化」「経営・財務基盤の確立」を３つの柱とする「創造的自己改
革の実践３か年計画」（令和元年度～３年度）を策定しました。
　令和元年度は、新たな３か年計画の初年度となりますが、組合員・地域の皆様から必要とさ
れるＪＡはが野を目指し、自己改革の達成に向けて役職員一体となって全力を挙げて取り組む
所存です。今後とも、皆様のご支援・ご協力を賜りますようお願い申し上げ、ご挨拶といたし
ます。

令和元年５月２９日
はが野農業協同組合

代表理事組合長　黒　崎　宣　芳
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Ⅰ 事 業 報 告
平成３０年３月１日から平成３１年２月２８日まで

１．組合の事業活動の概況に関する事項
（１）事業の概況

　「創造的自己改革への挑戦３か年計画」の最終年度として、①農業者の所得増大②農業生産の
拡大、②地域活性化への貢献を柱に事業に取り組み、組合員・地域住民の皆様の理解醸成（訪
問活動や広報活動）を進めてまいりました。
　平成３０年度は国からの「生産数量目標の配分」がなくなり、はじめて「作付参考値（面積）」
を県・各市町協議会が示すことによる「需要に応じた生産」に取り組み、当ＪＡ管内では作付
参考値７,７１１ヘクタールに対し、実績７,３９３ヘクタールとなりました。
　また、令和元年度より移行される会計監査人監査への対応として、これまでの経済事業等に
おける内部統制整備に加え、内部統制システム基本方針を定め、内部管理態勢の高度化につと
めました。
　一方、支店・営農・経済センターを中心とするくらしの活動においては、次世代対策「未来
ちゃんクラブ」や「趣味の会」等を実施し、組合員・地域住民との関係づくり（アクティブ・
メンバーシップ）に取り組みました。
　こうした活動については、積極的にトップ広報等に取組むとともに、ホームページや広報誌
を通じ、組織内外に情報を発信してまいりました。
　この結果、収支面では、国債の売却益等があった昨年は下回るものの、事業利益は３億５８百万
円（対前年比４２.２％減）、経常利益は５億８１百万円（同２９.８％減）、となり、当期剰余金は３億４９
百万円を計上することができました。
　自己資本比率（剰余金処分後）は、自己資本の増強（内部留保の充実）等に取り組み、農林
水産省令の基準を大きく上回る２０.４１％となり、経営の健全性を確保しています。
　なお、主な事業活動と成果については、以下のとおりです。

①　信用事業
　貯金残高は、キャンペーンを展開したこと等により、対前年比３３億円増加し、１,９２５億円とな
りました。
　貸出金については、住宅ローンキャンペーンの実施やアグリマイティ―資金等の獲得、休日
ローン相談会の開催等に努めましたが、対前年比６億円減少し、３４１億円となりました。
②　共済事業
　組合員・利用者の満足度向上を目指し、「３Ｑ訪問活動」などに取り組みましたが、昨年度の
建物更正共済の仕組改訂による大幅な新規加入増加の反動減により、新契約高は６１０億円、保障
金額合計６,１５４億円となりました。
③　購買事業
＜生産資材＞
　生産資材については、全農との共同協議や管内販売店の市況調査を実施するとともに、目玉
商品として化成肥料オール１４の期間限定特別価格での提供など、資材価格の引下げに取り組ん
だことから、肥料・農薬等の取扱数量は増加したものの、供給高は対前年比６５百万円減少し、
４０億２４百万円となりました。
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＜生活物資＞
　生活物資については、食材利用者が減少したものの、葬祭等は順調だったこと等により、供給
高は対前年比６５百万円増加し、１４億８５百万円となりました。
④　販売事業
＜耕種＞
　米の取扱高は、作況が良く、集荷数量が３６４千俵と昨年度より２３千俵増加し、出庫数量が増加
したこと等から、対前年比７億円増加し、５５億円になりました。なお、米の買取販売（ＪＡ直
売米）については集荷数量６７千俵と前年度を上回りました。また、麦の取扱高は、麦の収量は
ほほ横ばいであったものの、ビール大麦の受渡率が上昇したため、対前年比８千万円増加し、２
億５８百万円になりました。
＜園芸＞
　園芸は、野菜類の単価が前年を下回ったものの、販売営業やパッケージセンターを中心とし
た直接販売の一層の拡大等により、対前年比３億８７百万円増加し、１８７億７４百万円になりました。
＜畜産＞
　畜産物は、廃業等による仔牛・肉豚の出荷頭数減や単価安により、対前年比２９百万円減少し、
２億６７百万円になりました。

　上記のような状況から、販売品取扱高は初めて２５０億円を突破しました。

⑤地域貢献活動
　地域の課題に協力し取り組んでいく「包括連携協定」を、管内１市４町と締結しました。併
せて、真岡北陵高校、真岡商工会議所・にのみや商工会、真岡・茂木両警察署とも協定を締結
し、今後、さらに関係機関と連携を強化してまいります。
　また３０年１１月からは移動販売車である「わいわいはが野号」が本格運行を開始するとともに、
本年３月からは移動金融店舗「未来ちゃん号」が運行を開始しました。地域に出向き組合員・
地域住民のくらしのお役に立てるよう取り組んでまいります。
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（２）事業の経過およびその成果

３月５日・地区別総代会議（６日）
　　６日・共済事業進発大会
　　１２日・組合員と語る夕べ（～２６日まで）
　　１６日・梨部会反省会・総会
　　１９日・ＪＡ全国監査機構期末監査Ⅰ（～２３日まで）
　　２４日・女性会総会
　　２５日・休日ローン相談会
　　２６日・ブロッコリー部会反省会・総会
　　２７日・各市町教育委員会へよい食ランチョンマット教育誌贈呈
　　２８日・定例理事会
　　〃　・監事学習会
　　２９日・アスパラガス協議会総会
　　３０日・資産管理無料相談会

４月２日・Ｈ２９下期監事監査（～１２日まで）
　　６日・ニラ部会反省会・総会
　　７日・貸農園開園式
　　１０日・青壮年部総会
　　１２日・ＪＡ全国監査機構期末監査Ⅱ（～１８日まで）
　　１８日・臨時理事会
　　２０日・和牛部会総会
　　２２日・休日ローン相談会
　　２４日・新嘗祭　献穀米御播種祭
　　２７日・定例理事会
　　〃　・定例監事会

５月１３日・首都圏グリーンツーリズム（開園）
　　１６日・新嘗祭　献穀粟御播種祭
　　１８日・よい食プロジェクト街宣活動
　　２１日・定例理事会
　　２２日・花卉部会総会
　　２４日・第２１回通常総代会
　　〃　・臨時理事会
　　〃　・臨時監事会
　　２７日・住宅ローン相談会
　　２８日・新嘗祭　献穀米御田植祭
　　３１日・資産管理無料相談会

６月２日・メロンまつり
　　５日・夏秋ナス統一目揃え会
　　１８日・夏ニラ統一目揃え会
　　〃　・日本農業新聞栃木県大会
　　２０日・真岡北陵高校との連携事業に関する協定締結
　　２４日・休日ローン相談会
　　２５日・レタス部会反省会・総会
　　２７日・定例理事会
　　〃　・定例監事会
　　２８日・年金受給予約対象者ゴルフ感謝デー

よい食プロジェクト街宣活動 メロンまつり

新嘗祭　献穀米御播種祭梨部会反省会・総会
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　　５日・ジュエリー展オープニングセレモニー
　　１０日・全国監査機構期中監査Ⅰ（～１７日まで）
　　１７日・第１回金融共済担当理事会
　　１９日・第１回総務担当理事会
　　〃　・第１回営農経済担当理事会
　　〃　・臨時理事会
　　〃　・栃木県家の光大会
　　２２日・休日ローン相談会
　　〃　・首都圏グリーンツーリズム（収穫）
　　２３日・女性会役員と常勤役員との懇談会
　　２４日・いちご部会反省会・総会
　　２７日・定例理事会
　　３１日・資産管理無料相談会

８月３日・幸水統一目揃え会
　　４日・女性会フェスティバル
　　６日・真岡市との包括連携協定締結式
　　２０日・メロン部会反省会・総会
　　２４日・トマト部会反省会・総会
　　〃　・栃木県常例検査（～３０日まで）
　　２６日・ＪＡグループ野球大会
　　〃　・住宅ローン相談会
　　２８日・定例理事会
　　〃　・定例監事会
　　〃　・豊水目揃え会
　　３１日・Ｈ３０上期棚卸監査

１０月１日・Ｈ３０上期監事監査（～１２日まで）
　　４日・第１８回組合員ふれあいゴルフコンペ
　　５日・第１４期生女性大学修了式
　　１２日・茂木町との包括連携協定締結調印式
　　１６日・女性大学閉校式
　　１７日・県ＪＡ年金友の会グラウンドゴルフ大会
　　１８日・支店別組合員懇談会（１８・２２・２３日）
　　〃　・ＪＡはだの女性部との合同研修会
　　２２日・新嘗祭　献穀献納式
　　２５日・スマイルサポーター・ロールプレイング県大会
　　２７日・女性会ミニ運動会
　　２８日・住宅ローン相談会
　　２９日・定例理事会
　　〃　・定例監事会

９月３日・益子町との包括連携協定締結調印式
　　１９日・新嘗祭　献穀粟御抜穂祭
　　〃　・市貝町との包括連携協定締結調印式
　　２２日・新米まつり・梨まつり（～２４日まで）
　　２３日・休日ローン相談会
　　〃　・資産管理無料相談会
　　２５日・新嘗祭　献穀米御収穫祭
　　２７日・定例理事会
　　〃　・監事学習会

第１８回組合員ふれあいゴルフコンペ梨まつり

女性会フェスティバル首都圏グリーンツーリズム（収穫）
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１２月５日・全国監査機構期中監査Ⅱ（～７日まで）
　　６日・地域安全活動に関する覚書締結式
　　〃　・女性大学院そば打ち教室
　　１６日・第５回はが路ふれあいマラソン大会への応援、農産物提供
　　１８日・なす部会反省会・総会
　　２２日・芳賀地方花の展覧会
　　２３日・休日ローン相談会
　　２７日・にっこり梨売上金贈呈式
　　〃　・定例理事会
　　〃　・定例監事会

１月４日・年頭訓示
　　１７日・全国監査機構期中監査Ⅲ（～２１日まで）
　　〃　・学校給食へいちご部会よりいちごプレゼント（管内小中学校～１８日まで）
　　１８日・ＪＡグループ栃木ＢＣＰ統一訓練
　　〃　・よい食プロジェクト街宣活動
　　〃　・レタス部会統一目揃え会
　　１９日・ＪＡバンク窓口ロールプレイング県大会
　　２４日・新嘗祭　献穀献納報告会
　　２６日・栃木ブレックスいちご贈呈式
　　２７日・真岡いちごフェスタｉｎ有楽町
　　〃　・住宅ローン相談会
　　〃　・資産管理無料相談会
　　２８日・新嘗祭　種子の引継式
　　２９日・定例理事会
　　３０日・役員報酬審議委員会

１１月１日・移動販売店舗「わいわいはが野号」運行開始
　　〃　・平成３１年度事業計画樹立キックオフ大会
　　２日・いちご統一目揃え会
　　３日・ＪＡまつり（茂木地区）
　　５日・越冬・冬春トマト統一目揃え会
　　６日・春菊部会統一目揃え会
　　１１日・ＪＡまつり（芳賀地区）
　　１３日・冬にら統一目揃え会
　　１７日・ＪＡまつり（益子地区）
　　１８日・ＪＡまつり（二宮地区・市貝地区）
　　２３日・ＪＡまつり（真岡地区）
　　２５日・休日ローン相談会
　　〃　・資産管理無料相談会
　　２７日・定例理事会
　　〃　・臨時監事会
　　２８日・貯金窓口ロールプレイング大会

２月２日・第５回経済部ロールプレイング大会
　　４日・第２回営農経済担当理事会
　　５日・第２回金融共済担当理事会
　　〃　・第２回総務担当理事会
　　８日・はが野フェア開催（～９日まで）
　　１４日・定例監事会
　　〃　・蒟蒻部会反省会・総会
　　１５日・しいたけ部会反省会・総会
　　１８日・アスパラガス協議会解散総会並びに部会設立総会
　　２２日・梨部会反省会・総会
　　２４日・休日ローン相談会
　　２６日・定例理事会
　　２８日・Ｈ３０下期棚卸監査

第５回はが路ふれあいマラソン大会への応援、農産物提供

はが野フェア（東京都）
学校給食へいちご部会よりいちごプレゼント

ＪＡまつり（芳賀地区）
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①　耕　種
・国の指導に沿った放射性物質モニタリング検査の継続と農産物の生産履歴・ＧＡＰシートの記帳
運動により、安全・安心な農産物の生産指導と情報開示に努めました。
・生産者の手取りを確保するため、飼料用米生産へ誘導を図り、計画的生産の実施に取り組みまし
た。
・水稲、麦、大豆などの栽培講習会等を開催し、品質向上対策に努めました。

営 農 活 動

民間検査数量全体集荷数量品　　種
２８７,３０５.５２８６,６３７.５コ シ ヒ カ リ
２３,７０２.０２３,５２１.５あ さ ひ の 夢
４,３４９.５４,３４９.５な す ひ か り
４９,１６９.０４９,０８０.０と ち ぎ の 星
１,０９７.５１,０５４.０そ の 他
１７３.５１１６.０水 も ち
６４.５６４.５陸 も ち

８,９５７.０８,９５７.０水稲種子もみ（コシヒカリ）
１３２.０１３２.０陸稲種子もみ（トヨハタ）

３７４,９５０.５３７３,９１２.０合　　計

<平成３０年産米集荷量> （単位：俵/６０ｋｇ・種子もみについては２０kg個）

※カントリーエレベーター品位認定の数量を含む。

民間検査数量全体集荷数量種　　類
９,３９３,４４５９,３９３,４４５飼 料 用 米

＜平成３０年産新規需要米集荷量＞　 （単位：kg）

民間検査数量全体集荷数量種　　類
６７４,０００６７４,０００ビ ー ル 大 麦
１,０３０,４００１,０３０,４００大 粒 大 麦
１,５６６,４００１,５６６,４００小 粒 大 麦
２,０８２,１７０２,０８２,１７０小 麦
１４,４００１４,４００麦種子（大粒大麦）

５,３６７,３７０５,３６７,３７０合　　計

＜平成３０年産麦集荷量＞ 麦類は、全量ばら集荷･検査によりkg表示　（単位：kg）

民間検査数量全体集荷数量種　　類
７,３２４.０７,０７０.０大 豆
６,０７１.０４６.５そ ば
１３,３９５.０７,１１６.５合　　計

<平成３０年産大豆・そば集荷量> （単位：俵/６０kg・４５kg）

※農産物検査員（米麦等検査）の登録者数は、３６名。
　ただし、検査時期の実働検査員は、２０名。
　民間検査数は検査の実数であり、集荷数量は、販売委託数。
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②　園　芸
・高品質な農産物の生産拡大による所得増大を目指し、各生産部会において、講習会・現地検討会・
地区別座談会・土壌診断による事後指導会等を実施し、技術の高位平準化に取り組みました。
・信頼のもてる「安全・安心な農産物」を消費者に提供するために、生産履歴記帳、検証、点検、
放射能モニタリング検査、残留農薬検査、農薬安全使用講習会への全生産者出席を実施し、農産物
の安全性の確認に努めました。
・ＧＡＰ（農業生産管理、品目いちご・梨・ナス・トマト・ニラ・春菊・レタス・メロン・ブロッ
コリー・乾しいたけ）やⅠＰＭ（総合的病害虫管理、品目いちご・ナス・トマト・梨）に取り組
み、安全・安心な農産物を生産するためのルール作りを推進し、「はが野ブランド」の確立に努め
ました。
・外部事業所への出張マルシェを適宜開催し、「はが野農産物」のＰＲ活動を継続的に実施しました。
・農業所得増大、地域活性化応援プログラムを活用し、新規、増反者を対象にパイプハウス等、園
芸資材購入の助成事業に継続して取り組みました。
・いちご栽培農家の労力低減と作付け面積拡大のため、定植苗の供給事業に継続して取り組みまし
た。
・担い手、支援農家等への出向く指導と後継者就農の推進・新規就農者へ露地野菜を中心とした作
付け推進に取り組みました。

③　畜　産
・畜産協会や関係機関と連携した経営相談会を実施し、畜産経営の安定化に努めました。
・繁殖雌牛の更新を指導し、仔牛生産の増加に努めました。
・肉豚は、ゆめポークブランドに参加して販売強化に努めました。
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①　耕　種
・バラ集荷を推進し、ライスセンター・カントリーエレベーターでの均質な良玄米をアピールして
有利販売に努めました。
・飼料用米の増加による販売の遅延がないように系統委託に徹して、早期販売に努めました。

②　園　芸
・パッケージセンターを核とし、生産者の労力軽減と消費者ニーズにあったアイテムでの契約有利
販売（いちご・ナス・トマト・ニラ・春菊・アスパラガス・玉葱等）の拡大に取り組むと共に、
青果物を無駄にしない加工向け取引拡大を継続的に努めました。
・農家所得向上のため、各品目で直販事業の拡大に努めると共に、市場・仲卸との商談会・ヒアリ
ングを介し、積極的な販売戦略の構築に努めました。
・はが野イメージアップの為、行政関係等の各イベントへ積極的に参加しました。また、京浜地区
量販店を中心に、「はが野フェア」の店頭販促活動の実施を通じ、首都圏へ向けての産地ＰＲを実
施しました。

販 売 事 業

買取販売
（パッケージセンター）

67.5億円
26.92％ 米類

55.2億円
22.01％

麦類
2.5億円
1.03％

野菜
98.9億円
39.45％

果実
6.5億円
2.62％

畜産物
2.6億円
1.07％

雑穀・豆類
1.2億円
0.48％

花卉・花木
4.5億円
1.83％

特産物
1.3億円
0.54％

直売所
10.1億円
4.05％

販売品取扱高の内容
250.8億円

米検査（益子カントリーエレベーター） 農産物対面販売（芳賀赤十字病院）
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①　生産資材
・大型農家、担い手等の生産コストの抑制及び利用率向上に取り組みました。
・営農指導と連携を図り生産資材価格の引き下げと低コスト生産技術の確立・普及に努めました。
・ＣＳ改善活動により店舗相談機能を強化し、気軽に相談できる購買店舗づくりに取り組みました。
②生活購買
・生活用品の需要動向を把握し、安全で安心な商品の提供に取り組み利用率向上に努めました。
・葬祭提携業者と連携を図り、葬祭関連の占有率向上に努めました。

購 買 事 業

平成30年度　購買品供給高　総額55億10百万円（単位：万円）
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経済窓口ロールプレイングコンテスト ふれあいジュエリー展
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・サマーキャンペーン・ウインターキャンペーンを中心に個人貯金残高確保に取り組みました。
・社会保険労務士による年金無料相談会を定期的に開催し、年金受給手続きのサポートを通じて受
給者拡大に取り組みました。
・年金受給者を対象に企画旅行・グラウンドゴルフ大会・ゲートボール大会を開催し、支店におい
ては独自にお客様来店感謝デーを開催しました。
・営農経済担当者との定期的な訪問により、担い手への相談機能強化に努めました。
・休日ローン相談会を開催し、主に住宅ローンの融資伸長に取り組みました。
・ＣＳ改善活動の実践により、利用者に満足される親しみやすい店舗づくりに取り組みました。

信 用 事 業

普通貯金
802.2億円
41.67%

貯蓄貯金
8.9億円
0.46%

定期貯金
1,101.0億円
57.19%

定期積金
11.5億円
0.60%

貯金の内容
1,925.2億円

貸出金の内容
341.9億円

当座貯金他
1.4億円
0.08% 当座貸越

8.0億円
2.36%

手形貸付金
4.1億円
1.20%

証書貸付金
329.7億円
96.44%

お客様来店感謝デー（二宮支店） グラウンドゴルフ大会



自動車
6.8億円
6.81% 自賠責

1.2億円
1.23％

入通院
3.0億円
3.02%

自然災害
0.8億円
0.84%

その他
0.9億円
0.94%

満期年金
76.2億円
75.45%

共済金の支払状況
総額101.0億円

種類別長期共済新契約高（件数）
6,712件

種類別長期共済保有高（件数）
82,362件

後遺障害
0.8億円
0.81% 死亡・火災

11.0億円
10.90%

終身共済
469件 6.99％

定期生命共済
8件 0.12％

建物更生共済
24,203件
29.38％

終身共済
19,022件
23.10％

年金共済
6,973件
8.50％

定期生命
共済
112件
0.13％

介護共済
996件
1.20％

養老生命共済
8,498件
10.32％

定期医療共済
749件 0.90％

こども共済
4,508件
5.47％がん共済

3,480件 4.22％

医療共済
13,739件
16.68％

養老生命共済
138件 2.06％

こども共済
397件 5.91％

医療共済
954件
14.21％

がん共済
240件
3.58％

介護共済
77件
1.15％

年金共済
479件
7.14％

建物更生共済
3,868件
57.62％

生活障害共済
82件
1.22％

生活障害共済
82件 0.10％

１８

●事業報告●

共 済 事 業

・全戸訪問による世帯内深耕と地域への保障拡充として、世帯担当制を整備し３Ｑ訪問活動に取り
組みました。特に、「建物更生共済むてきプラス」の新仕組みご案内活動から「ひと・いえ・く
るまの総合保障」の提案活動を行いました。
・タブレット端末機を活用した推進活動で共済契約時のペーパーレスおよびキャッシュレス化に
よって組合員・利用者の利便性向上、事務の効率化に取り組みました。
・利用者の視点に立った事故処理サービスに取り組み、組合員・利用者満足度の向上に努めました。
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　総合事業を通じ、組合員、地域住民との関わりを強めるため、さらに、ＪＡ事業に参加参画してい
ただくため、支店・営農・経済センターを中心とし地域の特性を活かしたＪＡくらしの活動を展開し
ました。また、各行政等との包括連携協定を締結し、地域の活性化に努めました。

・次世代対策として、はが野管内の小学三年生以上の子供たちとその親を対象に未来ちゃんクラブ
を開催し、農業体験を通じて農業と食の大切さを学ぶ機会を提供しました。
　（３０年度会員数　３０１名）
・地域の女性を対象として、女性大学、大学院を開催し、衣食住・健康・文化・美容等の講座を実
施しました。
（女性大学１５期生３０名、女性大学院１４期生１７名）
・首都圏の消費者・子供たちを対象に、グリーンツーリズムとして農作物の栽培・収穫体験・地産
地消の食事を通じて、農業への理解促進に努めました。
・魅力のあるＪＡまつりとして、各地区において、地区役員・各組織・事業推進委員の代表者等と
開催内容について協議し、多くの方に参加していただけるＪＡまつりの開催に努めました。
・全地区で６０の趣味の会があり、活動を通じて地域住民である会員と職員との交流と絆づくりに努
めました。
・健康寿命１００歳プロジェクトとして、女性会で健康増進を目的とした「わくわくレクリエーショ
ン大会」を実施しました。
・はが野管内の各行政と、地方創生推進並びに地域社会経済の経済的発展に関わる包括連携を締結
しました。
・栃木県立真岡北陵高等学校と相互協力による連携事業に関する協定を締結しました。
・真岡市、真岡商工会議所、にのみや商工会と農業と商工業の連携を通じた産業振興に関する協定
を締結しました。
・栃木県真岡警察署・栃木県茂木警察署と地域安全活動に関する覚書を締結しました。

く ら し の 活 動

・管内選出の県議会議員との農政懇談会を実施し、農業施策・予算・生産振興対策・担い手支援対
策の要請活動を実施しました。

農 政 活 動



２０

●事業報告●

組 織 活 動

ＪＡ栃木青年大会 女性会のＪＡ自己改革寸劇

＜青壮年部＞
・青壮年部が青壮年部間交流を深めるため、ＪＡうつのみや青壮年部と各組織で抱える課題や今後
の活動について意見交換会を開催しました。
・ポリシーブック（青壮年部手作りによる政策集）の営農にかかる諸課題に対しての解決策等の内
容を見直し再作成しました。

＜女性会＞
・ＪＡはだの女性部との交流会を神奈川県藤沢市内で実施しました。今後も提携を継続し強化する
ことを確認するとともに相互の交流を深めました。
・女性会フェスティバルで「家の光」の記事を参考にして「ＪＡ自己改革の寸劇」を行いました。
２名の会員の体験発表と山田雅人氏の記念講演を行いました。

・ＪＡ顧問税理士事務所と連携し、資産管理無料相談会を開催し、相続問題、資産活用相談を行い
ながら節税対策等のアドバイスに取り組みました。
・賃貸物件オーナーと連携を図り入居率向上に努めました。

資 産 管 理 事 業
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・組合員向けの広報誌「ベリーネットはが野」を毎月発行しました。毎月定例で広報編集会議を開
催し、掲載内容等について情報交換を行い、より良い誌面作りに努めました。また、真岡北陵高
校生が考案したレシピを継続的に掲載し、幅広い年代やより多くの組合員に見てもらえる誌面作
りに取組みました。
・地区ごとの特色ある催しや地域の身近な話題や情報を掲載した「地区だより」と、デイサービス
センターの情報を掲載した「すこやかだより」を発行し、ＪＡを身近に感じられる情報発信に努
めました。
・ＪＡはが野の事業内容や自己改革の取組み、地域の話題や部会が行う現地検討会、目揃い会など
を取材して、日本農業新聞へ年間通じて記事を投稿しＪＡの情報発信を行いました。
・ＪＡグループで展開している「みんなのよい食プロジェクト運動」では、年２回県下統一街頭宣
伝活動日にあわせて、ＪＡの直売所等で地元産農産物の消費拡大の呼掛けを行いました。
・真岡鐵道の車輌に年２回ラッピング広告を施し、はが野の魅力を地域住民や管内を訪れた方へＰ
Ｒしました。
・ＪＡはが野ホームページのリニューアルを行いました。随時更新を行い、Ｗｅｂサイトを活用し
たＪＡ事業や新しい情報発信に努めました。フェイスブックでは、はが野を身近に感じていただ
けるために管内の身近な話題や出来事を掲載しました。
・地元「真岡新聞」の紙面に、地域住民向けコミュニテー版「かけはし」を年間４回（５月、８月、
１０月、２月）掲載して、ＪＡのイベント案内、組合員加入のメリット、参加型応募企画を発信し
ました。
・各地区の教育委員会を通じ、管内小学校２８校へ家の光協会発行の教育誌「ちゃぐりん」を配布し、
食農教育の一環に役立てていただく取り組みを行いました。
・ＪＡの概況や事業内容を紹介する視察用資料「はが野ガイド２０１８」を作成しました。
・１０月に開催した支店別組合員懇談会において、ＪＡはが野が取組んでいる自己改革の映像資料を
上映し周知・理解促進に努めました。

・高齢化の進展を踏まえ「デイサービスセンターすこやか山前」が平成３０年８月に新築移転し、質
の高いサービス提供に努めました。
・ＪＡ共済連栃木高齢者福祉施設支援事業を活用し、コミュニケーション介護ロボットを導入し、
ロボットと弾む会話、介護体操を行いました。
・地域に出向いて健康講話を開催し、元気高齢者になるための介護予防に取り組みました。
（デイサービス　４５,０８４人／年　前年対比　 ９９.３％　・　ケアプラン　　　　７,５６９件／年　前年対比　１０２.０％）
（訪問介護　１０,３５３時間／年　前年対比　１０３.８％　・　福祉用具レンタル　２,４１１人／年　前年対比　１１２.８％）

福 祉 事 業

広報活動・教育活動
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（３）当該事業年度における重要事項
　該当する事項はありません。

（４）財務・事業成績の推移
３０年度
（当期）２９年度２８年度２７年度項目区分

３５８,６６０６２０,７４３６９９,０７２８３８,７１４事 業 利 益財務
５８１,４５７８２８,３１３９２８,３１８１,０６９,５８３経 常 利 益
３４９,４９４５７１,７７８５９４,７４８８０７,９３８当 期 剰 余 金

２１６,３７４,６０７２１２,７１９,４６７２０５,１１８,１３４１９８,５２２,０５９総 資 産
１７,０８４,８９０１６,６２６,００１１６,１４０,２９０１５,７９３,８８７純 資 産

２０.４１１９.９３２１.４６２０.９３単体自己資本比率（％）
１９２,５２５,８１２１８９,１７１,１０２１８２,０１３,２４４１７５,８９４,７９７貯 金信用事業
１５３,２９７,９１４１４９,７８０,０３７１４０,７８５,５２７１３２,２１６,５７５預 金
３４,１９３,５８８３４,８２８,５３７３３,８２７,６７６３４,２５７,１０６貸 出 金
８,０３８,８７９７,０６１,９３５９,４９６,６２４１０,６８７,１２２有 価 証 券
５,３４０,６３０３,３５９,１００４,９７４,５１０６,０１７,４１３国 債
２,６９８,２４９３,７０２,８３５４,５２２,１１４４,６６９,７０９そ の 他
６１５,４１６,９２１６４１,５０２,７４７６６７,３３１,７３２６９４,１８４,９４５長 期 共 済 保 有 高共済事業
１,７４０,６１１１,８３７,７２２１,８６２,７６０１,８７８,１０８短期共済新契約掛金
５,５１０,０２２５,５１０,１７３５,６１５,０７３５,８６１,２９４購買品供給・取扱高購買事業
２５,０８０,１３５２３,９２３,６４０２４,７１６,０９７２１,８２８,７５４販売品販売・取扱高販売事業

（注）　販売品販売・取扱高のうち受託にかかる米、麦、豆・雑穀については、消費税込で記載しています。

（単位：千円）

（５）対処すべき重要な課題
①　改正農協法に対応した農協改革の取り組み
　改正農協法附則では、令和３年３月までに准組合員の事業利用規制のあり方について、利用
状況や改革の実施状況を調査・検討し結論を出すとされています。これに対してＪＡは自己改
革を着実に実践するとともに、組合員や地域住民、行政に対しより一層の情報発信をし、理解促
進をはかっています。３１年４月までに実施した全組合員アンケートの結果を踏まえ、さらに自
己改革の取組みを進め、組合員をはじめとしてＪＡの評価を高めていく必要があります。
②　担い手等組合員との徹底した話し合い
　自己改革を進めるにあたっては、組合員と徹底して話し合いを行い、組合運営に組合員の声
を反映させていくことが肝要です。今般実施した組合員アンケートの調査結果を踏まえ、さら
に組合員の意見要望をいただくために、担い手等組合員への訪問活動を継続していきます。
③　経営基盤強化に向けた取り組み
　超低金利の影響等信用事業の収益確保が厳しさを増している中で、今後の中長期的な収支見
通しと組合員への影響を総合的に勘案し、「創造的自己改革の実践３か年計画」で定める成長戦
略・効率化戦略に取組み、総合事業を軸としたＪＡ経営基盤強化に取り組むことが求められてい
ます。
④　国際貿易交渉・政策提案の取り組み
　ＴＰＰ１１は平成３０年１２月３０日に、日ＥＵ・ＥＰＡは平成３１年２月１日に発効し、対象となる
農林水産品の関税撤廃・削減等のプロセスがスタートし、日本農業はかつてない市場開放にさら
されています。さらに、日米ＴＡＧ交渉については、今後の動向に十分な注視が必要です。



２３

第
１
号
議
案

●事業報告●

　このように国際貿易交渉が進展する中、農業者の高齢化・世代交代による農業生産基盤の脆弱
化への対応が急務となっており、ＪＡグループ自己改革の最重点課題である「農業者の所得増
大」「農業生産の拡大」に向けて、組織一丸となって取り組みを加速します。
　また、経営安定対策をはじめとする息の長い国内対策の確立に向けて、ＪＡグループとして
積極的な政策提案とその実現に向けた取り組みを強力に展開していきます。
⑤　令和元年産米の需要に応じた生産に向けた取り組み
　平成３０年産米から国による生産数量目標の配分廃止等による米政策の見直しが行われました。
本県は令和元年産においても、需要に応じた生産を推進し需給調整の実効確保を図るため、市
町農業再生協議会から生産者に対し「作付参考値」を示すこととしています。
　当ＪＡでは過剰作付けとならないよう、引き続き組合員が「作付参考値」を踏まえた計画的
な生産に取り組むよう、組合員への理解促進・周知対策や関係機関との調整に取り組みます。
⑥　令和元年度農業関連対策への取り組み
　農地の保全や担い手確保の観点から引き続いて集落営農組織の設立・育成に取り組んで参り
ます。
　また、新規就農者への就農支援対策である農業次世代人材投資事業（旧青年就農交付金）の
活用を行政機関と連携して取り組み、担い手の確保に努めます。
　なお、令和元年度より導入された収入保険制度については、農業共済、ナラシ対策、野菜価
格安定制度等の類似制度との比較のうえ加入を進めるとともに、関係機関と連携して同制度へ
の加入要件である青色申告実施者の拡大に努めます。
⑦　経営の健全性の確保
　ＪＡ経営の健全性を示す指標の一つとして自己資本比率について、平成３０年度末（剰余金処分
後）当ＪＡの比率は２０.４１％であり、農協法による規制４％やＪＡバンク基本方針８％を大きく
上回っております。しかし、バーゼルⅢ規制の段階的適用により比率の低下を見込み、経営の
健全性確保のために出資金や目的積立金等自己資本の充実が必要です。
今後とも事業計画を達成し、自己資本造成計画に基づいて内部留保を進め、ＪＡの健全経営に
努めます。

（６）その他組合の事業活動の概況に関する重要な事項
①　事業運営の透明性の向上
　農協法に基づいたディスクロージャー誌による開示のほか、半期開示の自主的実施やホーム
ページでの開示など、組合員や利用者向けの情報開示を充実させ、ＪＡ事業運営の透明性を高
めています。
②　業務の適正を確保するための体制
　当ＪＡでは、法令順守の徹底や、より健全性の高い経営を確保し、組合員・利用者の皆さま
に安心して組合をご利用いただくために、内部統制システム基本方針を策定し、組合の適切な
内部統制の構築・運用に努めています。
③　ＪＡくらしの活動の展開
　ＪＡはくらしの活動を通じ、地域貢献およびＪＡ自己改革の「地域の活性化」に取り組んで
います。ＪＡファンをつくり、「地域になくてはならないＪＡ」として組合員・地域住民から支
持されるＪＡとなるため、ＪＡくらしの活動を積極的に展開しています。
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　　　②　臨時総代会
　　　　　開催しておりません。

２．組合の運営組織の状況に関する事項
　（１）総代会の開催状況
　　　①　通常総代会

６２０人総代会日現在総代数
４８８人実際に出席した総代

出 席 総 代 数 １４人代 理 人
１００人書 面
６０２人合 計
０人出席正組合員数（総代、代理人を除く）
０人出席准組合員数

重要な議事及び議決事項
第１号議案
【報告事項】
平成２９年度貸借対照表,損益計算書、注記表及び附属明細書の内容並びに全国農業協同組合中央会の監査報告及
び監事の監査報告について
【決議事項】
平成２９年度事業報告及び剰余金処分案の承認について

第２号議案　定款の一部変更について
第３号議案　信用事業規程の一部変更について
第４号議案　監事監査規程の制定について
第５号議案　平成３０年度事業計画の設定について
第６号議案　平成３０年度理事及び監事の報酬について
第７号議案　役員選任について
第８号議案　一般社団法人ＪＡバンク相談所への加入について
特別決議　　ＪＡグループの自己改革の実践に関する特別決議

平成３０年５月２４日　９時３０分より開催

④　国産農畜産物の消費拡大運動
　国産農畜産物の重要性の理解促進および消費拡大を促進するため、「みんなのよい食プロジェ
クト」や農業体験、学校給食への地元産食材の供給等を通じて国産農畜産物の魅力を伝え、地
域の消費者や次代を担う子供たちに地産地消をすすめています。
⑤　食の安全・安心対策の強化
　安全・安心な農産物の安定供給に向けて、ＪＡを通じて出荷・販売されるすべての品目につ
いて生産履歴記帳運動に取り組むとともに、引き続き研修会等を通じて生産者の安全意識の啓
蒙を図り、すべての生産者が正しい理解に基づいて生産活動に取り組めるようすすめています。
⑥　農業経営管理支援事業の実施
　農業経営管理支援の一環として農業簿記記帳代行事業を農家の皆さんに利用いただいていま
す（平成３０年度末１８５名）。記帳代行の実施により、農家の簿記記帳事務の軽減を図るとともに、
経営データの蓄積によりＪＡによる経営相談やコンサル事業を強化します。
　また、青果物生産・販売分析資料を活用して経営相談や技術指導を行い、組合員の生産拡大
や所得の増大につなげます。
　これらの取組によって、ＪＡに対する信頼向上と結びつきの強化を図ります。
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　　　②　出資口数

当期末
（A）+（B）-（C）当期減少（C）当期増加（B）前期末（A）資　格　区　分

３,４０６,９０３９６,７２４１６０,５３３３,３４３,０９４個　 　 　 人正
組
合
員

９０２５０５０９０２農事組合法人法
人 ３,３６２－１５０３,２１２その他の法人

３,４１１,１６７９６,７７４１６０,７３３３,３４７,２０８計
３４４,５５２８,１５３６７,３５２２８５,３５３個    人

准
組
合
員

－－－－農 業 協 同 組 合
１６０－－１６０農 事 組 合 法 人
８,８１９１２０２,００５６,９３４そ の 他 の 団 体
３５３,５３１８,２７３６９,３５７２９２,４４７計
９,５９０９,００２９,５９０９,００２処 分 未 済 持 分

３,７７４,２８８１１４,０４９２３９,６８０３,６４８,６５７合　　　　計

摘要：（１）出資１口金額 １,０００円
　　　（２）当期末払込済出資総額 ３,７７４,２８８,０００円
　　　（３）１正組合員当たり出資金額 ２１９,１００円
　　　（４）１組合員の持口最高限度 ２,０００口

（単位：口）

（２）組合員の状況
　　　①　組合員数

当期末
（A）+（B）-（C）

当　期　脱　退
当期加入
（B）

前期末
（A）資　格　区　分 合計

（C）除名死亡又
は解散資格喪失持分全部

の譲渡
１５,５２９４４１－３４３２９６３０９１５,６６１個 人

正　

組　

合　

員

（３,１５５）（９７）（－）（６３）（－）（３４）（１１４）（３,１３８）（ う ち 女 性 ）

－－－－－－－－うち組合員たる
地位を失わない者

１２１－１－－１１２農事組合法人法
人 ２８－－－－－２２６その他の法人

１５,５６９４４２－３４４２９６３１２１５,６９９計
４,４４９８８－５１６３１１７８４,３５９個    人

准　

組　

合　

員

（９８８）（２４）（－）（１３）（３）（８）（８０）（９３２）（ う ち 女 性 ）
－－－－－－－－農 業 協 同 組 合
５－－－－－－５農 事 組 合 法 人

１７６４－４－－２１７８そ の 他 の 団 体
４,６３０９２－５５６３１１８０４,５４２計
２０,１９９５３４－３９９８１２７４９２２０,２４１合　　　　計

摘要：当期末正組合員戸数　　　　１３,２１７戸
　　　当期末准組合員戸数　　　　 ３,７９７戸
　　　当期の組合員資格確認日　　平成３０年１１月１２日
　　　当期の組合員資格確認方法　広報誌配布による確認

（単位：人、団体）
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（３）役員の状況
　　　①　役員数

定款に定める
役員の定数

当期末
（A）+（B）-（C）当期退任（C）当期就任（B）前期末（A）区　分

４４－－４常　 勤理　

事
２７２６１１２６非 常 勤
３１３０１１３０計
１１－－１常　 勤監　

事
７７－－７非 常 勤
８８－－８計
３９３８１１３８合　計

（単位：人）

　　　②　当期末現在の役員

摘　要任期満了年月日就任年月日氏　名
区　　　　分

代表権
の有無

常勤・非
常勤の別役　職　名

実務精通者令和元年通常総代会終了時平成２８年５月２５日黒崎　宣芳有常　勤代表理事組合長
実務精通者　認定農業者〃〃国府田厚志有〃代表理事専務
学識経験者で総務・営農・経済・福祉専任〃〃藤島　光一無〃常 務 理 事
学識経験者で金融・共済専任〃〃飯野　裕司〃〃常 務 理 事
ＪＡ栃木中央会会長〃〃髙橋　　武〃非常勤会 長 理 事
金融共済担当理事　認定農業者〃〃菅山　　学〃〃理 事
営農経済担当理事　認定農業者〃〃伊沢　　保〃〃〃
金融共済担当理事　認定農業者〃〃藤沢　茂生〃〃〃
金融共済担当理事　認定農業者〃〃小菅　　保〃〃〃
営農経済担当理事〃〃渡辺　　清〃〃〃
総務担当理事　認定農業者〃〃高橋　真一〃〃〃
総務担当理事　認定農業者〃〃添野　勝則〃〃〃
金融共済担当理事　認定農業者〃〃飯山　克則〃〃〃
営農経済担当理事　認定農業者〃〃谷畑　　清〃〃〃
総務担当理事〃〃舩橋　　実〃〃〃
金融共済担当理事　認定農業者〃〃渡邉　重雄〃〃〃
営農経済担当理事　認定農業者〃〃粕谷　　昭〃〃〃
営農経済担当理事　認定農業者〃〃若林　勇夫〃〃〃
営農経済担当理事　認定農業者〃〃七井　　新〃〃〃
金融共済担当理事　女性理事〃〃菱沼　芳子〃〃〃
総務担当理事　認定農業者〃〃浅羽　昌徳〃〃〃
総務担当理事　実践的能力者〃〃田代　一夫〃〃〃
営農経済担当理事　認定農業者〃〃髙田　　豊〃〃〃
金融共済担当理事　認定農業者〃平成３０年５月２４日薄根　定男〃〃〃
総務担当理事　認定農業者〃平成２８年５月２５日山本　　聖〃〃〃
金融共済担当理事　認定農業者〃〃荒井　隆夫〃〃〃
営農経済担当理事　認定農業者〃〃髙塩　　一〃〃〃
総務担当理事　女性理事〃〃羽石　礼子〃〃〃
営農経済担当理事　女性理事〃〃加藤トシヱ〃〃〃
金融共済担当理事　女性理事〃〃横田　裕子〃〃〃
代表監事〃〃渡辺　　栄－〃監 事
学識経験者で常勤監事〃〃磯　　伸一－常　勤〃

〃〃上野　幸政－非常勤〃
〃〃床井　　剛－〃〃
〃〃谷中　和一－〃〃
〃〃藤平　元一－〃〃
〃〃江間田信一－〃〃

員外監事〃〃高橋　久夫－〃〃
平成３０年６月２９日死亡　〃大塚　重光無〃理 事
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（４）職員の状況
当期末

 （ A ） + （ B ） - （ C ）
当期減少
（C）

当期増加
（B）

前期末
（A）区　　　分

５２３－５５企 画 管 理
４－１３く ら し の 活 動
３１－３２８貸 付信

用 ５０－１４９貯 金
７９－２７７複 合 渉 外
６０－３５７共 済
３６－１２２４生 産 資 材

購
買 ８（８）１（１）－９（９）農 業 機 械

１３７－２０生 活 物 資
６４２－６６販 売
５－－５保 管
３－－３開 発
６０－１５９福 祉
４４－１４３加 工 利 用

４１（２）－１（１）４０（１）営 農 指 導
５５０（１０）１３（１）２５（１）５３８（１０）合 計
１２２－６１１６うち常勤嘱託

（単位：人）

（注）当組合からの出向者は、各担当部門の職員数に含め（　）内数で表示しています。



総　代　会

理　事　会

常勤監事 代表監事 監事会

代表理事組合長

事業諮問委員会

常務理事（金融・共済担当）常務理事（総務・営農・経済・福祉担当）

事業運営委員会

代 表 理 事 専 務

生活福祉部経済部 営農部総合企画部 共済部 金融部

総

務
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機
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理
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報

管

理

人

事
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地
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援
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導
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営
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導
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岡
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ー・カ
ン
ト
リ
ー
エ
レ
ベ
ー
タ
ー

カ
ン
ト
リ
ー
エ
レ
ベ
ー
タ
ー

ラ
イ
ス
セ
ン
タ
ー・精
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貝
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ジ

真

岡

直

売

所

井

頭

直

売

所

ア
グ
リ
セ
ン
タ
ー
真
岡
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グ
リ
セ
ン
タ
ー
長
沼

益

子

直

売

所

芳

賀

直

売

所

ア
グ
リ
セ
ン
タ
ー
市
貝

共

済

連

出

向

開
発
（
真
岡
支
店
）

業

務

普

及

貯

金

融

資

・

運

用

推

進

支

援

監

査

ア
ク
シ
ュ
（
経
営
支
援
）

高

機

能

物

流

（
パ
ッ
ケ
ー
ジ
セ
ン
タ
ー
）

営
農
経
済
担
当
理
事
会

金
融
共
済
担
当
理
事
会

総
務
担
当
理
事
会

監査室 コンプライアンス
対　策　室

す

こ

や

か

南

高

真
岡
地
区
営
農
セ
ン
タ
ー

二
宮
地
区
営
農
セ
ン
タ
ー

益
子
地
区
営
農
セ
ン
タ
ー

茂
木
地
区
営
農
セ
ン
タ
ー

芳
賀
・
市
貝
地
区
営
農
セ
ン
タ
ー

農

機

出

向

す

こ

や

か

市

貝

す

こ

や

か

茂

木

す

こ

や

か

二

宮

す

こ

や

か

山

前

す

こ

や

か

大

内

芳

賀

支

店

市

貝

支

店

茂

木

支

店

益

子

支

店

二

宮

支

店

真

岡

支

店

真
岡
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二
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セ
ン
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益
子
経
済
セ
ン
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ー

茂
木
経
済
セ
ン
タ
ー

北
部
経
済
セ
ン
タ
ー

（注）
⑴金融部：平成31年3月1日より支店の推進体制
を支援し提案・相談機能を強化するため「推進
支援」を設置しました。

⑵共済部：平成31年3月1日より「事故相談」の業
務が一部共済連へ移管されたため、「事故相談」
を廃止し、「業務」と統合しました。

⑶芳賀・市貝地区営農センター：「市貝直売所」の
指定管理者の指定が平成31年3月31日を
もって解除となったため機構図から削除しま
した。
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（５）組織の構成
　　　①組合の機構（平成３１年４月１日）
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　　　②　組合員組織
　　　　（ア）統一組織

構成員数（人）組　　織　　名
２０２青 壮 年 部
１,６３３女 性 会
４０園 芸 特 産 連 絡 協 議 会
２０畜 産 連 絡 協 議 会
５５０い ち ご 部 会
２３６な す 部 会
５０ト マ ト 部 会
１２メ ロ ン 部 会
１０３梨 部 会

　　　　（イ）各地区組織

地区構成員数（人）組　織　名
益子１１・茂木７１８加 工 ト マ ト 部 会
真岡７９・二宮２２・芳賀１３７２３８耕種部会（水稲）
真岡１１トウモロコシ部会
二宮１０２・芳賀１９１２１タ マ ネ ギ 部 会

真岡２３９・益子１４２・茂木１７９・
芳賀２２５・市貝２２０１,００５直 売 部 会

益子３７果 樹 の 里 部 会

地区構成員数（人）組　織　名
芳賀８８酪 農 部 会
益子１・茂木２３養 蚕 部 会
益子５う ど 部 会
市貝２７採 種 部 会（ 水 稲 ）
茂木１５採 種 部 会（ 野 菜 ）
益子１０薬 草 部 会

構成員数（人）組　　織　　名
２１し い た け 部 会
４７花 卉 部 会
２４和 牛 部 会
９養 豚 部 会
８４春 菊 部 会
１２５ニ ラ 部 会
２０レ タ ス 部 会
２９蒟 蒻 部 会
２１ブ ロ ッ コ リ ー 部 会
２６ア ス パ ラ ガ ス 部 会
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（６）施設の設置状況
　　　①　組合の施設の状況（平成３１年２月２８日現在）

摘　要職員数（人）所在地面積（㎡）構　造名　称（併設事務所名）種　別
１１４真岡市八条１０９６.７９鉄筋コンクリート造本店事務所
２０真岡市飯貝５４７.６８鉄筋コンクリート造本店（生活福祉部）〃
６４真岡市中郷１９７４.８４鉄骨造真岡支店（開発）〃
７真岡市飯貝２４１.８０鉄骨造真岡経済センター〃
６真岡市田町１９８.００鉄骨造２９４購買店舗〃
４５真岡市久下田１１１１.８３鉄骨造二宮支店（二宮地区営農センター）〃
７真岡市物井１４８１.４８鉄筋コンクリート造二宮経済センター（物部）〃
３真岡市長沼１２１０.８２鉄筋コンクリート造アグリセンター長沼〃
４７益子町大字益子１１７８.００鉄骨造益子支店（益子地区営農センター・益子経済センター）〃
３８茂木町大字増井１０６３.３０鉄筋コンクリート造茂木支店（茂木地区営農センター・茂木経済センター）〃
３０市貝町大字市塙５９７.６０鉄筋コンクリート造市貝支店（芳賀・市貝地区営農センター（市貝）・　アグリセンター市貝）〃
４８芳賀町祖母井南一丁目１５０４.００鉄筋コンクリート造芳賀支店（芳賀・市貝地区営農センター（芳賀））〃
８芳賀町祖母井南一丁目１３９０.１５鉄骨造北部経済センター〃

補助金有４６真岡市田町５９１３.２６鉄骨造真岡地区営農センター〃
補助金有真岡市田町４６１.６９鉄骨造真岡市農業振興センター〃
補助金有真岡市京泉１５９８.００鉄骨造中央カントリーエレベーター共乾施設
補助金有真岡市鹿１５１７.４０鉄骨造二宮カントリーエレベーター〃
補助金有益子町大字塙１２５０.１４鉄骨造益子カントリーエレベーター〃
補助金有真岡市中郷９７４.７１鉄骨造真岡ライスセンター〃
補助金有真岡市飯貝１５８５.２０鉄骨造大内ライスセンター〃
補助金有真岡市中１４７２.２１鉄骨造中村ライスセンター〃
補助金有真岡市小林１２１７.７０鉄骨造山前ライスセンター〃
補助金有真岡市長沼１０３０.００鉄骨造長沼ライスセンター〃
補助金有茂木町大字北高岡７８２.５４鉄骨造茂木ライスセンター〃
補助金有市貝町大字赤羽１２１４.００鉄骨造市貝ライスセンター〃
補助金有芳賀町大字与能７４３.０１鉄骨造祖母井ライスセンター〃
補助金有芳賀町大字芳志戸８０１.３２鉄骨造南高ライスセンター〃
補助金有芳賀町大字芳志戸８１６.５０鉄骨造大豆調整施設〃
補助金有芳賀町大字東水沼１０１７.６０鉄骨造水橋ライスセンター〃
補助金有真岡市中郷１５７.２９鉄骨造真岡育苗センター育苗施設
補助金有真岡市小林３８４.９０鉄骨造山前育苗センター〃
補助金有益子町大字塙４０８.４０鉄骨造益子育苗センター〃
補助金有茂木町大字河井１１７.２０鉄骨造茂木農産加工所加工所
補助金有市貝町大字市塙６７７.６５鉄骨造市貝種子センター種子センター
補助金有真岡市鹿２０６６.００鉄骨造二宮東部集荷場集荷所
補助金有真岡市長沼１２７６.１８鉄骨造二宮西部集荷場〃
補助金有益子町大字塙７５６.２３鉄骨造益子塙集荷所〃
補助金有芳賀町大字祖母井１３７５.４０鉄骨造芳賀一元集荷場〃
補助金有１２真岡市田町２４５０.００鉄骨造高機能物流兼果実販売センター（パッケージセンター）集出荷場
補助金有真岡市田町４２４.００鉄骨造真岡（第二）パッケージセンター〃
補助金有４真岡市長沼３７８.００鉄骨造二宮パッケージセンター〃
補助金有３市貝町大字市塙８１４.４０鉄骨造市貝パッケージセンター〃
補助金有芳賀町大字稲毛田１９４５.２０鉄骨造芳賀梨選果場選果場

７真岡市飯貝３７６.６２鉄骨造デイサービスセンターすこやか大内通所介護施設
７真岡市小林３５８.５６木造造デイサービスセンターすこやか山前〃
１０真岡市久下田４３７.００鉄骨造デイサービスセンターすこやか二宮〃

補助金有５茂木町大字増井３０４.１５鉄骨造デイサービスセンターすこやか茂木〃
指定管理者６市貝町大字市塙３５９.９５鉄骨造デイサービスセンターすこやか市貝〃
指定管理者５芳賀町大字上稲毛田５３２.７７鉄骨造デイサービスセンターすこやか南高〃
指定管理者真岡市上大田和４８８.４０鉄骨造井頭フレッシュ直売所直売所
補助金有真岡市田町１９８.００鉄骨造真岡フレッシュ直売所〃
補助金有益子町大字塙１８４.８０鉄骨造益子フレッシュ直売所〃

平成３１年３月３１日廃止市貝町大字市塙３４０.２０鉄骨造サシバの里いちかい直売所〃
芳賀町大字祖母井３２７.００鉄骨造友遊直売所〃
益子町大字七井中央８８２.２１鉄筋コンクリート造全農はが野食材センター賃貸施設

８真岡市田町５９８.５７鉄骨造全農はが野広域農機センター（南部センター２棟）〃
芳賀町大字祖母井５９５.４８鉄骨造全農はが野広域農機センター（北部センター）〃

リース物件３９６７５.５０鉄骨造鉄骨ハウス農業施設
５５０５８箇所合計
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第
１
号
議
案

●事業報告●

　　　②　特定信用事業代理業者等の状況
　　　　　該当する事項はありません。

　　　③　共済事業の委託施設の状況
　　　　ア　代理業者数の推移

当期末
（A）+（B）-（C）当期減少（C）当期増加（B）前期末（A）項　　目

９７１１９７共済代理店数

　　　　イ　当期新規代理業者

（８）その他組合の運営組織の状況に関する重要な事項
該当する事項はありません。

※増加・減少に（個人⇒法人）解除・再登録１代理店を含む。

（７）子会社の状況

株式会社未来ちゃんファームはが野サービス株式会社会 社 名
代表取締役社長　関亦　暢広代表取締役社長　国府田　厚志代 表 者 名
真岡市八条９５番地（はが野農業協同組合内）真岡市田町１３５６番地５所 在 地
農産物の生産販売・農作業受託自動車事業主 要 な 事 業 内 容
事務所他賃借整備工場他賃借施 設 の 概 要
平成２６年２月１２日平成１３年１０月１日設 立 年 月 日

３０,０００千円５０,０００千円資 本 金 総 額
９９.３％

（５９６／６００）
１００％

（１,０００／１,０００）
当 組 合 の 議 決 権 比 率
（保有議決権数／総議決権数）

９９.３％１００％当組合及び他の子会社等の
議 決 権 比 率

代理業以外の主要業務主たる事務所の所在地名　称
共 済 代 理 店

自動車整備・販売茂木町小貫２４４１ＩＳＪ株式会社（磯自販）
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Ⅱ貸借対照表
平成３１年２月２８日現在 定款第３９条第３項に基づいた報告資料

資　　　　　　　　　産
説　　　明金　　額科　　　目

（資産の部）
１９７,２７５,５５５１．信用事業資産

本支店の金庫にある手持現金１,１１３,０３９（１）現金
１５３,２９７,９１４（２）預金

農林中金に預けている金１５２,４１２,５４２系統預金
農林中金以外に預けている金８８５,３７２系統外預金

８,０３８,８７９（３）有価証券
国債への運用額５,３４０,６３０国　　　債
政府機関が発行する政府保証付の債券への運用額７０１,７０８政府保証債
社債への運用額１,９９６,５４１社　　　債
組合員等へ貸出した金３４,１９３,５８８（４）貸出金

９９２,１４９（５）その他の信用事業資産
預金・貸出金利息の未収分など９７４,７８３未収収益
信用事業の仮払金など１７,３６６その他の資産
保証業務を履行した場合に取得する求償権８００（６）債務保証見返
信用事業に係る貸倒引当金△ ３６０,８１７（７）貸倒引当金

４,０７７２．共済事業資産
共済奨励金の未収分など４,０７７（１）その他の共済事業資産

１,９８６,６６６３．経済事業資産
購買品供給の未収金など１,０９８,２９３（１）経済事業未収金
販売品の仮渡金や立替金など５６９,０２０（２）経済受託債権

２６２,４４１（３）棚卸資産
購買品の在庫額２３１,３７２購買品
加工・利用事業等の貯蔵品など３１,０６９その他の棚卸資産
預託家畜や経済事業の預け金・未収収益など８４,６０２（４）その他の経済事業資産
経済事業に係る貸倒引当金△ ２７,６９０（５）貸倒引当金
長期前払費用、差入保証金、仮払金、未収金、立替金、未収収益及び簡易郵便局会計への資金運用額３９８,３１１４．雑資産

４,０８６,６１４５．固定資産
４,０６５,５５２（１）有形固定資産

建物、建物附属設備８,１４２,９４３建物
機械もしくは装置３,５４４,７４１機械装置
組合の土地１,１５８,０２２土地
固定資産取得までの建設代金などの仮払金１,６４８建設仮勘定
上記以外の有形固定資産２,３２５,７６６その他の有形固定資産
建物等の減価分の累計額△ １１,１０７,５７０　減価償却累計額
ソフトウェアなど２１,０６１（２）無形固定資産

１２,２４２,８５４６．外部出資
１２,２６６,９２１（１）外部出資

系統連合会への出資金１１,６１１,２９０系統出資
系統外の関連団体への出資金５７５,８３１系統外出資
子会社への出資金７９,８００子会社出資
外部出資に係る損失見込み相当額△ ２４,０６７（２）外部出資等損失引当金
前払いとなっている法人税等３８０,５２７７．繰延税金資産

２１６,３７４,６０７資　産　の　部　合　計
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第
１
号
議
案

●貸借対照表●

負　　債　　及　　び　　純　　資　　産
説　　　明金　　額科　　　目

（負債の部）
１９４,７１１,０００１．信用事業負債

組合員等から預かっている金１９２,５２５,８１２（１）貯金
被災地金融機関向けに農林中金から借りている金等１,６０１,９７４（２）借入金

５８２,４１４（３）その他の信用事業負債
貯金の未払利息など９８,２９４未払費用
信用事業の仮受金など４８４,１１９その他の負債
組合が保証した債務の額８００（４）債務保証

１,０９１,８２６２．共済事業負債
共済掛金等の一時的預り金６６４,０６１（１）共済資金
共済付加収入の未経過分４１８,８８１（２）未経過共済付加収入
利息以外の共済事業の未払費用８,６６１（３）共済未払費用
保険代理店業務の保険料受入額など２２１（４）その他の共済事業負債

１,２３１,６８２３．経済事業負債
取引先等に支払していない代金６９７,３０３（１）経済事業未払金
販売仮受金１７１,００４（２）経済受託債務
経済事業の預り金・未払費用など３６３,３７３（３）その他の経済事業負債
組合の設備取得のために借り入れている金３６４,７００４．設備借入金

３０４,７９５５．雑負債
法人税、住民税等の未払額１２４,２０５（１）未払法人税等
上記以外のその他の負債額１８０,５８９（２）その他の負債

１,５８５,７１３６．諸引当金
職員の賞与支給のための引当金１４５,１６９（１）賞与引当金
職員の退職金支給のための引当金１,４２５,５４０（２）退職給付引当金
ポイント支払のための引当金１５,００２（３）ポイント引当金

１９９,２８９,７１７負　債　の　部　合　計
（純資産の部）

１６,７４３,７３３１．組合員資本
組合員が組合に出資した金３,７７４,２８８（１）出資金
合併前組合から引継いだ準備金･積立金６９,６２３（２）資本準備金

１２,９０９,４１１（３）利益剰余金
経営安定のため法令で定められた積立金５,１８４,９１８利益準備金

７,７２４,４９２その他利益剰余金
経営安定のため定款で定めた積立金２,０１５,１９９特別積立金
財務基盤を確立するための積立金２,２４２,３５７信用事業基盤整備強化積立金
肥料価格の年間安定を図るための積立金１０,０９１肥料価格安定事業準備金
教育活動を安定的に実施するための積立金５６０,０００教育基金積立金
農業生産コストの低減と安定的運営のための積立金４５０,０００営農施設設置及び運営積立金
高齢者福祉関連施設の設置等のための積立金５００,０００高齢者福祉施設設置及び運営積立金
事業実施体制の再構築を図るための積立金２９９,１６２事業体制再編整備運営積立金
税効果会計による繰延税金資産の減少に備えるための積立金４５３,８９９税効果調整積立金
特例業務負担金額の一括費用処理への対策を図るための積立金６２０,０００農林年金対策積立金
当期剰余金+当期首繰越剰余金５７３,７８３当期未処分剰余金

（３４９,４９４）（うち当期剰余金）
組合員の任意脱退により組合が譲り受けた持分△ ９,５９０（４）処分未済持分

３４１,１５７２．評価・換算差額等
金融商品に係る時価会計に基づく差額３４１,１５７（１）その他有価証券評価差額金

１７,０８４,８９０純資産の部合計
２１６,３７４,６０７負債及び純資産の部合計

（単位：千円）
はが野農業協同組合
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Ⅲ損益計算書
平成３０年３月１日から平成３１年２月２８日まで 定款第３９条第３項に基づいた報告資料

説　　　　明金　　額科　　　　目
４,６４８,０３９１．事業総利益
１,６８６,４５５（１）信用事業収益
１,５８３,４８８資金運用収益

農林中金等に預けてある金の受入利息、預金奨励金８３８,８５１うち預金利息
有価証券の受入利息など８８,７１６うち有価証券利息配当金
貸付金に対する受入利息５６０,１４７うち貸出金利息
上記以外の受入利息など９５,７７３うちその他受入利息
受入為替手数料など５６,０５１役務取引等収益
国債の売却益８,５９５その他事業直接収益
信用事業の雑収入など３８,３１９その他経常収益

２９７,２７５（２）信用事業費用
９９,７１３資金調達費用

貯金に対する支払利息９６,４３８うち貯金利息
定期積金の支払利息相当額１,２３２うち給付補填備金繰入
農林中金等からの借入金に対する利息１,７１６うち借入金利息
貸付留保金などの支払利息３２６うちその他支払利息
支払為替手数料など１５,４９５役務取引等費用

１８２,０６６その他経常費用
信用事業における貸倒引当金の戻入額と繰入額との相殺した後の金額△ ２６,３２７うち貸倒引当金戻入益
信用事業に係る直接償却額（純額）２うち貸出金償却
貯金の推進や奨励金等に使った費用など２０８,３９１うちその他費用
信用事業に係る収益と費用の差額１,３８９,１８０信用事業総利益

１,３４０,８１１（３）共済事業収益
共済に係る組合の付加掛金１,２６８,９５７共済付加収入
共済貸付等に対する受入利息６５共済貸付金利息
上記以外の共済事業に係る収益７１,７８７その他の収益

９１,８０２（４）共済事業費用
共済借入金に対する支払利息６５共済借入金利息
新契約獲得のために要した費用６０,２６６共済推進費

３１,４７０その他の費用
共済事業における貸倒引当金の戻入額と繰入額との相殺した後の金額△ １１４うち貸倒引当金戻入益
上記以外の共済事業に係る費用３１,５８５うちその他費用
共済事業に係る収益と費用の差額１,２４９,００８共済事業総利益

５,５５２,７８３（５）購買事業収益
購買品の供給金額５,５１０,０２２購買品供給高
上記以外の購買事業に係る収益４２,７６０その他の収益

４,９９６,８１４（６）購買事業費用
購買品の受入金額４,８３９,２２８購買品供給原価

１５７,５８６その他の費用
購買事業における貸倒引当金の繰入額と戻入額との相殺した後の金額４,４９６うち貸倒引当金繰入額
上記以外の購買事業に係る費用１５３,０８９うちその他費用
購買事業に係る収益と費用の差額５５５,９６９購買事業総利益

７,８４２,３２４（７）販売事業収益
買取販売に係る農産物の販売金額６,８９０,２５４販売品販売高
販売事業の受入手数料７０１,６４４販売手数料
上記以外の販売事業に係る収益２５０,４２５その他の収益

６,８１０,１８３（８）販売事業費用
生産者に支払った買取販売の金額６,１９９,２３７販売品販売原価
荷造材料費、販売労務費など３８２,６５２販売費

２２８,２９４その他の費用
販売事業における貸倒引当金の戻入額と繰入額との相殺した後の金額△ ３４４うち貸倒引当金戻入益
上記以外の販売事業に係る費用２２８,６３９うちその他費用
販売事業に係る収益と費用の差額１,０３２,１４０販売事業総利益

（単位：千円）
はが野農業協同組合
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●損益計算書●

説　　　　明金　　額科　　　　目
米麦の保管料など１１４,１７６（９）保管事業収益
倉庫の材料費や労務費など６６,６０７（１０）保管事業費用
保管事業に係る収益と費用の差額４７,５６９保管事業総利益
加工事業の受入料金など１０,５１３（１１）加工事業収益
加工事業の諸経費８,３３０（１２）加工事業費用
加工事業に係る収益と費用の差額２,１８２加工事業総利益
利用事業の受入料金など８２０,５２０（１３）利用事業収益
共同乾燥施設の受入料金など３６３,４３６共同乾燥施設収益
上記以外の利用事業にかかる受入料金など４５７,０８４その他利用収益
利用事業の諸経費６８４,６５０（１４）利用事業費用
共同乾燥施設の諸経費２７５,６９６共同乾燥施設費用
上記以外の利用事業にかかる諸経費４０８,９５４その他利用費用
利用事業に係る収益と費用の差額１３５,８７０利用事業総利益
宅地等供給事業のあっせん手数料など２３,５８６（１５）宅地等供給事業収益
宅地等供給事業に要した費用１５,８０６（１６）宅地等供給事業費用
宅地等供給事業に係る収益と費用の差額７,７８０宅地等供給事業総利益
福祉事業の受入手数料など６２７,５９８（１７）福祉事業収益
福祉事業に要した費用２８９,０９１（１８）福祉事業費用
福祉事業に係る収益と費用の差額３３８,５０７福祉事業総利益
市町の補助金など２８,６１６（１９）指導事業収入
営農指導、生活活動、農政活動等に要した費用１３８,７８６（２０）指導事業支出
指導事業に係る収入と支出の差額△ １１０,１７０指導事業収支差額

４,２８９,３７９２．事業管理費
役員報酬や職員の給料手当など３,２０４,０６３（１）人件費
会議費、通信費、消耗品費、旅費など２８８,０９８（２）業務費
租税公課、支払賦課金、分担金など１６２,３６３（３）諸税負担金
減価償却費、修繕費、保険料、水道・光熱費など５９７,２３５（４）施設費
上記以外の諸費用３７,６１９（５）その他事業管理費
事業総利益－事業管理費３５８,６６０事業利益

２７２,９８１３．事業外収益
信用・共済事業以外の利息の受入額５,９７０（１）受取雑利息
外部出資に対する配当金の受入額１６３,６６９（２）受取出資配当金
土地・建物などの賃貸料５５,２４１（３）賃貸料
前期以前に貸倒処理等をした債権について回収した額９,２０１（４）償却債権取立益
上記以外の諸収益３８,８９７（５）雑収入

５０,１８３４．事業外費用
寄付金として支払った額２,８１３（１）寄付金
賃貸資産に係る減価償却費２２,４０７（２）賃貸費用
上記以外の諸費用２４,９６２（３）雑損失
事業利益＋事業外収益－事業外費用５８１,４５７経常利益

５７,０８５５．特別利益
固定資産の処分利益６,５１９（１）固定資産処分益
国・県等からの補助金７,３７７（２）一般補助金
すこやか山前建設助成金及び原木しいたけ賠償金など４３,１８９（３）その他の特別利益

１８８,７５６６．特別損失
固定資産の処分損失４,６４９（１）固定資産処分損
固定資産を圧縮処理した額７,３７７（２）固定資産圧縮損
固定資産の減損処理額１５８,３３６（３）減損損失
上記以外の特別損失１８,３９３（４）その他の特別損失
経常利益＋特別利益－特別損失４４９,７８６税引前当期利益
未払法人税等の当期計上額１５７,６２７（１）法人税・住民税及び事業税
本年度の前払い法人税等の調整額△５７,３３４（２）法人税等調整額

１００,２９２７．法人税等合計
当期の協同活動から生じた剰余金３４９,４９４当期剰余金
当期首に繰越された剰余金２２４,２８９当期首繰越剰余金
当期剰余金＋当期首繰越剰余金５７３,７８３当期未処分剰余金
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Ⅳ 注 記 表
　 定款第３９条第３項に基づいた報告資料

注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
　継続組合の前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況はありません。継続組合の前提

に関する注記

１．次に掲げる資産の評価基準及び評価方法
　①有価証券
　　　ア．満期保有目的の債券・・・・　償却原価法（定額法）
　　　イ．子会社株式・・・・・・・・　移動平均法による原価法
　　　ウ．その他の有価証券
　　　　　・時価のあるもの・・・・・　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

　　　　　・時価のないもの・・・・・　移動平均法による原価法
②棚卸資産
　　ア．購買品（生産資材）
　　　　　・・総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
　　イ．購買品（生活物資）
　　　　　・・売価還元法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

重要な会計方針
に係る事項に関
する注記

２．固定資産の減価償却の方法
　①有形固定資産

　定率法を採用しています。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）並びに平成２８年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法を採
用しています。
　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ
ています。また、取得価額１０万円以上２０万円未満の少額減価償却資産については、法人税
法の規定に基づき、３年間で均等償却を行っています。

　②無形固定資産
　定額法により償却しています。
　なお、自社利用ソフトウェアについては、当組合における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法により償却しています。

３．引当金の計上基準
　①貸倒引当金

　貸倒引当金は、資産査定要領、経理規程および資産の償却・引当基準に則り、次のとお
り計上しています。
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（破綻先）に係る債権及
びそれと同等の状況にある債務者（実質破綻先）に係る債権については、債権額から、担
保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しています。
　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められ
る債務者に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可
能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認めら
れる額を計上しています。
　破綻懸念先に対する債権のうち債権の元本の回収に係るキャッシュ・フローを合理的に
見積ることができる債権については、当該キャッシュ・フローと債権の帳簿価額から担保
の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額との差額を引き当ててい
ます。
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注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
　上記以外の債権については、貸倒実績率等で算定した金額を計上しています。
　すべての債権は、資産査定要領に基づき、融資担当部署等が資産査定を実施し、当該部署
から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引
当を行っています。

　②外部出資等損失引当金
　外部出資先への出資に係る損失に備えるため、出資形態が株式のものについては有価証
券の評価と同様の方法により、株式以外のものについては貸出債権と同様の方法により、
必要と認められる額を計上しています。

③賞与引当金
　職員賞与の支給に備えるため、次期支給の賞与見積額のうち当期に属する期間対応分を
計上しています。

④退職給付引当金
　職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、当事業年度に発生していると認められる額を計上しています。
　ア．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる
方法については、期間定額基準によっています。

　イ．数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間
以内の一定年数（１１年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年
度から費用処理しています。

⑤ポイント引当金
　事業利用の促進を目的とするポイント制度に基づき組合員・利用者に付与したポイント
の使用による費用発生に備えるため、当事業年度末において将来発生すると見込まれる額
を計上しています。

　

４．リース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
で、平成２０年３月３１日以前に取引を行ったものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によっています。

５．消費税及び地方消費税の会計処理の方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。ただし、固定資産に係る
控除対象外消費税等は「雑資産」に計上し、５年間で均等償却を行っています。

６．決算書類に記載した金額の端数処理の方法
　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しており、表示単位未満の科目については「０」
で、取引がない場合は「―」と表示しています。

１．圧縮記帳額
　有形固定資産の取得価格から控除している圧縮記帳額は７,８５６,３４８千円であり、その内訳は
次のとおりです。
　　　　建物　　　　　  ３,６７４,５１５千円　　　構築物　　　　 ９２４,６４９千円
　　　　機械装置　　　  ３,０２９,７０５千円　　　車両運搬具　　　４１,５８４千円
　　　　工具器具備品　　１３１,９４１千円　　　土地　　　　　　５３,９５４千円

貸借対照表に関す
る注記
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注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
２．担保に供した資産等
　　　担保に供した資産等は次のとおりです。
　　・担保に供している資産
　　　　　預金 ７,９５２,０９１千円
　　・担保資産に対応する債務
　　　　　為替決済に係る債務（上限） ６,４５０,０００千円
　　　　　公金取扱にかかる決済保証金 ２,０９１千円
　　　　　被災地金融機関向け農林中金からの借入金 １,４８０,０００千円

貸借対照表に関す
る注記

３．子会社に対する金銭債権・債務の額
　　　　金銭債権の総額 ６,８２２千円
　　　　金銭債務の総額 ２７２,０４８千円

４．役員との間の取引による役員に対する金銭債権の額
　　　　金銭債権の総額 ４３,７５６千円

５．貸出金のうちリスク管理債権の合計額及びその内訳

（注）１．破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の
事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上
しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」と
いう。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイから
ホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金です。

　　２．延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建
又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金です。

　　３．３か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３か月以上遅
延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。

　　４．貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利
の減免、利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取
決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３か月以上延滞債権に該当しないも
のです。

　　５．上記１～４に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。

１．子会社との取引高の総額
　①子会社等との取引による収益総額 １８,５３７千円
　　　うち事業取引高 １１,９８４千円
　　　うち事業取引以外の取引高 ６,５５３千円

　②子会社等との取引による費用総額 ４２,１９２千円
　　　うち事業取引高 ４２,１６８千円
　　　うち事業取引以外の取引高 ２４千円

損益計算書に関す
る注記

金　　　額区　　　分

１２,２５０
６１３,９７２

－
１０,９０５
６３７,１２８
３９０,１６２
２４６,９６６

－

破綻先債権額 円円円円円円円円円円円円円 （Ａ）
延滞債権額 円円円円円円円円円円円円円円 （Ｂ）
３か月以上延滞債権額 円円円円円円円円円 （Ｃ）
貸出条件緩和債権額 円円円円円円円円円円 （Ｄ）
リスク管理債権額 円円円 （Ｅ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）
担保・保証付債権額 円円円円円円円円円円 （Ｆ）
貸倒引当金（個別評価分） 円円円円円円円円 （Ｇ）
担保・保証等控除債権額 円円 （Ｈ＝Ｅ－Ｆ－Ｇ）

（単位：千円）
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２．減損会計適用による固定資産の減損損失
　当組合では、投資の意思決定を行う単位としてグルーピングを実施した結果、営業店舗に
ついては支店ごとに、また、遊休資産及び賃貸固定資産については各固定資産をグルーピン
グの最小単位としています。本店及び営農関連施設については、他の資産グループのキャッ
シュ・フローの生成に寄与していることから、共用資産と認識しています。
　減損損失の兆候がある資産または資産グループについては、全て割引前将来キャッシュ・フ
ローの総額と帳簿価額との比較を行い、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下
回る資産または資産グループについて、減損損失を認識いたしました。
　減損損失の内訳は次のとおりです。

損益計算書に関す
る注記

回収可能価額の
算定方法

種類ごとの
減損損失額
（千円）

減損損失の認識に至った経緯
資産名

区分
場　所

正味売却価格を採
用しており、割引
率は６.０９％を適用
しております。

建物 円円 １１１,８６９
構築物 円円 ９,０４１
器具備品 円 ３,４１５
土地 円円円 ４,９４４

営業収支が２期連続赤
字であると同時に、短期
的に回復が見込まれな
いことから、帳簿価格を
回収可能額まで減額し
ています。

すこやか二宮
一般
資産

真岡市久下田

正味売却価格を採
用しており、割引
率は６.０９％を使用
しております。

建物 円円円 １,０３３
土地 円円円 ４,７２４

営業収支が２期連続赤
字であると同時に、短期
的に回復が見込まれな
いことから、帳簿価格を
回収可能額まで減額し
ています。

すこやか茂木
一般
資産

茂木町増井

使用価値を採用し
ており、割引率は
６.０９％を使用して
おります。

建物 円円円 １,４９１
構築物 円円円 ２１４
機械装置 円円 １５３
器具備品 円円 ４２０

営業収支が２期連続赤
字であると同時に、短期
的に回復が見込まれな
いことから、帳簿価格を
回収可能額まで減額し
ています。

すこやか南高
一般
資産

芳賀町上稲毛田

正味売却価格を採
用しており、割引
率は６.０９％を使用
しております。

土地 円円円円円 １０
回収可能額が帳簿価格
まで達していない為、帳
簿価格を回収可能額ま
で減額しています。

小貝出張所
遊休
資産

市貝町杉山

建物 円円円 ６,４３６
構築物 円円円 ５１５
機械装置 円 １,２２１
車両運搬具 円 ２３３
器具備品 円円円 ３２

真岡東部ライスセン
ターの用地取得（真岡ラ
イスセンター・山前ライ
スセンターの統合）につ
き、帳簿価格を備忘価格
まで減額しています。

真岡ライスセンター
遊休
資産

真岡市中郷

建物 円円円 ８,５０６
構築物 円円 ２,４２０
機械装置 円 １,０７０
器具備品 円円 ５８０

真岡東部ライスセン
ターの用地取得（真岡ラ
イスセンター・山前ライ
スセンターの統合）につ
き、帳簿価格を備忘価格
まで減額しています。

山前ライスセンター
遊休
資産

真岡市小林

（建物） 円 １２９,３３７
（構築物） 円 １２,１９２
（機械装置）  ２,４４５
（車両運搬具）  ２３３
（器具備品）  ４,４４８
（土地） 円円 ９,６７８

種 類 ご と の 合 計

１５８,３３６総　 合　 計
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１．金融商品の状況に関する事項
①金融商品に対する取組方針
　当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域内の企業や団
体などへ貸付け、残った余裕金を農林中央金庫へ預けているほか、国債や社債など有価証
券による運用を行っています。

②金融商品の内容及びそのリスク
　当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金及び有価
証券であり、貸出金は、組合員等の契約不履行によってもたらされる信用リスクにさらさ
れています。
　また、有価証券は、主に債券であり、満期保有目的及びその他有価証券で保有しています。
これらは発行体の信用リスク、金利の変動リスク及び市場価格の変動リスクにさらされて
います。

③金融商品に係るリスク管理体制
　ア．信用リスクの管理

　当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決定
しています。また、通常の貸出取引については、本店に融資審査部署を設置し各支店
との連携を図りながら、与信審査を行っています。審査にあたっては、取引先の償還
能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を
行っています。貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査
定を厳正に行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産
の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「資
産の償却・引当基準」に基づき必要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めていま
す。

　イ．市場リスクの管理
　当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロー
ルすることにより、収益の確保及び財務の安定化を図っています。このため、財務の
健全性維持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感
応度分析などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に
努めています。
　とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及
び当組合の保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会におい
て運用方針を定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、
日常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事会で決定した運用
方針及びＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、有価証券の売買を行っていま
す。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかど
うかチェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

　（市場リスクに係る定量的情報）
　当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品です。当
組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、
預金、貸出金、有価証券のうちその他有価証券に分類している債券及び貯金です。
　当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理
的な予想変動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定
量的分析に利用しています。
　金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、指標とな
る金利が０.５％上昇したものと想定した場合には、経済価値が１０４,３４１千円減少するものと
把握しています。
　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他
のリスク変数の相関を考慮していません。
　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影
響が生じる可能性があります。

金融商品に関する
注記
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　ウ．資金調達に係る流動性リスクの管理

　当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作
成し、安定的な流動性の確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投
資判断を行う上で重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握
したうえで、運用方針などの策定の際に検討を行っています。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場
価格がない場合には合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む）が含まれていま
す。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等
によった場合、当該価額が異なることもあります。

金融商品に関する
注記

２．金融商品の時価等に関する事項
　①金融商品の貸借対照表計上額及び時価等

　当年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。
　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、次表には含めず
③に記載しています。

②金融商品の時価の算定方法
　ア．資産
　ａ　預金

　満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっています。満期のある預金については、期間に基づく区分ごとに、リス
クフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた現在価値を時価
に代わる金額として算定しています。

　ｂ　有価証券
　債券は取引金融機関等から提示された価格によっています。

　ｃ　貸出金
　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先
の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似しているこ
とから当該帳簿価額によっています。
　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金
の合計額をリスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた
額から貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しています。
　また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿価額
から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。

（注）貸出金及びその引当金には、貸借対照表上雑資産に計上している職員厚生貸付金
２５,９５３千円を含めています。貸倒引当金は、一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金です。

（単位：千円）
差額時価貸借対照表計上額
△３１,３１８１５３,２６６,５９５１５３,２９７,９１４預金

有価証券
１００,６４０１,７０３,８７０１,６０３,２２９　　満期保有目的の債券

－６,４３５,６５０６,４３５,６５０　　その他有価証券
３４,２１９,５４２貸出金
△３６０,２１６ 　貸倒引当金

８７８,８６０３４,７３８,１８６３３,８５９,３２５ 　貸倒引当金控除後
９４８,１８２１９６,１４４,３０２１９５,１９６,１１９資産計
１４４,８４９１９２,６７０,６６１１９２,５２５,８１２貯金
１４４,８４９１９２,６７０,６６１１９２,５２５,８１２負債計
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　イ．負債
　ａ　貯金

　要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価と
みなしています。また、定期性貯金については、期間に基づく区分ごとに、将来の
キャッシュ・フローをリスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで
割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

③時価を把握することが極めて困難な金融商品

④金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

⑤その他の有利子負債の決算日後の返済予定額

金融商品に関する
注記

１．有価証券の時価、評価差額に関する事項
①満期保有目的の債券で時価のあるもの
　満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に
ついては、次のとおりです。

有価証券に関する
注記

（単位：千円）

差　　額時　　価貸借対照表
計上額

４４,２６１７４５,９７０７０１,７０８政府保証債時価が貸借対照表計
上額を超えるもの ５６,３７８９５７,９００９０１,５２１社　債

１００,６４０１,７０３,８７０１,６０３,２２９合　　計

（単位：千円）
貸借対照表計上額

１２,２６６,９２１外部出資
△２４,０６７外部出資等損失引当金

１２,２４２,８５４外部出資（引当金控除後）

（単位：千円）

（注）１．貸出金のうち当座貸越８０５,０４３千円については「１年以内」に含めています。また、
期限のない劣後特約付ローンについては「５年超」に含めています。

　　２．３か月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等５０１,１７３千円は償還の予定が見
込まれないため、含めていません。

５年超４年超
５年以内

３年超
４年以内

２年超
３年以内

１年超
２年以内１年以内

―――――１５３,２９７,９１４預金
有価証券

―４００,０００６００,０００３００,０００３００,０００―満期保有目的の債券

５,６００,０００――２００,０００――その他有価証券のう
ち満期があるもの

２０,７２９,３８８１,７４６,３９７２,１０８,７８５２,４０８,１６２２,４９２,２４８４,２０７,４３２貸出金
２６,３２９,３８８２,１４６,３９７２,７０８,７８５２,９０８,１６２２,７９２,２４８１５７,５０５,３４６合　　計

（単位：千円）

５年超４年超
５年以内

３年超
４年以内

２年超
３年以内

１年超
２年以内１年以内

１１,９２０４,１７３,１８２１,９６６,７１６１９,３８１,７９１１２,３５６,２６９１５４,６３５,９３１貯金
（注）貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に含めています。
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②その他有価証券で時価のあるもの
　その他有価証券において、種類ごとの取得原価又は償却原価、貸借対照表計上額及びこ
れらの差額については、次のとおりです。

有価証券に関する
注記

２．当期中に売却した債券
　　　その他有価証券

１．退職給付債務の内容
　①採用している退職給付制度

　職員の退職給付金に充てるため、退職給与規程に基づき、退職一時金制度を採用してい
ます。また、この制度に加え、同規程に基づく退職給付の一部に充てるため、一般財団法
人全国農林漁業団体共済会との契約による特定退職金共済制度、および全共連との契約に
よる確定給付型年金制度を採用しています。
　なお、下記の他、一般財団法人全国農林漁業団体共済会への積立額は１,２１８,８０５千円あり、
今年度、退職給付掛金３９,１２３千円を福利厚生費に計上しています。

②退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
　期首における退職給付債務 ２,０６５,８８８千円
　　勤務費用 １４５,１２９千円
　　利息費用 ９７０千円
　　数理計算上の差異の発生額  △２０,７００千円
　　退職給付の支払額 △３４,３３１千円
　期末における退職給付債務 ２,１５６,９５５千円

③年金資産の期首残高と期末残高の調整表
　期首における年金資産 ３９７,７８４千円
　　期待運用収益 ３,７６７千円
　　数理計算上の差異の発生額 △１千円
　　確定給付型年金制度への拠出金 ３１,２７４千円
　　退職給付の支払額 △１２,５１４千円
　期末における年金資産 ４２０,３１０千円

④退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表
　　退職給付債務 ２,１５６,９５５千円
　　年金資産 △４２０,３１０千円
　　未積立退職給付債務 １,７３６,６４５千円
　　未認識数理計算上の差異 △３１１,１０５千円
　　貸借対照表計上額純額 １,４２５,５４０千円
　　退職給付引当金 １,４２５,５４０千円

退職給付に関する
注記

（単位：千円）

差　　額貸借対照表
計上額

取得原価又は
償却原価

３７７,２３６５,３４０,６３０４,９６３,３９３国　債貸借対照表計上額が
取得原価又は償却原
価を超えるもの ９４,６２７１,０９５,０２０１,０００,３９２社　債

４７１,８６３６,４３５,６５０５,９６３,７８６合　　計

（単位：千円）
売却益売却額

８,５９５４０７,４８６国　債

なお、上記差額合計から繰延税金負債１３０,７０６千円を差し引いた額３４１,１５７千円を「その他
有価証券評価差額金」に計上しています。
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注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
⑤退職給付費用及びその内訳項目の金額
　　勤務費用 １４５,１２９千円
　　利息費用 ９７０千円
　　期待運用収益 △４,１１３千円
　　数理計算上の差異の費用処理額 ２３,１４９千円
　　　合　　計 １６５,１３６千円

⑥年金資産の主な内訳
　　一般勘定 １００％

⑦長期期待運用収益率の設定方法に関する記載
　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と
年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮してい
ます。

⑧割引率その他の数理計算上の計算基礎に関する事項
　　ア．割引率　 ０.０００％
　　イ．長期期待運用収益率　 ０.９４７％

退職給付に関する
注記

２．特例業務負担金
　人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の
統合を図るための農林漁業団体共済組合法等を廃止する等の法律附則第５７条に基づき、旧農
林共済組合（存続組合）が行う特例年金等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業
務負担金４４,１２０千円を含めて計上しています。
　なお、同組合より示された平成３０年３月現在における令和１４年３月までの特例業務負担金
の将来見込額は、５５４,５９２千円となっています。

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳
①繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　繰延税金資産
　　貸倒引当金 ７７,８６２千円
　　賞与引当金 ４０,２１１千円
　　未払事業税 ９,１４４千円
　　退職給付引当金 ３９４,８７４千円
　　減損損失 ９３,８２８千円
　　貸付利息未計上 ５９,６４７千円
　　貸倒損失 ３１,１７３千円
　　その他 ２６,３４７千円
　　繰延税金資産小計 ７３３,０９０千円
　　評価性引当額(回収懸念額) △２１４,５６７千円
　　繰延税金資産合計（ａ） ５１８,５２２千円
　繰延税金負債
　　その他有価証券評価差額金 △１３０,７０６千円
　　全農外部出資評価益（合併交付金） △７,２８９千円
　　繰延税金負債合計（ｂ） △１３７,９９５千円
繰延税金資産の純額（ａ＋ｂ） ３８０,５２７千円

税効果会計に関す
る注記
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注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
②法定実効税率と法人税等の負担率との間の重要な差異の主な内訳
　法定実効税率 ２７.７％
　（調　整）
　　交際費等永久に損金に算入できない項目 ６.２％
　　受取配当金等永久に益金に算入できない項目 △５.１％
　　住民税均等割等 ２.１％
　　評価性引当額の増減 △６.５％
　　その他 △２.２％
　税効果会計適用後の法人税等の負担率 ２２.２％

税効果会計に関す
る注記

貸借対照表に計上していない資産除去債務
　当組合は、下記の施設に関して、不動産賃借契約に基づき、退去時における原状回復にかかる
義務を有していますが、当該施設は当組合が事業を継続する上で必須の施設であり、現時点で
は除去は想定していません。また、移転が行われる予定もないことから、資産除去債務の履行
時期を合理的に見積もることができません。そのため、当該義務に見合う資産除去債務を計上
していません。

その他の注記

所在地使用目的種別
真岡市中郷　他真岡支店敷地　他９ヵ所事務所
真岡市京泉　他中央カントリーエレベーター敷地　他１ヵ所カントリーエレベーター
真岡市飯貝　他大内ライスセンター敷地　他７ヵ所ライスセンター
芳賀町大字祖母井　他芳賀一元集荷場敷地　他１ヵ所集荷場
真岡市飯貝　他大内中央低温倉庫敷地　他３ヵ所農業倉庫
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農協法第３６条第８項に基づいた提出資料

１．貸借対照表等の附属明細書

（１）組合員資本

当期末残高
（A）+（B）-（C）

当期減少額
（C）

当期増加額
（B）

当期首残高
（A）種　　　類

３,７７４,２８８１１４,３４８２３９,９７９３,６４８,６５７出 資 金
６９,６２３－－６９,６２３資 本 準 備 金

１２,９０９,４１１５６４,４７２８４２,２９１１２,６３１,５９２利 益 剰 余 金
５,１８４,９１８－２００,０００４,９８４,９１８利 益 準 備 金
７,７２４,４９２５６４,４７２６４２,２９１７,６４６,６７３そ の 他 利 益 剰 余 金
２,０１５,１９９－－２,０１５,１９９特 別 積 立 金
２,２４２,３５７－２００,０００２,０４２,３５７信用事業基盤整備強化積立金
１０,０９１－－１０,０９１肥 料 価 格 安 定 準 備 金
５６０,０００－２０,０００５４０,０００教 育 基 金
４５０,０００－５０,０００４００,０００営農施設設置及び運営積立金
５００,０００－－５００,０００高齢者福祉施設設置及び運営積立金
２９９,１６２－４９４２９８,６６７事業体制再編整備運営積立金
６２０,０００－－６２０,０００農 林 年 金 対 策 積 立 金
４５３,８９９－２２,３０３４３１,５９６税 効 果 調 整 積 立 金
５７３,７８３５６４,４７２３４９,４９４７８８,７６２当 期 未 処 分 剰 余 金
△９,５９０△９,００２△９,５９０△９,００２処 分 未 済 持 分

１６,７４３,７３３６６９,８１８１,０７２,６８０１６,３４０,８７０合 計
（注）利益準備金、その他利益剰余金（当期未処分剰余金を除く）の当期増加額については、平成２９年度剰余金処

分により増加したものです。

Ⅴ附属明細書
平成３０年３月１日から平成３１年２月２８日まで

（単位：千円）
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積立目標額等及び取崩基準積立目的項　　目
（積立目標額）
各事業年度末貯金残高×１.５／１,０００
（取崩基準）
信用事業の改善発展のための支出は、信用事
業の機械情報化・サービスの充実及び金融
ビックバン等への諸対応のために支出できる
ものとする。

組合員の期待と信頼に応える事業機能
を発揮するために強固な財務基盤を確
立するため。

信用事業基盤整備強
化積立金

（積立目標額）
「営農相談・施肥コスト抑制運動基本要領」
に基づき全農栃木県本部が示す額（面積予約
数量×一定の単価）
（取崩基準）
肥料価格の期中改定により値上がりが発生し
た場合には、「営農相談・施肥コスト抑制運動
基本要領」に基づき取崩す。

肥料価格の年間安定をはかるため。肥料価格安定準備金

（積立目標額）
組合員一人当たり、５０,０００円を目標に９億円
（取崩基準）
積立目的が達成された場合、当該目的積立金
の全額を取崩す。

組合における教育活動を長期的かつ安
定的に実施するため。教育基金

（積立目標額）
５億円
（取崩基準）
積立目的が達成された場合及び事業を廃止し
たときは全額を取崩す。

農業生産コストの低減を図る優良な営
農施設の設置及びその安定的運営に必
要な財務基盤を確立するため。

営農施設設置及び運
営積立金

（積立目標額）
５億円
（取崩基準）
積立目標が達成された場合及び事業を廃止し
たときは全額を取崩す。

デイサービスセンター等高齢者福祉関
連施設の設置とその安定的な運営及び
高齢者福祉活動の促進に必要な財務基
盤を確立するため。

高齢者福祉施設設置
及び運営積立金

（積立目標額）
５億円
（取崩基準）
積立目的が達成された場合は、各事業年度末
において整備対象施設の償却費相当額を取崩
す。

事業実施体制の再構築を図るため、店
舗の統合再編及び経済事業改革に伴う
新たな施設の設置に必要な財務基盤の
確立と円滑な運営に充てるため。

事業体制再編整備運
営積立金

（積立目標額）
６.２億円（平成２６年度特例業務負担金の１４年
分）
（取崩基準）
特例業務負担金額の一括費用処理が求められ
たときは全額を取崩す。

平成３０年度に想定される特例業務負担
金額の一括費用処理に必要な財務基盤
を確立するため。

農林年金対策積立金

（積立目標額）
税効果会計による繰延税金資産相当額
（取崩基準）
法人税等の前払金額が回収された年度におい
てその回収金額を取崩す。

税効果会計による繰延税金資産（法人税
等の前払い分）について将来の減少に備
えるため。

税効果調整積立金

●附属明細書●

任意積立金である目的積立金の積立目的等は次のとおりです。
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●附属明細書●

（２）固定資産

償　却
累計率
　　 ×１００

減価償却
累計額
（F）

当　期
償却額
（E）

当期末
残　高

（D）＝（A）+（B）－（C）

当　期
減少額
（C）

当　期
増加額
（B）

当期首
残　高
（A）

種　　類

７４.２０６,０４２,２１９１４８,８０５８,１４２,９４３２２２,３３６ 
（１２９,３３７）１３３,１９４８,２３２,０８５建 物有　

　
　

形　
　
　

固　
　
　

定　
　
　

資　
　
　

産

８６.６６１,２３２,０９１３３,０５０１,４２１,６２１３９３,３１８ 
（１２,１９２）２１,４１８１,７９３,５２１構 築 物

８５.４６３,０２９,４４２１１２,７５６３,５４４,７４１２４,４７９ 
（２,４４５）２０８,８３２３,３６０,３８８機 械 装 置

９７.７３２４５,７５７８,０２８２５１,４６３１３,０９５ 
（２３３）１,９８０２６２,５７８車 両 運 搬 具

８５.５０５５８,０５９３６,４７９６５２,６８１３７,１０４ 
（４,４４８）６５,９２２６２３,８６３工 具 器 具 備 品

１,１５８,０２２９,６７８ 
（９,６７８）７,５００１,１６０,２０１土 地

１,６４８１５１,４４０ １４６,５５６６,５３１建 設 仮 勘 定

１１,１０７,５７０３３９,１１９１５,１７３,１２３８５１,４５３ 
（１５８,３３６）５８５,４０４１５,４３９,１７１計

５,３８５１０,７３５５,３８５ １,５７６１４,５４４ソ フ ト ウ ェ ア

無
形
固
定
資
産

８,１７８－ －８,１７８電 話 加 入 権

２２２１,８９８２２２ ７８１１,３３８上下水道加入金

２７２４９２７ －２７７そ の 他

５,６３５２１,０６１５,６３５ ２,３５８２４,３３８計

１１,１０７,５７０３４４,７５５１５,１９４,１８４８５７,０８８ 
（１５８,３３６）５８７,７６３１５,４６３,５０９合 計

（単位：千円、％）

（注）１．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額です。
　　２．「当期償却額」欄は事業外費用に計上した遊休資産、賃貸資産及び太陽光発電設備の減価償却費（１２,２６９

千円）を含みます。
　　３．建物の当期減少額の主なものは、旧すこやか山前（６１,０３９千円）の撤去によるものです。

（F）
（D）
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●附属明細書●

（３）外部出資

当期末残高
（A）+（B）-（C）

当期減少額
（C）

当期増加額
（B）

当期首残高
（A）出 　資 　先

２９,２８０－－２９,２８０栃木県信用農業協同組合連合会

系
統
出
資

８,６２３,２２０－－８,６２３,２２０農 林 中 央 金 庫

４６９,７００－－４６９,７００全国農業協同組合連合会

２,４８７,２００－－２,４８７,２００全国共済農業協同組合連合会

１,８９００－１,８９１日本文化厚生農業協同組合連合会

１１,６１１,２９００－１１,６１１,２９１計

４,０００－－４,０００株 式 会 社 農 協 観 光

株　
　
　

式
系　

統　

外　

出　

資

８００－－８００もおか鬼怒公園開発株式会社

５,０００－－５,０００真 岡 鐵 道 株 式 会 社

５００－－５００株式会社二宮金次郎商店

２,０００－－２,０００株 式 会 社 も て ぎ プ ラ ザ

１,５００－－１,５００芳賀町ロマン開発株式会社

１００－－１００株 式 会 社 日 本 農 業 新 聞

１,０００－－１,０００ＪＡ栃木人材派遣株式会社

１６６,８００－－１６６,８００株式会社ＪＡエルサポート

２,０００－－２,０００株式会社ましこカンパニー

３,２００－－３,２００株式会社栃木県畜産公社

３８８,９２０－－３８８,９２０栃木県農業信用基金協会
そ
の
他

１０－－１０にのみや物産会館管理組合

１－－１農林水産業協同組合貯金保険機構

５７５,８３１－－５７５,８３１計

５０,０００－－５０,０００はが野サービス株式会社
株
式

子
会
社
出
資

２９,８００－－２９,８００株式会社未来ちゃんファーム

７９,８００－－７９,８００計

１２,２６６,９２１０－１２,２６６,９２２合 計

（単位：千円）
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（４）引当金等

当期末残高　　
（A）+（B）-（C）

当期減少額（C）当期増加額
（B）

当期首残高
（A）種　　　　類

その他目的使用

３９９,９０２４３０,３６３２３９９,９０２４３０,３６６貸 倒 引 当 金

１１８,８０８１２３,７５２－１１８,８０８１２３,７５２一 般 貸 倒 引 当 金

１１３,１６４１１７,４００－１１３,１６４１１７,４００う ち 信 用 事 業

－１１４－－１１４う ち 共 済 事 業

２,１５５２,３７８－２,１５５２,３７８う ち 購 買 事 業

２,８８９３,２３３－２,８８９３,２３３う ち 販 売 事 業

５９８６２４－５９８６２４う ち そ の 他 事 業

２８１,０９４３０６,６１１２２８１,０９４３０６,６１３個 別 貸 倒 引 当 金

２４６,９６６２６９,７４０２２４６,９６６２６９,７４３う ち 信 用 事 業

２２,６４６１７,９２６－２２,６４６１７,９２６う ち 購 買 事 業

１１,４８２１８,９４３－１１,４８２１８,９４３う ち そ の 他 事 業

２４,０６７－－３,４６７２０,６００外 部 出 資 等 損 失 引 当 金

１４５,１６９－２３５,７３２１４５,１６９２３５,７３２賞 与 引 当 金

１,４２５,５４０－５３,０９０１６５,１３６１,３１３,４９５退 職 給 付 引 当 金

１５,００２４７３１３,５８７１５,００２１４,０６０ポ イ ン ト 引 当 金

２,００９,６８２４３０,８３６３０２,４１３７２８,６７８２,０１４,２５４合 計

（注）１．計上理由及び算定方法は「注記表」＜重要な会計方針に係る事項に関する注記＞に記載しています。
　　２．上記貸倒引当金「当期減少額」欄のうち、「その他」欄については、洗い替えによる減少額を表示してい

ます。

（単位：千円）
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（５）子会社等との取引並びに子会社等に対する債権及び債務
　　　①　子会社等との取引

摘　　要費用総額収益総額取引内容会　　社　　名
車両修理費等２,３８１－う ち 信 用 事 業

はが野サービス株式会社
（子会社）

収益は共済付加収入
費用は自賠責取次手数料、
車両整備費等

６,９３７４４７う ち 共 済 事 業

収益は購買品供給高
費用は購買雑費等２,１２９９６う ち 購 買 事 業

車両整備費２,０２２－う ち 販 売 事 業
車両整備費等１５,７１１－うちその他事業
収益は固定資産賃貸
費用は事務委託費２４６,３４６う ち 事 業 外

２９,２０６６,８８９計
貯金利息０－う ち 信 用 事 業

株式会社未来ちゃんファーム
（子会社）

購買品供給高１２,９８６１１,４４１う ち 購 買 事 業
固定資産賃貸－２０７う ち 事 業 外

１２,９８６１１,６４８計
４２,１９２１８,５３７合　　　　　計

（単位：千円）

　　　②　子会社等に対する債権及び債務

債　　務債　　権
取引内容会　社　名

当期増減（△）額当期末残高当期首残高当期増減（△）額当期末残高当期首残高
１３,３６５２６８,９９２２５５,６２６－－－貯 金

はが野サービス株式会社
（子会社）

５４７２,３８８１,８４０－－－未 払 金
－－－７７－未 収 金

１３,９１２２７１,３８０２５７,４６７７７－計
３２９６６８３３８－－－貯 金

株式会社未来ちゃんファーム
（子会社）

－－－△７１４２,１４２２,８５６貸 出 金
－－－４１７４,６７２４,２５４未 収 金
３２９６６８３３８△２９７６,８１４７,１１０計

１４,２４１２７２,０４８２５７,８０６△２９０６,８２２７,１１０合　　計

（単位：千円）
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（６）役員との取引
　　　①　債権

摘要取引内容及び金額役職等 取引金額取引の種類
１１,２９０当期取引額

金銭の貸付理事
１０名

３２,１４６当期首残高
３５,４３５当期末残高
３,２８９当期増減（△）額
５,８９０当期取引額

金銭の貸付監事
１名

－当期首残高
５,８９０当期末残高
５,８９０当期増減（△）額
６,３５２当期取引額

リース理事
４名

８,７８３当期首残高
２,４３１当期末残高
△６,３５２当期増減（△）額
２３,５３２当期取引額

合計 ４０,９３０当期首残高
４３,７５６当期末残高
２,８２６当期増減（△）額

（単位：千円）

（注）上記の取引条件およびその決定方法につきましては、他の取引先
と同様の条件によっています。

　　　②　債務

（注）上記の取引条件およびその決定方法につきましては、他の取引
先と同様の条件によっています。

（単位：千円）

摘要取引内容及び金額役職等 取引金額取引の種類
１,７１２当期取引額土地の賃借理事２名
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（７）事業管理費

金　　額内　　訳　　科　　目損益計算書科目
７６,９９９役員報酬

人 件 費

２,３２５,８６７給料手当
（１４５,１６９）（うち賞与引当金繰入額）
６３６,０６０福利厚生費
１６５,１３６退職給付費用
３,２０４,０６３計
１７,５９７会議費

業 務 費

１,４９５接待交際費
２１,１４２宣伝広告費
２２,５３８通信費
９,５８４印刷・消耗品費
２１,１５３図書・研修費
１８６,７０４事務委託費
７,８８１旅費
２８８,０９８計
７３,４７４租税公課

諸 税 負 担 金 ８３,７６７支払賦課金
５,１２１分担金
１６２,３６３計
３３２,４８６減価償却費

施 設 費

４７,９３２保守修繕費
２２,２９８保険料
５３,５０９水道光熱費
９６,５７５賃借料
４,２４３消耗備品費
４,４１４車両費
３５,７７５施設管理費
５９７,２３５計
３７,５１０雑費

その他事業管理費 １０８設備借入金利息
３７,６１９計

４,２８９,３７９合　　　　　計
（注）退職給付費用のなかには確定給付企業年金掛金を含み、福利厚生費には退職給付掛金を含みます。

（単位：千円）
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（８）事業別の明細
　　ア　信用事業
　　　①貯金等

当期末残高種　　　　類
８１,２６１,８５９当 座 性 貯 金
１１０,１０９,７３０定 期 貯 金
１,１５４,２２２定 期 積 金

１９２,５２５,８１２計

　　　②貸出金

当期末残高種　　　　類
４１１,２５９手 形 貸 付 金

３２,９７７,２８５証 書 貸 付 金
８０５,０４３当 座 貸 越

３４,１９３,５８８計

（単位：千円）

（単位：千円）

　　イ．共済事業
　　　①長期共済保有高

当期末保有高
種　　　類

金　額件数
１８５,０２７,０５５１９,０２２終 身 共 済

生
命
総
合
共
済

１,０５１,２００１１２定 期 生 命 共 済
１１０,２６２,５０９１３,００６養 老 生 命 共 済
２６,５６６,３４６４,５０８　 う ち こ ど も 共 済
１０,９８１,９００１３,７３９医 療 共 済
８７４,０００３,４８０が ん 共 済
８１１,７００７４９定 期 医 療 共 済
２,２７０,４８４９９６介 護 共 済

８２生 活 障 害 共 済
３０３,０００６,９７３年 金 共 済

３０３,８３５,０７２２４,２０３建 物 更 生 共 済
６１５,４１６,９２１８２,３６２合　　　計

（単位：件、千円）

（注）１．金額は保障金額（がん共済はがん死亡共済金額、医療共済及び定期医療共済は死亡給付金額
（付加された定期特約金額等を含む。）、介護共済は一時払契約の死亡給付金額）です。

　　２．年金共済は年金共済に付加された定期特約金額です。
　　３．「生命総合共済」欄は、生命総合共済開始（平成５年度）以前に契約された養老生命、終身、年金

の各共済契約についても合算して計上しています。
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　　　②医療系共済の入院共済金額保有高

当期末保有高
種　　　類

金　額件数
９２,７０６１３,７３９医 療 共 済
２３,４８２３,４８０が ん 共 済
３,７５６７４９定 期 医 療 共 済

１１９,９４４１７,９６８合　　計

（注）金額は入院共済金額です。

（単位：件、千円）

　　　
　　　③介護共済の介護共済金額、生活障害共済の生活障害共済金額および生活障害年金年額保有高

当期末保有高
種　　　類

金　額件数
３,３１１,５１３９９６介 護 共 済
１２７,５００２８生活障害共済（一時金型）
７０,３００５４生活障害共済（定期年金型）

（注）金額は、介護共済は介護共済金額、生活障害共済は生活障害共済金額または生活障害年金年額です。

（単位：件、千円）

　　　④年金共済の年金保有高

当期末保有高
種　　　類

金　額件数
２,６４５,９１５４,７２４年 金 開 始 前
１,２８５,３１１２,２４９年 金 開 始 後
３,９３１,２２６６,９７３合　　　計

（注）金額は年金年額（利率変動型年金は最低保証年金額）です。

（単位：件、千円）

　　　⑤短期共済新契約高

掛　金金　額件数種　　　類
４１,３８９３４,８６９,２３０２,９４３火 災 共 済

１,４０８,１２０３１,６７６自 動 車 共 済
７,２２２１０７,７０８,５００２３,０５６傷 害 共 済
３３８,０００２定額定期生命共済

１,２９２５０３賠 償 責 任 共 済
２８２,５５３１１,６７５自 賠 責 共 済
１,７４０,６１１６９,８５５合　　　計

（注）金額は保障金額です。

（単位：件、千円）
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　　ウ　購買事業

当期購買品供給高種　　類
１,１１０,０２５肥 料

生　
　

産　
　

資　
　

材

１,００１,８４３農 薬
１０８,８４５飼 料
８７,１３８施 設
３１,６６２米 麦 資 材
５８０,０２９出 荷 包 装 資 材
６８７,４５０園 芸 資 材
１４３,８６０畜 産 資 材 ・ 素 畜
２７３,４２１種 苗
１６１施 設 資 材

４,０２４,４３６計
３８,０２７衣 料 品

生　
　

活　
　

物　
　

資

４４,４１２日 用 雑 貨
１２４,９７７耐 久 財
９５,３２１そ の 他 生 活
６８０,７９０葬 祭
７,０９７青 果
１０６,９６９一 般 食 品食　

品
３６７,１８６食 材
１,２２９米
１９,５７３直 売 所

１,４８５,５８５計
５,５１０,０２２合　　計

（単位：千円）
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　　エ　販売事業
　　　①受託販売品取扱実績 （単位：千円）

（注）米、麦、豆・雑穀の取扱高は、税込金額としています。

当期販売品取扱高種　　類
５,５２１,０８５米
２５８,７２１麦
４６,８５７豆 ・ 雑 穀

１０,７６９,９５１野 菜
６５６,１８６果 実
４５８,４１２花 き ・ 花 木
２６７,８２１畜 産 物
２７,０３６林 産 物
１８３,８０７そ の 他

１８,１８９,８８１合　　計

　　　②買取販売品取扱実績 （単位：千円）
当期買取販売品取扱高（販売高）種　類

６,８９０,２５４野菜等

　　オ．保管事業 （単位：千円）

金　　額項　　目
９８,３５５保 管 料

収　益 １０,４６３荷 役 料
５,３５７そ の 他 収 益
１１４,１７６計（Ａ）
６６,６０７その他費用（Ｂ）費　用
４７,５６９事業総利益 （Ａ）−（Ｂ）

　　カ．指導事業 （単位：千円）

金　　額項　　目
４,５５８指 導 補 助 金

収　益 ２４,０５７実 費 収 入
２８,６１６計（Ａ）
７７,１４６営 農 改 善 費

費　用
５,９３７生 活 文 化 費
４,５１８農 政 情 報 費
５１,１８３組 織 活 動 費
１３８,７８６計（Ｂ）
△１１０,１７０収支差額 （Ａ）−（Ｂ）
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（９）その他の重要な事項
　　　該当する事項はありません。

　　キ．その他事業
　　　①利用事業 （単位：千円）

金　　額項　　目
３６３,４３６共同乾燥施設収益

収　益

２８８,０２８選 果 場 収 益
２７３機 械 利 用 収 益

１８,００４育 苗 施 設 収 益
１５０,７７８そ の 他 利 用 収 益
８２０,５２０計（Ａ）
２７５,６９６共同乾燥施設費用

費　用

２６６,５９３選 果 場 費 用
２４機 械 利 用 費 用

１６,９５７育 苗 施 設 費 用
１２５,３７９そ の 他 利 用 費 用
６８４,６５０計（Ｂ）
１３５,８７０事業総利益 （Ａ）−（Ｂ）

　　　②加工事業 （単位：千円）
金　　額項　　目

１０,５１３加 工 収 益 （ Ａ ）収　益
８,３３０加 工 費 用 （ Ｂ ）費　用
２,１８２事業総利益 （Ａ）−（Ｂ）

　　　③開発事業 （単位：千円）

金　　額項　　目
２,６４０宅地等供給手数料

収　益 ２０,９４６宅地等供給雑収入
２３,５８６計（Ａ）
１５,８０６宅地等供給雑費（Ｂ）費　用
７,７８０事業総利益 （Ａ）−（Ｂ）

　　　④福祉事業 （単位：千円）

金　　額項　　目
３９,７０８訪 問 介 護 収 益

収　益
４２０,３３５通 所 介 護 収 益
４１,９３４用 具 貸 与 収 益
１２５,６２０居 宅 支 援 収 益
６２７,５９８計（Ａ）
２５,８３０訪 問 介 護 費 用

費　用
２０２,７５４通 所 介 護 費 用
２６,３４９用 具 貸 与 費 用
３４,１５６居 宅 支 援 費 用
２８９,０９１計（Ｂ）
３３８,５０７事業総利益  （Ａ）−（Ｂ）
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２． 事 業 報 告 の 附 属 明 細 書

（１）役員に対する報酬等

総代会で定められた報酬等限度額当期中の報酬等支払額区　　　分

６２,３８９６１,２２５理　　　事
１５,７９０１５,７７４監　　　事
７８,１７９７６,９９９合　　　計

（３）その他の重要な事項
　　　該当する事項はありません。

（単位：千円）

（２）役員等の兼職等

兼職等先での役職名兼職先名又は兼業事業名氏　名
区　分

代表権
の有無

常勤・非
常勤の別役職名

監事栃木県農業協同組合中央会

黒崎　宣芳有常勤代表理事組合長

総代農林中央金庫
運営委員全国農業協同組合連合会栃木県本部
理事（社）とちぎ農産物マーケティング協会
副理事長公益財団法人芳賀町農業公社
代表取締役会長はが野サービス株式会社
取締役　等株式会社ＪＡエルサポート　他１２団体
代表取締役社長はが野サービス株式会社

国府田厚志〃〃代表理事専務

代表取締役会長株式会社未来ちゃんファーム
副理事長公益財団法人真岡市農業公社
委員ＪＡバンク栃木運営協議会専門委員会
専門委員全国いちごサミットｉｎ真岡実行委員会専門部会
理事（公社）栃木県米麦改良協会
経済事業委員全国農業協同組合連合会栃木県本部

藤島　光一無〃常務理事
委員ＪＡ観光推進運営委員
取締役はが野サービス株式会社
会長農業教育推進協議会
委員ＪＡバンク栃木運営協議会専門委員会

飯野　裕司〃〃常務理事
委員ＪＡ共済事業推進協議会・推進委員会
副会長真岡税務署管内納税貯蓄組合連合会
委員真岡市都市計画審議会
監査役はが野サービス株式会社

磯　伸一―〃常勤監事
監査役株式会社未来ちゃんファーム
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Ⅵ　平成３０年度剰余金処分案
　

合　計金　　　額科　　　目

５７３,７８３,４２６１．当期未処分剰余金

３５６,４２５,５１５２．剰余金処分額

１５０,０００,０００　（１）利益準備金

１４３,８５４,０９７　（２）任意積立金

（３０,０００,０００）信 用 事 業 基 盤 整 備 強 化 積 立 金

（５０,０００,０００）営 農 施 設 設 置 及 び 運 営 積 立 金

（６,５１９,７５７）事 業 体 制 再 編 整 備 運 営 積 立 金

（５７,３３４,３４０）税 効 果 調 整 積 立 金

（△６２０,０００,０００）農 林 年 金 対 策 積 立 金　（ 廃 止 ）

（６２０,０００,０００）経 営 安 定 化 積 立 金　 　（ 新 設 ）

６２,５７１,４１８（３）出資配当金

２１７,３５７,９１１３．次期繰越剰余金

（令和元年５月２９日）

（注）１．出資配当金は年１．７％の割合です。
２．任意積立金である目的積立金の積立目的、積立目標、積立基準及び取崩基準は、
附属明細書に記載しております。

３．次期繰越剰余金には、営農指導、生活・文化改善事業の費用に充てるための繰越
額３０,０００,０００円が含まれています。

（単位：円）
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農協法第３６条第８項に基づいた提出資料
（本報告書は謄本に相違ありません）全国農業協同組合中央会監査報告書

●監査報告書●

独立監査人の監査報告書
平成３１年４月２５日

はが野農業協同組合
理　事　会　御　中

全国農業協同組合中央会　  　　　　　

監査委員長　大　森　一　幸　印
　本会は、農業協同組合法等の一部を改正する等の法律（平成２７年法律第６３号）附則第７条の規
定によりなお従前の例によるものとされた改正前の法第３７条の２第１項の規定に基づき、はが野
農業協同組合の平成３０年３月１日から平成３１年２月２８日までの平成３０事業年度の農業協同組合法
第３６条第２項に定める書類、すなわち事業報告、貸借対照表、損益計算書、剰余金処分案及び注
記表並びに附属明細書について監査を行った。

決算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、法令及び我が国において一般に公正妥当と認められる会計の慣行に準拠して
決算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない決算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。

監査人の責任
　本会の責任は、本会が実施した監査に基づいて、独立の立場から決算書類に対する意見を表明
することにある。本会は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に基づいて定
めた「農業協同組合中央会監査基準」に準拠して監査を行った。監査の基準は、本会に決算書類
に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これ
に基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、決算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、本会の判断により、不正又は誤謬による決算書類の重要な虚偽表示のリスクの
評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた
めのものではないが、本会は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、決算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経
営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全
体としての決算書類の表示を検討することが含まれる。
　本会は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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●監査報告書●

監査意見
　監査の結果、本会の意見は次のとおりである。
（１）貸借対照表、損益計算書及び注記表並びにその附属明細書は、法令及び我が国において一

般に公正妥当と認められる会計の慣行に準拠して、当該決算書類に係る期間の財産及び損
益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

（２）剰余金処分案は、法令及び定款に適合しているものと認める。
（３）事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い組合の状況を正しく示しているもの

と認める。

利害関係
　組合と監査に従事した監査士との間には、全国農業協同組合中央会監査規程の規定により記載
すべき利害関係はない。

以　上
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農協法第３６条第８項に基づいた提出資料
（本報告書は謄本に相違ありません）監査報告書

監 査 報 告 書
　私たち監事は、平成３０年３月１日から平成３１年２月２８日までの平成３０年度の理事の職務の執行
を監査しました。その結果につき以下のとおり報告いたします。

１　監査の方法及びその内容
　監事は、当組合の監事監査規程に準拠し、監査の方針、監査計画、監査の方法、監査業務の分
担等を定め、理事、内部監査部門その他使用人及びその他監事が適切に職務を遂行するに当たり
必要と判断した者等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、理
事会その他重要な会議に出席し、理事等からその職務の執行状況について報告を聴取し、必要に
応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本店及び主要な事業所において業務及び財産の
状況を調査しました。子会社については、子会社の取締役、監査役及びその他使用人等と意思疎
通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
　さらに、全国農業協同組合中央会から「独立性に関する事項その他監査に関する法令及び規程
の遵守に関する事項」及び「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制に関するそ
の他の事項」（旧農協法施行規則第１５１条）について通知及びその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、全国農業協同組合中央会が独立の立場を保持し、かつ、適正な
監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、監査報告の内容の通知を受け、必要に応じ
説明を求めました。
　以上の方法に基づき、事業報告、貸借対照表、損益計算書、注記表、剰余金処分案及び附属明
細書について検討いたしました。

２　監査の結果
（１）全国農業協同組合中央会の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（２）剰余金処分案は、組合財産の状況その他の事情に照らして指摘すべき事項は認められま

せん。
（３）理事の職務遂行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。
（４）全国農業協同組合中央会の職務の遂行が適正に実施されることを確保するための体制に

関し指摘すべき事項は認められません。

平成３１年４月２６日　　　　　　　
はが野農業協同組合　　　　　　

代表監事　　渡辺　　栄　　㊞
常勤監事　　磯　　伸一　　㊞
監　　事　　上野　幸政　　㊞
監　　事　　床井　　剛　　㊞
監　　事　　谷中　和一　　㊞
監　　事　　藤平　元一　　㊞
監　　事　　江間田信一　　㊞
監　　事　　高橋　久夫　　㊞

監査従事延べ人員監　査　対　象監　査　期　日 計補助員監事
９－９随時監査（全部門）平成３０年７月３０日～８月１０日（９日間）
１６８８棚卸監査（現金、購買品）平成３０年８月３１日（１日間）
９５２３７２上期定期監査（業務、会計）平成３０年１０月１日～１０月２９日（１０日間）
７－７随時監査（支店、センター）平成３０年１２月１１日～１２月２１日（７日間）
７－７随時監査（支店）平成３１年２月４日～２月１８日（７日間）
１７８９棚卸監査（現金、購買品）平成３１年２月２８日（１日間）
１０５２４８１下期定期監査（業務、会計）平成３１年４月２日～４月２６日（１２日間）

（参考）監査の実施状況

●監査報告書●

（注）監事　高橋　久夫は農協法第３０条第１４項に定める員外監事であります。
以　上
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● 参 考 ●
農協法第３７条第１項に基づいた提出資料

１．部門別損益計算書

（参考１）部門別損益計算書
平成３０年３月１日から平成３１年２月２８日まで

（単位：千円）

営農指導事業生活その他事業農業関連事業共済事業信用事業合　　計区　　分

２８,６１６２,１４５,７２８１２,８４５,７７６１,３４０,８１１１,６８６,４５５１８,０４７,３８８①事 業 収 益

１３８,７８６１,７１６,６５８１１,１５４,８２５９１,８０２２９７,２７５１３,３９９,３４９②事 業 費 用

△１１０,１７０４２９,０６９１,６９０,９５１１,２４９,００８１,３８９,１８０４,６４８,０３９③事 業 総 利 益
（ ① － ② ）

３４３,２７０６３７,９６０１,４５７,５０７８９１,２４７９５９,３９３４,２８９,３７９④事 業 管 理 費

（３,８９４）（２７,８５０）（２３９,１５１）（２７,２２１）（３４,３６８）（３３２,４８６）⑤（うち減価償却費）

（２９４,３９２）（５２３,５３５）（９５０,２８１）（７３８,２２８）（６９７,６２５）（３,２０４,０６３）⑤’（うち人件費）

（６４,０２５）（１１９,２４４）（２７２,１０２）（１６６,４６２）（１７８,４６７）⑥うち共通管理費

（２,１３０）（３,９６８）（９,０５４）（５,５３９）（５,９３８）⑦（うち減価償却費）

（２２,７０６）（４２,２９０）（９６,５０２）（５９,０３６）（６３,２９４）⑦’（うち人件費）

△４５３,４４０△２０８,８９０２３３,４４３３５７,７６１４２９,７８６３５８,６６０⑧事 業 利 益
（ ③ － ④ ）

２１,８３８４０,６７４９２,８１３５６,７８０６０,８７４２７２,９８１⑨事 業 外 収 益

２１,８３８４０,６７４９２,８１３５６,７８０６０,８７４⑩うち共通分

４,０１４７,４７７１７,０６２１０,４３８１１,１９０５０,１８３⑪事 業 外 費 用

４,０１４７,４７７１７,０６２１０,４３８１１,１９０⑫うち共通分

△４３５,６１６△１７５,６９３３０９,１９４４０４,１０２４７９,４４０５８１,４５７⑬経 常 利 益
（⑧＋⑨－⑪）

４,５６６８,５０５１９,４０９１１,８７３１２,７３０５７,０８５⑭特 別 利 益

４,５６６８,５０５１９,４０９１１,８７３１２,７３０⑮うち共通分

１５,１００２８,１２４６４,１７７３９,２６１４２,０９２１８８,７５６⑯特 別 損 失

１５,１００２８,１２４６４,１７７３９,２６１４２,０９２⑰うち共通分

△４４６,１５０△１９５,３１２２６４,４２６３７６,７１５４５０,１０７４４９,７８６⑱税引前当期利益
（⑬＋⑭－⑯）

△４４６,１５０３９,７０７１５８,８２９１１７,３３７１３０,２７５⑲営農指導事業分配賦額

△２３５,０１９１０５,５９７２５９,３７７３１９,８３１４４９,７８６⑳
営農指導事業分配賦後
税 引 前 当 期 利 益
（ ⑱ － ⑲ ）

共通管理費等

（△８００,３００）

（△２６,６３２）

（△２８３,８３０）

△２７２,９８１

△５０,１８３

△５７,０８５

△１８８,７５６
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（注）１．共通管理費等及び営農指導事業の他部門への配賦基準等
　　　（１）共通管理費等
　　　　　　事業管理費割合による配賦
　　　（２）営農指導事業
　　　　　　事業総利益割合による配賦

（注）２．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦の割合）
（単位：％）

２．予算統制の状況
（単位：千円）

３．専属事業損益の内訳
（単位：千円）

４．部門別の資産
（単位：千円）

（注）共通資産の他部門への配賦基準
　　　事業別の資産割合による配賦

計営農指導事業生活その他事業農業関連事業共済事業信用事業区　　分

１００８.０１４.９３４.０２０.８２２.３共 通 管 理 費 等

１００８.９３５.６２６.３２９.２営 農 指 導 事 業

差引c-d決算額d修正後予算額c修正額当初予算額区　　分

１７１,９６１４,２８９,３７９４,４６１,３４１－４,４６１,３４１事業管理費

△１,４７７２８,０６６２６,５８９－２６,５８９収入a
営農指
導事業 ３３,８９８１３２,８４８１６６,７４７－１６６,７４７支出b

△３５,３７５△１０４,７８２△１４０,１５８－△１４０,１５８差引a-b

営農指導事業生活その他事業農業関連事業共済事業信用事業区　　分

△４３５,６１６△１７５,６９３３０９,１９４４０４,１０２４７９,４７０経常利益a
（⑬）

１,７６４２３,８８２２３０,０９６２１,６８１２８,４２９減価償却費b
（⑤-⑦）

４６,２００８６,０４７１９６,３５１１２０,１２０１２８,７８３共通管理費等c
（⑥-⑩+⑫）

△３８７,６５１△６５,７６３７３５,６４２５４５,９０５６３６,６８２専属事業損益
a+b+c

共通資産経済事業共済事業信用事業合　　計区　　分

１７,１０８,３０８１,９８６,６６６４,０７７１９７,２７５,５５５２１６,３７４,６０７事 業 別 の 総 資 産

２,１５７,２３４４,４２７２１４,２１２,９４４２１６,３７４,６０７総資産（共通資産配賦後）
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（参考２）子会社の財産及び損益の状況

① はが野サービス株式会社機構図（平成３１年２月２８日現在）

株 主 総 会

取 締 役 会

代表取締役会長

代表取締役社長

統 括 所 長

監
査
役

オ
ー
ト
パ
ル
真
岡

オ
ー
ト
パ
ル
芳
賀

庶　
　
　
　
　

務

販　

売　

係

車
検
・
整
備
係

フ
ロ
ン
ト
係

販　

売　

係

車
検
・
整
備
係

フ
ロ
ン
ト
係

②　事業活動報告
　　○　「安心・信頼・満足」を合言葉に、顧客満足の向上に努めました。

③　供給実績
（単位：千円）

３０年３月～３１年２月２９年３月～３０年２月区　　　　　分

４６９,４１８４２１,４９４自動車事業

○　はが野サービス株式会社
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④　子会社の財産及び損益の状況
　　　貸借対照表
　　　平成３１年２月２８日現在

（単位：千円）

負　債　及　び　純　資　産資　　　　　　　産
金　額科　　　目金　額科　　　目

負 債 の 部資 産 の 部
流 動 負 債流 動 資 産

２４,２６９購 買 未 払 金３６７現 金
１４未 払 金２６９,４５３預 金

２,４１７未 払 費 用２３,２６６購 買 未 収 金
２,３６３仮 受 金１６,９００繰 越 購 買 品
９４７未 払 法 人 税 等９７立 替 金
２,３７１未 払 消 費 税１９８仮 払 金
８,００６賞 与 引 当 金４６商 品 券
０預貯金決済勘定８０８未 収 収 益

４０,３８８流 動 負 債 合 計１７８差 入 保 証 金
△４,０１８貸 倒 引 当 金

固 定 負 債３０７,２９８流 動 資 産 合 計
２４,８９８退職給付引当金固 定 資 産
２４,８９８固 定 負 債 合 計４０,１９５（有形固定資産）

２,４８４建 物 付 属 設 備
純 資 産 の 部８４２構 築 物

５０,０００資 本 金１６,４８４機 械
２２,０００利 益 準 備 金１３,６４８車 輌 運 搬 具
１４,３０１税効果調整積立金３,５３０器 具 備 品
８８,６０２施設設置及び廃止積立金３,２０５一 括 償 却 資 産
９４,８８６繰越利益剰余金△３０,６５９減価償却累計額
２１９,７９０利益剰余金合計３,６３８無 形 固 定 資 産
２６９,７９０株主資本合計２７,７７９固 定 資 産 合 計

３０４出資金・長期前払費用
２６９,７９０純 資 産 合 計１４,３０１繰 延 税 金 資 産
３３５,０７８負債・純資産合計３３５,０７８資 産 合 計
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損益計算書
自　平成３０年３月１日
至　平成３１年２月２８日

（単位：千円）

合　　　　計金　　　　額科　　　　　　　目
５７５,６０３売上高

４６９,４１８供給高
９６,１７３手数料
１０,０１１事業雑収入

４２９,５６６売上原価
４１０,２７９供給原価
２０,７２８事業直接費
△１,４４２貸倒引当金戻入益

１４６,０３７売上総利益
１２２,５９９販売費及び一般管理費

１０９,７１４人件費
３旅費

１,４７９業務費
１,０５９諸税負担金
６,９８７施設費
３,３３０減価償却費
２４雑費

２３,４３７営業利益
２０１営業外収益

１５受取利息
２受取配当金
１８３雑収入

１０営業外費用
１０寄付金

２３,６２９経常利益
２３,６２９税引前当期利益

２,０９８法人税・住民税及び事業税
４,２１３法人税等調整額

１７,３１６当期利益金
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【注記事項】

１．重要な会計方針
（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　棚卸資産の評価基準及び評価方法は次の方法により評価しています。
　　　・棚卸資産・・・・売価還元法による原価法（収益性の低下による簿価引き下げの方法）
（２）固定資産の減価償却の方法
　　　有形固定資産並びに無形固定資産は税法基準により償却しています。
（３）引当金の計上基準

①貸倒引当金
　貸倒引当金は決算手続要領に基づく必要相当額を計上しています。
②賞与引当金
　社員賞与の支給に備えるため、次期支給の賞与見積額のうち当期に属する期間対応分を
計上しています。
③退職給付引当金
　将来の退職給付債務支給額のうち、当期までに発生していると認められる額を基準とし
て計上しています。

（４）その他の重要な会計方針
①消費税等の会計処理の方法
　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。
②端数処理
　　千円未満の端数は切り捨てて表示しています。

２．貸借対照表又は損益計算書の注記事項
（１）貸借対照表項目

①支配株主に対する金銭債権・債務
　　ＪＡに対する金銭債権の総額 ２７１,８８２千円
　　ＪＡに対する金銭債務の総額 ７千円
②取締役又は監査役に対する金銭債権・債務
　　取締役及び監査役に対する金銭債権の総額 －　千円
　　取締役及び監査役に対する金銭債務の総額 －　千円

３．株主資本変動計算書に関する注記
（１）発行済株式の種類及び株式数に関する事項

備　考当期末株式数当期首株式数発行済株式

１,０００１,０００普通株式

１,０００１,０００合　　計
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⑤　株主資本等変動計算書
（単位：千円）

純資産
合　計

株　　主　　資　　本

株主資本
合　計

利　益　剰　余　金

資本金 利　益
剰余金
合　計

その他利益剰余金
利　益
準備金 繰越利益

剰余金
施設設置・
廃止積立金

税効果調整
積立金

２５３,４７３２５３,４７３２０３,４７３１２７,６５８３８,６０２１５,２１２２２,０００５０,０００当 期 首 残 高

△１,０００△１,０００△１,０００△１,０００剰 余 金 の 配 当

株
主
資
本

当
期
変
動
額

剰余金の配当に伴う
利益準備金の積立

１７,３１６１７,３１６１７,３１６１７,３１６当 期 純 利 益

△５３,３０２５０,０００３,３０２任意積立金の積立

４,２１３△４,２１３任意積立金の取崩

株主資本以外（純額）

１６,３１６１６,３１６１６,３１６△３２,７７２５０,０００△９１１当 期 変 動 額 合 計

２６９,７９０２６９,７９０２１９,７９０９４,８８６８８,６０２１４,３０１２２,０００５０,０００当 期 末 残 高
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⑥　令和元年度事業収支計画
自　平成３１年３月１日
至　令和２年２月２９日

（単位：千円）

合　　　　計金　　　　額科　　　　　　　目
５００,９５０売上高

３９５,３９６供給高
９８,９６９手数料
６,５８５事業雑収入

３６２,６５１売上原価
３４２,３５１供給原価
２０,３００事業直接費

１３８,２９９売上総利益
１２５,８２１販売費及び一般管理費

１１１,５６２人件費
４旅費

１,５３０業務費
１,０７９諸税負担金
７,０４８施設費
４,４１３減価償却費
１８５雑費

１２,４７８営業利益
１２,４７８経常利益
１２,４７８税引前当期純利益
２,０９８法人税、住民税及び事業税
１０,３８０当期純利益
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①　平成３０年度株式会社未来ちゃんファーム機構図（平成３１年２月２８日現在）

株 主 総 会

取 締 役 会

取締役会長

代表取締役社長

取　締　役

監　

査　

役

②　事業活動報告
　○　農地を賃借し農産物の生産販売に努めました。

③　販売実績
（単位：千円）

３０年３月～３１年２月２９年３月～３０年２月区　　　　　分

４１,８５４５５,７８２農産物の販売・農作業受託

○　未来ちゃんファーム株式会社
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④　子会社の財産及び損益の状況
　　　　　　貸借対照表　
平成３１年２月２８日現在

（単位：千円）

負　債　及　び　純　資　産資　　　　　　　産
金　額科　　　目金　額科　　　目

負 債 の 部資 産 の 部
流 動 負 債流 動 資 産

３,９６３買 掛 金６６８預 金
１,５７６未 払 金３,４８６繰 越 購 買 品
２２０預 り 金３３７仮 払 金
２０９未 払 法 人 税 等１,５５１未 収 金
５,９７０流 動 負 債 合 計６,３１１流 動 資 産 合 計

固 定 負 債固 定 資 産
２,１４２長 期 借 入 金（有形固定資産）
２,９６０長 期 未 払 金２３７建 物
５,１０２固 定 負 債 合 計９,２１２機 械 装 置

２８０車 両 運 搬 具
純 資 産 の 部６４７器 具 備 品

３０,０００株 式 資 本１０,３７８有形固定資産合計
△２３,７１１繰越利益剰余金５０出 資 金
△２３,７１１利益剰余金合計８８９保 険 積 立 金
６,２８８株主資本合計
６,２８８純 資 産 合 計１１,３１７固 定 資 産 合 計
１７,３６１負債・純資産合計１７,３６１資 産 合 計
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損益計算書
自　平成３０年３月１日
至　平成３１年２月２８日

（単位：千円）

合　　　　計金　　　　額科　　　　　　　目
４１,８５４売上高

３７,５０５売上高
４,３４８事業雑収入

４４,５６７売上原価
４４,５６７売上原価

△２,７１３売上総利益
１１,５５０販売費及び一般管理費

９,９１８人件費
１,１１８業務費
２８１諸税負担金
２３２雑費

△１４,２６４営業利益
１３,１４６営業外収益

１１,８９９作付助成収入
０受取利息
１受取配当金
４３１奨励金
８１５雑収入

１２営業外費用
△１,１３０経常利益
△１,１３０税引前当期利益
２０９法人税・住民税及び事業税

△２３,７１１当期利益金



７６

● 参 考 ●

【注記事項】
１．　重要な会計方針に関する注記
（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　棚卸資産の評価基準及び評価方法は次の方法により評価しています。
　　　・棚卸資産・・・最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価引き下げの方法）
（２）固定資産の減価償却の方法
　　　該当する事項はありません。
（３）引当金の計上基準
　　　該当する事項はありません。
（４）その他の重要な会計方針

①消費税等の会計処理の方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。
②端数処理
　千円未満の端数は切り捨てて表示しています。

２．貸借対照表又は損益計算書の注記事項
（１）貸借対照表項目

①支配株主に対する金銭債権・債務
　　ＪＡに対する金銭債権の総額 ４,６７２千円
　　ＪＡに対する金銭債務の総額 ６６８千円
②取締役又は監査役に対する金銭債権・債務
　　取締役及び監査役に対する金銭債権の総額 －　千円
　　取締役及び監査役に対する金銭債務の総額 －　千円

３．株主資本変動計算書に関する注記
（１）発行済株式の種類及び株式数に関する事項

備　考当期末株式数当期首株式数発行済株式

６００６００普通株式

６００６００合　　計



７７
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● 参 考 ●

⑤　株主資本等変動計算書
（単位：千円）

純資産
合　計

株　　主　　資　　本

株主資本
合　計

利　益　剰　余　金

資本金 利　益
剰余金
合　計

その他利益剰余金
利　益
準備金 繰越利益

剰余金
施設設置・
廃止積立金

税効果調整
積立金

７,６２８７,６２８△２２,３７１△２２,３７１３０,０００当 期 首 残 高

△１,３４０△１,３４０△１,３４０△１,３４０当期純利益株主資本

△１,３４０△１,３４０△１,３４０△１,３４０当 期 変 動 額 合 計

６,２８８６,２８８△２３,７１１△２３,７１１３０,０００当 期 末 残 高



７８

● 参 考 ●

⑥　令和元年度事業収支計画
自　平成３１年３月１日
至　令和２年２月２９日

（単位：千円）

合　　　　計金　　　　額科　　　　　　　目
４７,０５１売上高

４３,３９１売上高
４,１１０事業雑収入

４３,１５８売上原価
４３,１５８売上原価

４,３４２売上総利益
１４,１３０販売費及び一般管理費

１１,０００人件費
１,１８０業務費
１,７００諸税負担金
２５０雑費

△９,７８７営業利益
１１,６７５営業外収益

１１,６７５作付助成収入
１,８８７経常利益
１,８８７税引前当期純利益
５７５法人税、住民税及び事業税
１,３１２当期純利益
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● 参 考 ●

（参考３）特別会計
労働保険料特別会計報告書
（平成３０年３月１日から平成３１年２月２８日）

１３４件１,１８７,４９３円納 付 済 保 険 料（A）
―件―円過 払 保 険 料（B）
―件―円不 足 保 険 料（C）
―件―円滞 納 保 険 料（D）

（Ａ－Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）１,１８７,４９３円本年度概算・確定保険料
―件―円還 付 金
―件―円納 付 追 徴 金
―件―円納 付 延 滞 金





第 号議案号議案第 号議案222

８１

第
２
号
議
案

目的積立金の廃止及び創設について
１．農林年金対策積立金の廃止
　「農林年金対策積立金」は、特例業務負担金額の一括費用処理に充てることを目
的として積み立てていたが、根拠法である「厚生年金保険制度及び農林漁業団体
職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する
等の法律」の改正法案が平成３０年５月に成立・交付され、特例業務負担金の一括
費用処理が行われないこととなったため、「農林年金対策積立金」（既積立額　６
億２千万円）を廃止し、全額を取り崩す。

２．経営安定化積立金の創設
　以下の内容により「経営安定化積立金」を創設する。
　なお、上記で廃止した農林年金対策積立金（既積立額　６億２千万円）を積立
財源とする。

　（１）積立目的
　大規模災害、債権の引当・償却、固定資産の減損処理、一時的な拠出に伴
う剰余金の減少に対応し、必要な財務基盤を確立するため、本積立を実施す
る。

　（２）積立目標額
　１０億円

　（３）積立期間
　令和元年度から

　（４）取崩基準
　次の事項が生じたときは、理事会の決議により取り崩すことができる。
　①大規模災害等による被害が発生した場合の事業継続のために施設復旧等
に要する費用
　②不良債権の引当・償却、及び固定資産等の資産の減損処理等による費用
　③一時的な拠出等による費用
　④会計基準変更による影響額
　⑤その他、経営安定に重大な影響を及ぼす費用



第 号議案33
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第
３
号
議
案

定款の一部変更について
　ＪＡバンク基本方針の変更等をふまえ、定款の一部を変更する。
　主な変更点は以下のとおり。

（１）休眠預金等活用法施行に伴う事業の追加
　　　休眠預金等活用法施行に伴い、事業の追加を行う。

（２）余裕金の運用基準関係
　ＪＡバンク基本方針における農林中央金庫の預入義務の見直しがされたこ
とから、余裕金の運用に関する規定の変更を行う。

（３）内部統制システム基本方針関係
　業務の適正を確保するために必要な体制（内部統制システム等）は、ＪＡ
の理事会決議事項とすべき事項であることから、理事会決議事項として位置
付ける。

（４）監事監査規程関係
　監事監査に関する体制の増強や他での不祥事事例の発生時等、監事監査規
程の内容の充実に向けた変更を、機を捉えて行えるようにするため、所要の
修正を行う。

附帯決議
　第２号議案の認可申請に際し、行政庁から字句の修正等の指示があるときは、
これに対する措置を組合長に一任する。



８４

　
新旧対照表

現　行変　更　後
（事業）
第７条　この組合は、組合員のために次に掲げる
事業を行う。

　１～２９　（略）
　３０　農林中央金庫その他信用事業規程に定める

者の業務の代理又は媒介（信用事業規程に定
める者に限る）

　３１～３４　（略）

第５章　役職員
（監事の職務）
第３３条　監事は、理事の職務の執行を監査する。
②～⑭　（略）
⑮　監査の実施その他監事に関する事項は、監事
監査規程として監事がこれを作成し、理事会に
報告するものとする。

第５章の２　会計監査人
（略）

（監事に対する報告）
第３６条の６　会計監査人は、その職務を行うに際
して理事の職務の執行に関し不正の行為又は法
令若しくは定款に違反する重大な事実があるこ
とを発見したときには、遅滞なく、これを監事
に報告しなければならない。

（略）

第６章　総会
（略）

（緊急議案）
第４２条　総会では、第３８条の規定によりあらかじ
め通知した事項に限って決議するものとする。
ただし、第３９条第１項第９号から第１４号まで、
第１６号及び第４５条に規定する事項並びに役員の
選任（第３０条及び法第９５条第２項の規定による
改選を除く。）を除き、緊急を要する事項につい
てはこの限りでない。

（略）

第８章　理事会
（略）

（理事会の決議事項）
第５５条　次に掲げる事項は、理事会においてこれ
を決する。
　１　業務を執行するための方針に関する事項

（事業）
第７条　この組合は、組合員のために次に掲げる
事業を行う。

　１～２９　（略）
　３０　農林中央金庫その他信用事業規程に定める

者の業務の代理（信用事業規程に定めるもの
に限る）

　３１～３４　（略）

第５章　役職員
（監事の職務）
第３３条　監事は、理事の職務の執行を監査する。
②～⑭　（略）
⑮　監査の実施その他監事に関する事項は、監事
監査規程として監事がこれを作成し、総会の承
認を受けるものとする。

第５章の２　会計監査人
（略）

（監事に対する報告）
第３６条の６　会計監査人は、その職務を行うに際
して理事の職務の執行に関し不正の行為又は法
令若しくは定款に違反する重大な事案があるこ
とを発見したときには、遅滞なく、これを監事
に報告しなければならない。

（略）

第６章　総会
（略）

（緊急議案）
第４２条　総会では、第３８条の規定によりあらかじ
め通知した事項に限って決議するものとする。
ただし、第３９条第１項第９号から第１４号まで
（追加）及び第４５条に規定する事項並びに役員
の選任（第３０条及び法第９５条第２項の規定によ
る改選を除く。）を除き、緊急を要する事項につ
いてはこの限りでない。

（略）

第８章　理事会
（略）

（理事会の決議事項）
第５５条　次に掲げる事項は、理事会においてこれ
を決する。

　１　業務を執行するための方針に関する事項



８５

現　行変　更　後

　１の２　業務の適正を確保するために必要な体
制の整備に関する事項

２～２６　（略）
②～④　（略）

（略）

第９章　会　計
（略）

（余裕金の運用）
第６０条　この組合の余裕金は、次に掲げる方法に
よるほか、これを運用することができない。

１～９　（略）
②～③　（略）
④　この組合が第１項第１号の規定により農林中
央金庫への預け金に運用する（削る）総額は、
この組合の受入れに係る貯金及び定期積金の合
計額の２分の１を下ってはならない。

⑤　前各項に定めるもののほか、この組合の余裕
金の運用は、余裕金運用規程の定めるところに
よるものとする。

（略）

（配当）
第６６条　この組合の剰余金の処分に当たっては、
経営の健全性の確保や事業の成長発展を図るた
めの投資に資する内部留保を優先するものとし、
組合員に対して剰余金の配当を行う場合には、
次項から第５項までに定めるところによる。
②　組合員のこの組合の事業の利用分量に応じて
する配当は、毎事業年度の剰余金の範囲内にお
いて当該事業年度において取り扱った物の数量、
価額その他事業の分量を参酌して組合員の事業
の利用分量に応じてこれを計算する。
③　この組合の出資額に応じてする配当は、毎事
業年度の終わりにおける組合員の払込済出資額
に応じてこれを計算する。
④　前２項の配当は、その事業年度の剰余金処分
案の決議をする総会の日において組合員である
者について行うものとする。
⑤　（略）

（以下略）

　（新設）

２～２６　（略）
②～④　（略）

（略）

第９章　会計
（略）

（余裕金の運用）
第６０条　この組合の余裕金は、次に掲げる方法に
よるほか、これを運用することができない。

　１～９　（略）
②～③　（略）
④　この組合が第１項第１号の規定により農林中
央金庫への預け金に運用する余裕金の総額は、
この組合の余裕金総額の２分の１を下ってはな
らない。

⑤　前各項に定めるもののほか、この組合の余裕
金の運用は、余裕金運用規程の定めるところに
よるものとする。

（略）

（配当）
第６６条　この組合の剰余金の処分に当たっては、
経営の健全性の確保や事業の成長発展を図るた
めの投資に資する内部留保を優先するものとし、
組合員に対して剰余金の配当を行う場合には、
次項から第５項までに定めるところによる。

②　組合員のこの組合の事業の利用分量に応じて
する配当は、毎事業年度の剰余金の範囲内にお
いて当該事業年度において取り扱った物の数量、
価額その他事業の分量を参酌して組合員の事業
の利用分量に応じてこれを行う。

③　この組合の出資額に応じてする配当は、毎事
業年度の終わりにおける組合員の払込済出資額
に応じてこれを行う。

④　前２項の配当は、その事業年度の剰余金処分
案の決議をする総会の日において組合員である
者について計算するものとする。

⑤　（略）

（以下略）

第
３
号
議
案

附　則
１．この定款の変更は、行政庁の認可を受けた日から効力を生ずる。
２．前項の規定にかかわらず、変更前の第３９条第１項第１３号、第４０条第１号、第５５条第１項第２０号及び同項第２１号に
ついては、農業協同組合法等の一部を改正する等の法律（平成２７年法律第６３号）附則第１０条に基づく存続中央会
の会員である間は、なお従前の例による。
３．第１項の規定にかかわらず、会計監査人に関する規定については、平成３１年３月１日以降最初に招集する通常
総代会の日から適用し、同日までの間は、なお従前の例による。
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444
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監事監査規程の一部変更について
　会計監査人監査への移行により事業報告等が監事監査の対象となることや、内
部統制システムが監査の対象となること等のために規程を一部変更する。主な変
更点は以下のとおり。

１．全国農協中央会の監査対象だった事業報告等は、令和元年度からの会計監査
人監査においてはその監査対象とならず、監事監査の対象となるため、規定を
追加する。

２．ＪＡの内部統制全般にかかる方針（内部統制システム基本方針）に基づき、
内部統制システムの構築・運用状況等を監事監査の対象とする規定を追加する。



８８

　
新旧対照表

現　行変　更　後

第１条～第１０条　（略）

（監事への報告に関する体制等）
第１１条　監事は、業務執行に関する重要な書類を
閲覧し、必要に応じて理事並びに職員に説明を
求めることができる。
②　監事は、次に掲げる書類等、回付を受ける書
類の種類を決定しておくことができる。

　１～４　（略）
　５　行政庁の検査及び会計監査人の監査結果
　６～７　（略）

第５章　業務監査
（理事の職務の執行の監査）
第１２条　監事は、理事の職務の執行を監査する。
②　前項の職責を果たすため、監事は、次の職務
を行わなければならない。

　１　（略）
　２　監事は、理事が内部統制システムを適切に

構築・運用しているかを監視し検証しなけれ
ばならない。

　３～４　（略）
③～⑤　（略）

第１３条～１４条　（略）

（内部統制システムに係る監査）
第１５条　監事は、代表理事及びその他の業務執行
理事によって構築される次の体制（本規程にお
いて「内部統制システム」という。）に関して、
理事は適切な監督を行っているか、監視し検証
しなければならない。
１　理事及び使用人の職務の執行が法令及び定
款に適合することを確保するための体制

２　理事の職務の執行に係る情報の保存及び管
理に関する体制

３　損失の危険の管理に関する規程その他の体
制

４　理事の職務の執行が効率的に行われること
を確保するための体制

５　次に掲げる体制その他の組合及びその子会
社等における業務の適正を確保するための体
制
⑴　子会社等の取締役等の職務の執行に係る
事項の組合への報告に関する体制

⑵　子会社等の損失の危険の管理に関する規
程その他の体制

⑶　子会社等の取締役等の職務の執行が効率
的に行われることを確保するための体制

⑷　子会社等の取締役等及び使用人の職務の

第１条～第１０条　（略）

（監事への報告に関する体制等）
第１１条　監事は、業務執行に関する重要な書類を
閲覧し、必要に応じて理事並びに職員に説明を
求めることができる。

②　監事は、次に掲げる書類等、回付を受ける書
類の種類を決定しておくことができる。

　１～４　（略）
　５　行政庁の検査及び全国中央会の監査結果
　６～７　（略）

第５章　業務監査
（理事の職務の執行の監査）
第１２条　監事は、理事の職務の執行を監査する。
②　前項の職責を果たすため、監事は、次の職務
を行わなければならない。

　１　（略）
　（新設）

　２～３　（略）
③～⑤　（略）

第１３条～１４条　（略）

（新設）



８９

現　行変　更　後

執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制

　６　財務情報その他組合情報を適正かつ適時に
開示するための体制

②　監事は、内部統制システムの構築・運用の状
況についての報告を理事に対し定期的に求める
ほか、内部監査部門等との連携及び会計監査人
からの報告等を通じて、内部統制システムの状
況を監視し検証しなければならない。

③　監事は、内部統制システムに関する監査の結
果について、理事又は理事会に報告し、必要が
あると認めるときは、理事又は理事会に対し内
部統制システムの改善を助言又は勧告する。

④　監事は、理事又は理事会が監事監査の実効性
を確保するための体制の適切な構築・運用を
怠っていると認められる場合には、理事又は理
事会に対して、速やかにその改善を助言又は勧
告しなければならない。

⑤　監事は、内部統制システムの構築・運用の状
況において理事の善管注意義務に違反する重大
な事実があると認めたときには、その旨を監査
報告に記載しなければならない。その他、組合
員に対する説明責任を果たす観点から適切と考
えられる事項があれば監査報告に記載する。

第１６条～１８条　（略）

（事業報告等の監査）
第１９条　監事は、事業年度を通じて理事の職務の
執行を監視し検証することにより、当該事業年
度に係る事業報告及びその附属明細書（本規程
において「事業報告等」という。）　が適切に記
載されているかについて監査意見を形成しなけ
ればならない。

②　監事は、各事業年度における事業報告等を受
領し、当該事業報告等が法令又は定款に従い、
組合の状況を正しく示しているかどうかを監査
しなければならない。

③　監事は、前２項を踏まえ、事業報告等が法令
又は定款に従い、組合の状況を正しく示してい
るかどうかについての意見を監査報告に記載し
なければならない。

④　事業報告等の監査に当たり、監事は、会計監
査人との連携を図らなければならない。

第６章　会計監査
第２０条～２１条　（略）

（会計方針の監査）
第２２条　監事は、会計方針（会計処理の原則及び
手続並びに表示方法その他計算書類等作成のた
めの基本となる事項をいう。以下本条において

第１５条～１７条　（略）

（新設）

第６章　会計監査
第１８条～１９条　（略）

（新設）
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現　行変　更　後

同じ。）が、組合財産の状況、計算書類等に及ぼ
す影響、適用すべき会計基準及び公正な会計慣
行等に照らして適正であるかについて、会計監
査人の意見を徴して検証しなければならない。
また、必要があると認めるときは、理事に対し
助言又は勧告する。

②　組合が会計方針を変更する場合には、監事は、
あらかじめ変更の理由及びその影響について報
告するよう理事に求め、その変更の当否につい
ての会計監査人の意見を徴し、その相当性につ
いて判断しなければならない。

第２３条　（略）

第７章　監査の方法等
（監査計画及び業務の分担）
第２４条　監事は協議により、重要性、適時性その
他必要な要素を考慮して監査方針をたて、監査
対象、監査の方法及び実施時期を適切に選定し、
内部統制システムの構築・運用の状況にも留意
のうえ、監査計画を作成する。監査計画の作成
は、監事全員による監査の実効性についての分
析・評価の結果を踏まえて行い、監査上の重要
課題については、重点監査項目として設定する。
②～⑤　（略）

（内部監査部門等との連携による組織的かつ効率
的監査）

第２５条　監事は、組合の業務及び財産の状況の調
査その他の監査職務の執行に当たり、内部監査
部門その他内部統制システムにおけるモニタリ
ング機能を所管する部署（本規程において「内
部監査部門等」という。）と緊密な連携を保ち、
組織的かつ効率的な監査を実施するよう努める。
②　監事は、内部監査部門等からその監査計画と
監査結果について定期的に報告を受け、必要に
応じて調査を求める。内部監査部門等の監査結
果を内部統制システムに係る監事監査に実効的
に活用する。

③　（略）

第２６条～３０条　（略）

（法定開示情報等に関する監査）
第３１条　監事は、業務及び財産の状況に関する説
明書類その他組合が法令の規定に従い開示を求
められる情報で組合に重大な影響のあるもの
（本条において「法定開示情報等」という。）に
重要な誤りがなくかつ内容が重大な誤解を生ぜ
しめるものでないことを確保するための体制に
ついて、本規程第１５条に定めるところに従い、
法定開示情報等の作成及び開示体制の構築・運

第２０条　（略）

第７章　監査の方法等
（監査計画及び業務の分担）
第２１条　監事は協議により、重要性、適時性その
他必要な要素を考慮して監査方針をたて、監査
対象、監査の方法及び実施時期を適切に選定し、
（追加）監査計画を作成する。監査計画の作成
は、監事全員による監査の実効性についての分
析・評価の結果を踏まえて行い、監査上の重要
課題については、重点監査項目として設定する。

②～⑤　（略）

（内部監査部門等との連携による組織的かつ効率
的監査）

第２２条　監事は、組合の業務及び財産の状況の調
査その他の監査職務の執行に当たり、内部監査
部門（追加）と緊密な連携を保ち、組織的かつ
効率的な監査を実施するよう努める。

②　監事は、内部監査部門（追加）からその監査
計画と監査結果について定期的に報告を受け、
必要に応じて調査を求める。（追加）

③　（略）

第２３条～２７条　（略）

（新設）



９１

現　行変　更　後

用の状況を監視し検証する。
②　監事は、継続組合の前提に係る事象又は状況、
重大な事故又は災害、重大な係争事件など、組
合の健全性に重大な影響のある事項について、
理事が情報開示を適時適切な方法により、かつ、
十分に行っているかを監視し検証する。

第３２条～３６条　（略）

（監査報告の作成・通知）
第３７条　①～②　（略）
③　各監事は、監査報告を作成するに当たり、理
事の法令又は定款違反行為及び後発事象の有無
等を確認するとともに、本規程第３１条第２項に
掲げる事項にも留意のうえ、監査報告に記載す
べき事項があるかを検討する。
④　（略）

（電磁的方法による開示）
第３８条　総会参考書類、事業報告等及び計算書類
等に記載又は表示すべき事項の全部又は一部に
ついて、インターネットによる開示の措置をと
ることにより組合員に対して提供したものとみ
なす旨の定款の定めがあり、理事が当該措置を
とろうとしている場合には、監事は、当該措置
をとることについて検討し、必要があると認め
るときは、異議を述べる。

第３９条　（略）

（本規程の改廃）
第４０条　本規程の改廃は、監事全員の一致による
決議を経て、理事会に報告するものとする。

附　則
１．この規程の変更は、総代会決議のあった日
から効力を生じる。

２．前項の規定にかかわらず、（削る）会計監査
人を設置するまでは「会計監査人」とあるの
は「全国農業協同組合中央会」と読み替える
ものとする。
　　また、第４０条は定款変更の行政庁の認可を
受けた日から効力を生じる。

３．本規程において、「記載」には、その性質に
反しない限り、電磁的記録を含むものとする。
また、本規程において言及される各種書類に
は、電磁的記録により作成されたものを含む
ものとする。

第２８条～３２条　（略）

（監査報告の作成・通知）
第３３条　①～②　（略）
③　各監事は、監査報告を作成するに当たり、理
事の法令又は定款違反行為及び後発事象の有無
等を確認（追加）し、監査報告に記載すべき事
項があるかを検討する。

④　（略）

（新設）

第３４条　（略）

（本規程の改廃）
第３５条　本規程の改廃は、監事全員の一致による
決議を経て、総代会の承認を受けるものとする。

附　則
１．この規程（追加）は、総代会決議のあった
日から効力を生じる。

２．前項の規定にかかわらず、平成３１年９月末
までの間、会計監査人を設置するまでは「会
計監査人」とあるのは「全国農業協同組合中
央会」と読み替えるものとする。

　　また、第１条において、「定款第３３条第１５
項」は第２号議案における定款変更の承認申
請が行政庁の認可が受ける日までの間は「定
款第３３条第１３項」と読み替えるものとする。
（新設）
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第 号議案55
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第 号議案号議案第 号議案555

９３

会計監査人の選任について

第
５
号
議
案

　農協法第３７条の２に基づき、会計監査人を下記のとおり選任する。
　本議案の内容については、監事会の決定に基づいている。

（１）みのり監査法人を会計監査人の候補者とした理由
　監事が、みのり監査法人を会計監査人の候補者とした理由は、会計監査人
としての品質管理体制、独立性、専門性及び適切性の有無、当組合の総合事
業に対する理解度等を総合的に勘案のうえ検討した結果、当該監査法人が、
当組合の会計監査人として適任であると判断したことに基づくものである。

（２）会計監査人候補者
会計監査人候補者の名称、事務所の所在地、沿革及び概要等は、次のとおり。

平成３１年４月１８日現在

みのり監査法人名　称
主たる事務所　　東京都港区芝５-２９-１１事務所
平成２９年６月３０日　　監査法人設立沿　革

出資金 ２億６５００万円
構成人員　　　公認会計士 ７８名
　　　　　　　その他監査従事者 ６１名
　　　　　　　その他職員 １１名
　　　　　　　合計 １５０名
クライアント数　（監査証明業務提供先） ３２社
　※令和元年７月１日以降：５３０先超

概　要



第 号議案66

９４



第 号議案号議案第 号議案666

９５

創造的自己改革の実践３か年計画の設定について
　第３１回ＪＡ栃木県大会で決議された「創造的自己改革の実践」に基づき、令和
元年度から令和３年度までを期間とする３か年計画を別冊のとおり設定する。

第
６
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第 号議案号議案第 号議案777

９７

第
７
号
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令和元年度事業計画の設定について



９８

　農業・農協を取り巻く情勢は、国際貿易情勢では日米物品貿易協定（ＴＡＧ）交渉の開始やＴＰＰ
１１、日ＥＵ・ＥＰＡ等において組合員の営農や生活に大きな影響が出ることが懸念され予断を許さない
状況が続いている。
　一方、国内では、改正農協法の施行に伴い、政府は令和元年５月を期限として「農協改革集中推進
期間」と定めその進捗状況を調査するとともに、その状況により准組合員の利用規制の検討を行うこと
としている。また米政策では、平成３０年から行政が示していた「米の生産数量目標の配分」が無くな
り「作付参考値」となったことから、引き続きＪＡグループが中心となって生産調整に取り組み、主
食用米の価格確保による所得確保に取り組む必要がある。
　当ＪＡにおいても、組合員の高齢化による農業者の減少や世代交代などの影響から正組合員数は減
少し、それに伴う事業量の縮小による収益の悪化、組織基盤・経営基盤の脆弱化が懸念される。また
令和元年度には農林中央金庫の資本対策が行なわれるなど、従来の収支構造が大きく変化することが
見込まれている。
　そのような状況の中、「創造的自己改革への挑戦３か年計画」では「農業者の所得増大」「農業生産
の拡大」「地域活性化への貢献」の３つの基本方針に基づき事業を展開してきた。次期３か年計画では、
取り組みの結果を踏まえ、新たに「創造的自己改革への実践」として自己改革の取り組みをより一層
強化していく。
　そして、地域に必要とされ存在感のあるＪＡとなるために、将来に向けてＪＡはが野が目指す姿を
明確に示し、社会・農業情勢の変化や世代交代等によって多様化する組合員ニーズに応えられる魅力あ
る総合事業展開が出来るよう、下記の基本方針により、ＪＡはが野全体で計画を作り上げ実践してい
くこととする。

記

Ⅰ．持続可能な農業の実現に向け「農業者の所得増大」に取り組み、
　　「農業生産の拡大」に寄与する。

Ⅱ．豊かで暮らしやすい地域社会の実現に貢献する。

Ⅲ．厳しい経営環境に対応し、健全な経営・財務基盤の強化に努める。

Ⅰ基本方針



９９

Ⅱ事業方針及び事業実施計画

営 農 事 業

１　事業方針・重点事項
○新規就農者確保・育成の取り組み
○集落営農、大型農家の育成支援による地域農業の担い手確保対策
○米の需給バランス確保による価格対策
○収益性の高い農産物の推進
○組合員ニーズに対応した営農指導の実践
○直接販売の拡大による所得向上対策
○内部統制の確実な実践

２　実行項目
（１）指導事業
①担い手に対応した総合事業の取り組み強化
②土地利用型作物の生産量の拡大
③生産履歴記帳運動の徹底・ＧＡＰの取り組み強化
④労働力支援・確保対策
⑤生産技術支援による生産性の向上
⑥園芸振興の強化
⑦新規就農者対策の強化
⑧集落営農の組織化・法人化の取り組み
⑨多様な担い手の育成による地域農業の振興
⑩農政活動の強化
⑪内部統制の適正な運用

＜収支計画＞　
（単位：千円）

金　　額
項　　目

平成３０年度実績令和元年度計画
４,５５８４,１７０指 導 補 助 金

収　入 ２４,０５７２３,１５３実 費 収 入
２８,６１６２７,３２３計（Ａ）
７７,１４６８０,２００営 農 改 善 費

支　出
５,９３７７,７５６生 活 文 化 費
４,５１８４,５２０農 政 情 報 費
５１,１８３５５,０７５組 織 活 動 費
１３８,７８６１４７,５５１計（Ｂ）
△１１０,１７０△１２０,２２８収支差額（Ａ）−（Ｂ）

第
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１００

（２）販売事業
①ＪＡによる直接販売の強化
②はが野ブランドの強化
③ＪＡ農産物直売所の運営強化と店舗の再編
＜販売計画＞

●事業計画●

前年対比
（A）/（B）×１００

平成３０年度実績令和元年度計画種 類 取扱高（B）取扱高（A）
７３.２９５,５２１,０８５４,０４６,６５０米 （－）（－）
９０.０１２５８,７２１２３２,８７６麦 （－）（－）
５６.１２４６,８５７２６,３００豆 ・ 雑 穀 （－）（－）
１０１.１６１７,５０１,９０９１７,７０６,３２７野 菜 ８９.４３（６,７３１,９５８）（６,０２０,６９８）
９４.６０８１４,２１８７７０,２６５果 実 ９４.３５（１５８,０３１）（１４９,１１７）
１１１.０４４５８,４１２５０９,０４０花き・花木 （－）（－）
６２.９３２６７,８２１１６８,５４０畜 産 物 （－）（－）
９５.７６２７,０３６２５,８９２林 産 物 （－）（－）
９９.１７１８３,８０７１８２,２８４そ の 他 （－）２６４（－）
９４.３７２５,０８０,１３５２３,６６８,１７４合 計 ８９.５４ （６,８９０,２５４）（６,１６９,８１５）

（単位：千円、％）

（３）利用事業
＜米麦集荷取扱計画＞

前年対比
（C）/（D）×１００

平成３０年度実績
取扱量（Ｄ）

令和元年度計画
取扱量（Ｃ）種　　　　類

１０１.４５３３１,０４１.０３３５,８５５.０出 荷 契 約 米
米 ９４.６３３,３９４.０３１,６０５.０加 工 用 米

９１.４１５６,５５７.４１４３,０４５.０新 規 需 要 米
８９.６１３,４８０.０１２,０７３.０ビ ー ル 大 麦

麦 ９７.３４２,６３５.０４１,４７０.０大 麦
９４.０３４,７０２.５３２,６１５.０小 麦

（単位：俵、％）

（注）１．（　）内数値は買取販売にかかるもので内数です。
　　２．米、麦、豆・雑穀の取扱高（買取販売を除く）は、税込金額としています。

１　事業方針・重点事項
　○生産コスト低減による農業者の所得向上
　○購買事業の利用率向上
　○出向く体制・店舗相談機能の強化による組合員・利用者満足度向上

購 買 事 業
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●事業計画●

前年対比
（A）/（B）×１００

平成３０年度実績
供給高（B）

令和元年度計画
供給高（A）種　　類

９８.７３１,１１０,０２５１,０９６,０００肥 料

生

産

資

材

９９.２４１,００１,８４３９９４,３００農 薬
９９.０３１０８,８４５１０７,８００飼 料
８４.９２８７,１３８７４,０００施 設
９８.８５３１,６６２３１,３００米 麦 資 材
９８.０１５８０,０２９５６８,５００出荷包装資材
１００.８０６８７,４５０６９３,０００園 芸 資 材
９２.４５１４３,８６０１３３,０１０畜産資材・素畜
１０９.３５２７３,４２１２９９,０００種 苗

―１６１－施 設 資 材
９９.３１４,０２４,４３６３,９９６,９１０小 計
８８.８８３８,０２７３３,８００衣 料 品

生

活

物

資

１００.２４４４,４１２４４,５２０日 用 雑 貨
９１.５３１２４,９７７１１４,４００耐 久 財
９５.４６９５,３２１９１,０００そ の 他
９４.４４６８０,７９０６４３,０００葬 祭
７３.２６７,０９７５,２００青 果
８３.２９１０６,９６９８９,１００一 般 食 品食　

品
１０８.９３３６７,１８６４００,０００食 材
１３０.１４１,２２９１,６００米
１０９.８４１９,５７３２１,５００直 売 所
９７.２０１,４８５,５８５１,４４４,１２０小 計
９８.７４５,５１０,０２２５,４４１,０３０合 計

（単位：千円、％）

第
７
号
議
案

　○内部統制の確実な実践
　○やりがいの持てる職場づくり

２　実行項目
（１）生産コスト低減による農業者の所得向上
①市況調査等を強化し生産コスト低減が図れる価格設定と安価な商品提供（目玉商品）を行い、農
業者の所得向上に取り組む。

（２）購買事業の利用率向上
①未・低利用率の組合員宅へ出向き、ＪＡの安価なメリットの情報を発信し、購買事業の利用率向
上に取り組む。（大口都度値引・生産資材助成金や肥料大型満車直行等）
②組合員の所得向上のバックアップになるよう、生活用品の需要動向を把握し、快適な暮らしのサ
ポートに努める。

（３）出向く体制・店舗相談機能の強化による組合員・利用者満足度向上
①出向く体制を強化し若い担い手や大型農家等に出向き、ＪＡをもっと身近に感じてもらい、労働
力軽減商品の情報提供を行う。
②営農部や全農と連携し、生産資材等の商品開発を提案し組合員の生産拡大に取り組む。
③全農主催の研修会やコンクールに参加し店舗美化に努め、相談機能を強化し組合員・利用者満足度
向上に努める。

（４）内部統制の確実な実践
　①部内・センター内情報を共有化し事務の評価、課題の改善に取り組む。
（５）やりがいの持てる職場づくり
①職員のスキルアップに努め、組合員・利用者に信頼され親しみを感じられる店舗・職場づくりに
努める。
②職場内コミュニケーションを充実させ報・連・相の徹底を図る。
（６）購買未収金
　①購買未収金管理の徹底（経済債権特別管理委員会の開催）
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信 用 事 業

１　事業方針・重点事項
　○農業融資・ＪＡバンクローンの伸長
　○ライフプランサポートの実践
　○組合員・利用者接点の再構築
　○内部統制の確実な実践

２　実行項目
（１）農業融資の伸長
①各部署との連携による付加価値の高い情報提供に努め、資金ニーズの掘り起こしを行い、融資の
伸長を図ります。

（２）住宅ローン利用者の拡大
①業者営業及び渉外活動など出向く体制により、情報収集に努め、利用者拡大を図ります。
（３）年金受給者の拡大
①受給手続きのサポートを通じて、豊かなセカンドライフの提案を行います。
（４）資産形成・運用等のニーズに資する取り組み
①人生設計に必要となる資産形成・運用ニーズに対し、最適な金融商品・サービスの提案を行いま
す。

（５）顧客満足度（ＣＳ）の向上
①利用者目線でのＣＳ改善活動を継続的に実践し、選ばれる金融機関を目指します。
（６）ネットバンク・ネットローンの利用拡大
①いつでもどこでも利用できる手軽なネットバンク・ネットローンの利用促進により、顧客利便性の
向上と幅広い利用者の獲得を図ります。

（７）渉外担当者の相談・提案能力の向上
①対面チャネルの核となる渉外担当者を育成し、多様なニーズに対応できる渉外活動を実践します。
（８）法令・規程・事務手続の遵守
①事務堅確性確保に取り組み、健全な事業運営を行います。

●事業計画●
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●事業計画●

（単位：千円、％）

（注）１．くみあい総合貯金は、普通貯金に含まれています。
　　２．買入金銭債権は、金銭の信託・有価証券に含まれています。

前年対比
（Ａ）/（Ｂ）×１００

平成３０年度末残
（Ｂ）

令和元年度計画
種類

平均残高期末残高（Ａ）
１０３.８５８１,２６１,８５９８０,５４７,２９３８４,３９４,１２７当 座 性 貯 金

貯　

金
９８.７２１１０,１０９,７３０１０７,７９８,７２６１０８,７００,６６８定 期 貯 金
１０８.６９１,１５４,２２２１,１５５,１４４１,２５４,５２４定 期 積 金
１００.９４１９２,５２５,８１２１８９,５０１,１６４１９４,３４９,３１９計
１００.００１,４８０,０００１,４９４,１４０１,４８０,０００手 形 借 入 金借

入
金

７３.７８１２１,９７４９０,８５９９０,０００証 書 借 入 金
９８.００１,６０１,９７４１,５８５,０００１,５７０,０００計
９８.７７１５２,４１２,５４２１４８,６３７,８３６１５０,５４５,０００系 統 預 金

預
金 ９０.３５８８５,３７２８００,０００８００,０００系 統 外 預 金

９８.７２１５３,２９７,９１４１４９,４３７,８３６１５１,３４５,０００計
１１６.９３８,０３８,８７９８,５８４,６１５９,４００,０００金 銭 の 信 託 ・ 有 価 証 券
８３.６５４１１,２５９３４８,３７７３４４,０４４手 形 貸 付 金

貸
出
金

９４.５７３２,９７７,２８５３１,２７３,６６５３１,１８９,０１３証 書 貸 付 金
９５.９５８０５,０４３８４２,３５７７７２,４４０当 座 貸 越
９４.４７３４,１９３,５８８３２,４６４,４００３２,３０５,４９８計
９４.４７（４３４,５７７）（４１２,６００）（４１０,５８０）（うち農業近代化資金）
９４.４７（５８,８８５）（５５,９０８）（５５,６３４）（うち株式会社日本政策金融公庫資金）

共 済 事 業

１　事業方針・重点事項
　○全戸訪問による万全な保障提供と次世代・次々世代層との接点強化
　○ＬＡ・スマイルサポーターの活動環境および体制整備
　○事務負担の軽減と組合員・利用者への対応力向上
　○利用者満足度の向上
　○内部統制の確実な実践

２　実行項目
（１）地域への保障提供と組合員・利用者との信頼関係づくり
　①「ひと・いえ・くるま」総合保障の提供
　②３Ｑ全戸訪問活動を基軸とした推進活動の展開
　③「ひと・くるま保障」を主とした新規契約の実績拡大
　④次世代・次々世代層との接点強化
（２）担当者のスキル向上と推進体制強化
　①実践的な知識・スキルの習得
　②携帯型端末機を活用した事務の効率化
　③管理体制の強化

第
７
号
議
案
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（３）自動車損調体制の構築
　①組合員・利用者へ安心・満足の提供
（４）内部統制の確実な実践
　①事務手続要領に沿った事務の適正化
（５）コンプライアンス態勢の徹底
　①事務の適正化および適正な普及推進の取り組み

●事業計画●

前年対比
（A）/（B）×１００

平成３０年度実績令和元年度計画
種 類

掛金（B）金額件数掛金（A）金額件数
９７.５３４１,３８９３４,８６９,２３０２,９４３４０,３７０３２,３４７,６００２,８６６火 災 共 済
１０２.３３１,４０８,１２０３１,６７６１,４４１,００５３０,３５２自 動 車 共 済
１０１.２６７,２２２１０７,７０８,５００２３,０５６７,３１３５４,４６１,０００２３,８６９傷 害 共 済
８４.８４３３８,０００２２８８,０００２定額定期生命共済
４８.２１１,２９２５０３６２３２８８賠償責任共済
９７.９３２８２,５５３１１,６７５２７６,７１６１１,４５２自 賠 責 共 済
１０１.４６１,７４０,６１１６９,８５５１,７６６,０５５６８,８２９合 計

イ．短期共済新契約高 （単位：件、千円、％）

（注）金額は保障金額です。

　　ア．長期共済保有高 （単位：件、千円、％）

保有高前年対比
（Ａ）/（Ｂ）×１００

平成３０年度実績令和元年度計画
種類 前期末保有高当期末保有高

金額（Ｂ）件数金額（Ａ）件数
９７.７０１８５,０２７,０５５１９,０２２１８０,７８２,９１０１８,１６７終 身 共 済

生
命
総
合
共
済

９４.３９１,０５１,２００１１２９９２,２３０１１１定 期 生 命 共 済
８８.９０１１０,２６２,５０９１３,００６９８,０２８,３２０１１,６８１養 老 生 命 共 済
９３.４０２６,５６６,３４６４,５０８２４,８１５,２３０４,５５８　うちこども共済
９３.４１１０,９８１,９００１３,７３９１０,２５８,２４０１４,８３３医 療 共 済
９６.６３８７４,０００３,４８０８４４,６２０３,７５９が ん 共 済
９５.３３８１１,７００７４９７７３,８７０７０４定 期 医 療 共 済
１０４.７０２,２７０,４８４９９６２,３７７,２２０１,０５２介 護 共 済

８２１６９生 活 障 害 共 済
９９.３５３０３,０００６,９７３３０１,０４０７,１８０年 金 共 済
９８.５８３０３,８３５,０７２２４,２０３２９９,５２７,４６０２２,３８１建 物 更 生 共 済
９６.５０６１５,４１６,９２１８２,３６２５９３,８８５,９７０８０,０３７合 計

（注）１．金額は保障金額（がん共済はがん死亡共済額、医療共済及び定期医療共済は死亡給付金額（付加された定
期特約金額等を含む。）、介護共済は一時払契約の死亡給付金額）です。

　　２．年金共済は年金共済に付加された定期特約金額です。
　　３．「生命総合共済」欄は、生命総合共済開始（平成５年度）以前に契約された養老生命、終身、年金の各共済契

約についても合算して計上しています。
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●事業計画●

１　事業方針・重点事項
○利用者及び家族等のニーズに応える質の高い介護サービスの提供
○高齢化の進展を踏まえた将来に向けての体制整備
○第７期介護保険事業の実践
○医療等多種連携による地域包括ケアシステムの構築
○内部統制の確実な実践

２　実行項目
（１）利用者及び家族等のニーズに応える質の高い介護サービスの提供
①　訪問介護事業
　・在宅での身体介護支援の充実
②　通所介護事業
　・機能訓練の充実により利用者の自立支援
③　居宅介護支援事業
　・質の高いケアマネジメントの実践
④　福祉用具貸与・販売事業
　・在宅環境の整備支援
（２）高齢化の進展を踏まえた将来に向けての体制整備
①　介護人材の確保と職員のスキル向上
（３）第７期介護保険事業の実践
①　積極的な中重度者の受け入れ
（４）医療等多種連携による地域包括ケアシステムの構築
①　ＪＡ健康寿命１００歳プロジェクトの取り組み
（５）内部統制の確実な実践
①　福祉事務手続きの整備と運用確認
　・介護報酬請求事務の正確性を高める

福 祉 事 業

（単位：千円）

金額
項目

平成３０年度実績令和元年度計画
３９,７０８３８,６５０訪 問 介 護 収 益

収　入
４２０,３３５４３７,９７０通 所 介 護 収 益
４１,９３４４２,３６０用 具 貸 与 収 益
１２５,６２０１２３,２４０居 宅 支 援 収 益
６２７,５９８６４２,２２０計（Ａ）
２５,８３０２４,８６６訪 問 介 護 費 用

支　出
２０２,７５４２０６,６９６通 所 介 護 費 用
２６,３４９２４,９５１用 具 貸 与 費 用
３４,１５６３６,１９７居 宅 支 援 費 用
２８９,０８９２９２,７１０計（Ｂ）
３３８,５０７３４９,５１０事業総利益（Ａ）−（Ｂ）
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●事業計画●

資 産 管 理 事 業

１　事業方針・重点事項
○賃貸住宅物件の入居率向上
○内部統制の確実な実践
○やりがいの持てる職場づくり

２　実行項目
（１）賃貸住宅物件の入居率向上
①賃貸住宅物件の管理運営を検証しながら空室対策に取り組み、入居率向上を図る。（古い物件で空
室が多い物件などリフォームを提案）
②オーナー宅に訪問し連携を密に取り、土地活用の良きパートナーとなるよう努める。（顧問税理士
と連携を図り、オーナーに有利な情報提案）
③各部・支店・センターと連携し情報収集に努める。
（２）内部統制の確実な実践
①事務処理などの情報の共有化を強化し、事務の評価、課題の改善に取り組む。
（３）やりがいの持てる職場づくり
①職員のスキルアップに努め、組合員・利用者・オーナーに信頼されて親しみを感じられる店舗・
職場づくりに努める。
②職場内コミュニケーションを充実させ報・連・相の徹底を図る。

１　事業方針・重点事項
○地域実態・ニーズをふまえたＪＡ事業とくらしの活動の展開及び地域の多様な組織との連携強化
による役割発揮
○組合員のメンバーシップの強化と学びの場づくり
○女性組織のメンバーシップの強化と活性化
○広報機能の強化に向けた取り組みと多様な広報手段を活用した情報発信の強化
○経営基盤の強化
○人材育成の実践
○働き方改革の実践
○財務基盤の強化

総 合 企 画

（単位：千円）

金額
項目

平成３０年度実績令和元年度計画
２,６４０２,５１８宅地等供給手数料

収　入 ２０,９４６１８,７１７宅地等供給雑収入
２３,５８６２１,２３５計（Ａ）
１５,８０６１３,６０８宅地等供給雑費（Ｂ）支　出
７,７８０７,６２７事業総利益（Ａ）−（Ｂ）



１０７

●事業計画●

２　実行項目
（１）「地域の活性化」への貢献
①ＪＡくらしの活動を通じた地域コミュニティの活性化を図り、地域に必要とされるＪＡを目指し
魅力ある活動の展開に努めます。
②地方公共団体・教育機関並びに商工業団体等との連携を強化し地域包括連携協定の実践に取り組
みます。

（２）組合員の「アクティブ・メンバーシップ」の確立
①多様化する組合員ニーズの把握と改善に努め、組合員メンバーシップの強化を図ります。
②女性組織の活性化に資するよう魅力ある組織活動展開への支援に努めます。
③ＪＡ事業の理解及び利用促進のため、組合員の学びの場づくりに取り組みます。
（３）「食」「農」「協同組合」にかかる地域住民理解の醸成
①広報活動を経営戦略の重要な柱と位置づけ、トップ広報の強化を図り情報発信の充実に取り組み
ます。
②ＪＡや地域農業等の情報をプレスリリースによるパブリシティを通じた情報発信に取り組みます。
③広報誌・ウェブサイト・農産物直売所等や各種メディアを活用した情報発信に努め、ＪＡ事業の
理解促進に取り組みます。

（４）自己改革の実践を支える経営・財務基盤の確立
①社会・農業環境の変化を踏まえた自己改革の実践を支える業務執行体制の強化に努めます。
②将来見通しを踏まえた事業の効率化と生産性向上を図り、経営基盤の確立・強化に取り組みます。
③内部管理態勢の強化を図るため、内部統制の整備・運用確認に取り組みます。
④自己改革の実践と地域農業及びＪＡはが野の維持発展を支える人材育成に取り組みます。
⑤働き方改革の推進に係る労働関係法改正への適正対応に取り組みます。
⑥総合事業展開による組合員ニーズへの対応と地域社会の活性化への貢献を実現するため財務基盤
の強化に取り組みます。

（５）教育資材の普及について
　日本農業新聞・家の光三誌を通じ、農家組合員と役職員が農業・農政またくらしに関する情報を
共有することはますます重要になっているため、新規読者の掘り起こしと併せ購読継続の呼びかけ
も行います。
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●事業計画●

コンプライアンス対策

１　事業方針・重点事項
　○経営基盤戦略の実践
　○リスク管理の強化

２　実行項目
（１）不祥事未然防止を目的とした取り組み
　①コンプライアンス・プログラム、不祥事未然防止のための行動計画策定及び実施状況管理
　②常勤役員によるコンプライアンス啓蒙活動
　③コンプライアンス研修会の実施
　④連続職場離脱の実施
　⑤無通告点検の実施
　⑥内部統制の取り組み
（２）信用リスク・事務リスク・システムリスク等の管理
　①想定されるリスクと対応策の検討及び実施状況管理
　②効果的な自主点検によるリスクの把握と低減
　③リスク対処訓練及び設備点検実施
（３）リスク管理債権の管理回収
　①リスク管理債権の管理・回収の徹底
　②不良債権比率の減少
　③債権特別管理委員会の実施
　④金融債権特別管理委員会の実施
　⑤経済債権特別管理委員会への参加
（４）適正な資産査定と貸出審査
　①適正な資産査定への取り組み
　②貸出事務手続等に基づく適正審査の実施



１０９

経 営 管 理 計 画

（１）経営管理の重点取組事項
〇　組合員・利用者・地域のニーズを踏まえ、地域に密着したサービスの提供と事業運営を行いま
す。

○　組合員のアクティブ・メンバーシップ（組合員が積極的に組合の事業や活動に参加すること）
を確立するとともに、新規組合員の加入促進とＪＡ組織基盤の強化に取り組みます。

○　女性組織の活性化支援と女性のＪＡ運営参画促進に取り組みます。

○　総合事業展開によるＪＡ自己改革の着実な実践と、組合員・地域住民へのＪＡ事業の周知及び理
解促進に取り組みます。

○　固定資産の計画的取得と遊休資産の利活用・処分をすすめ、財務基盤の充実に取り組みます。

○　コンプライアンス（法令遵守）やリスク管理の徹底と内部管理態勢の強化を図り、経営の健全
性向上に取り組みます。 

○　人材育成基本方針に基づき、地域農業とＪＡはが野の維持発展を支える人材育成に取り組みま
す。

Ⅲ経営管理方針
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（２）固定資産取得・処分計画
　　主な固定資産取得・処分計画は次のとおり

備　　　　考取得・処分
予定価格

規模・能力・
構造等施　設　名

システムがウィンドウズ７までし
か対応しておらず、ウィンドウズ
１０に対応させるため

２１,６００人事給与・考課システム更改

取　
　

得

支店敷地及び南側駐車場を一体利
用するため２３,０００二宮支店敷地是正開発工事

老朽化による湿式集塵装置の能力
低下により荷受時及びＲＣ作業時
に発生する集塵が処理しきれず、
ＲＣ内及び周辺に集塵が舞ってい
る状態となっているため

３１,５００大内ライスセンター
湿式集塵装置改修工事

導入より２５年が経過し、経年劣化
（腐食）により水漏れが激しいため１１,０００二宮カントリーエレベーター

湿式集塵装置改修工事

導入より２５年が経過し、乾燥の作
業時間短縮をはかるため１１,０００二宮カントリーエレベーター

乾燥機設備更新工事

真岡・山前ＲＣの老朽化に伴い、両
施設を統合し、新たなＲＣを建設
するため

６４,７９０真岡東部ライスセンター（仮称）
造成工事

バックアップ用サーバーを耐用年
数経過のため更新する１７,４９８リース年額

（３,４９９）ファイルサーバー更新

リ
ー
ス

耐用年数経過のため更新する１１,０８５リース年額
（２,２１７）スターオフィスサーバー更新

全中の基幹会議において、サイ
バーセキュリティー強化のための
対応方針を決定したため

１３,９５５リース年額
（２,７９１）ネットワーク分離用サーバー

機器の更新のため１２,３１０リース年額
（２,０５１）共済携帯端末機Lablet's

（単位：千円）

●事業計画●



１１１

●事業計画●

増減額
（Ａ）-（Ｂ）

平成３０年度末実績
（Ｂ）

令和元年度末計画
（Ａ）種　　　　類

５,７１２３,７７４,２８８３,７８０,０００出資金

－６９,６２３６９,６２３資本準備金

△３３５,７８６１３,２０３,２６５１２,８６７,４７９利益剰余金

５０,０００５,３３４,９１８５,３８４,９１８利益準備金

△３８５,７８６７,８６８,３４６７,４８２,５６０その他の利益準備金

－２,０１５,１９９２,０１５,１９９特別積立金

２０,０００２,２７２,３５７２,２９２,３５７信用事業基盤整備強化積立金

－１０,０９１１０,０９１肥料価格安定事業準備金

５,０００５６０,０００５６５,０００教育基金積立金

－５００,０００５００,０００営農施設設置運営積立金

－５００,０００５００,０００高齢者福祉事業運営積立金

１,０００３０５,６８２３０６,６８２事業体制再編整備運営積立金

－５１１,２３３５１１,２３３税効果調整積立金

２０,０００６２０,０００６４０,０００経営安定化積立金

△４３１,７８６５７３,７８３１４１,９９７当期未処分剰余金

５９０△９,５９０△９,０００処分未済持分

△３２９,４８４１７,０３７,５８７１６,７０８,１０２合　　　　計

（単位：千円）

（注）剰余金処分の額を加えて記載しているため、３０年度末実績は事業報告と相違します。

（３）自己資本造成計画
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財務・損益計画

貸借対照表
財務計画 （単位：千円）

資　　　　　産
平成３０年度実績令和元年度計画科　　　　　目

（ 資 産 の 部 ）
１９７,２７５,５５５１９４,８７４,６７９１．信用事業資産
１,１１３,０３９１,１７３,８９６（１）現金
１５３,２９７,９１４１５１,３４５,０００（２）預金
１５２,４１２,５４２１５０,５４５,０００系統預金
８８５,３７２８００,０００系統外預金
８,０３８,８７９９,４００,０００（３）有価証券
５,３４０,６３０５,７９６,０００国債

－２００,０００地方債
７０１,７０８９０３,０００政府保証債

－７０３,０００金融債
１,９９６,５４１１,７９８,０００社債
３４,１９３,５８８３２,３０５,０００（４）貸出金
９９２,１４９１,０１６,０００（５）その他信用事業資産
９７４,７８３１,０００,０００未収収益
１７,３６６１６,０００その他の資産
８００６００（６）債務保証見返

△ ３６０,８１７△ ３６５,８１７（７）貸倒引当金
４,０７７５,０００２．共済事業資産
４,０７７５,０００（１）その他の共済事業資産

１,９８６,６６６２,１１８,３１０３．経済事業資産
１,０９８,２９３１,１３０,０００（１）経済事業未収金
５６９,０２０６７０,０００（２）経済受託債権
２６２,４４１２６３,０００（３）棚卸資産
２３１,３７２２３５,０００購買品
３１,０６９２８,０００その他の棚卸資産
８４,６０２８０,０００（４）その他の経済事業資産

△ ２７,６９０△ ２４,６９０（５）貸倒引当金
３９８,３１１３０８,２２０４．雑資産
４,０８６,６１４４,２７２,６１９５．固定資産
４,０６５,５５２４,２２９,４２７（１）有形固定資産
８,１４２,９４３８,１５６,７９９建物
３,５４４,７４１３,６５９,０８９機械装置
１,１５８,０２２１,１５８,０２２土地
１,６４８－建設仮勘定

２,３２５,７６６２,３９３,３４３その他の有形固定資産
△ １１,１０７,５７０△ １１,１３７,８２８減価償却累計額

２１,０６１４３,１９１（２）無形固定資産
１２,２４２,８５４１５,４５５,７４１６．外部出資
１２,２６６,９２１１５,４７９,２４１（１）外部出資
１１,６１１,２９０１４,８２３,６１０系統出資
５７５,８３１５７５,８３１系統外出資
７９,８００７９,８００子会社等出資

△ ２４,０６７△ ２３,５００（２）外部出資等損失引当金
３８０,５２７５１１,２３３７．繰延税金資産

２１６,３７４,６０７２１７,５４５,８０２資産の部合計

負債及び純資産
平成３０年度実績令和元年度計画科　　　　　目

（ 負 債 の 部 ）
１９４,７１１,０００１９６,５３９,９２０１．信用事業負債
１９２,５２５,８１２１９４,３４９,３１９（１）貯金
１,６０１,９７４１,５７０,０００（２）借入金
５８２,４１４６２０,０００（３）その他の信用事業負債
９８,２９４１５０,０００未払費用
４８４,１１９４７０,０００その他の負債
８００６００（４）債務保証

１,０９１,８２６９６１,１２０２．共済事業負債
６６４,０６１５００,０００（１）共済資金
４１８,８８１４５０,０００（２）未経過共済付加収入
８,６６１１１,０００（３）共済未払費用
２２１１２０（４）その他の共済事業負債

１,２３１,６８２１,１７５,０００３．経済事業負債
６９７,３０３７８０,０００（１）経済事業未払金
１７１,００４２００,０００（２）経済受託債務
３６３,３７３１９５,０００（３）その他の経済事業負債
３６４,７００３３１,３５０４．設備借入金
３０４,７９５１９２,８８３５．雑負債
１,５８５,７１３１,５７３,１６９６．諸引当金
１４５,１６９１４５,１６９（１）賞与引当金
１,４２５,５４０１,４１３,０００（２）退職給付引当金
１５,００２１５,０００（３）ポイント引当金

１９９,２８９,７１７２００,７７３,４４１負債の部合計
（純　資　産　の　部）

１６,７４３,７３３１６,７７２,３６１１．組合員資本
３,７７４,２８８３,７８０,０００（１）出資金
６９,６２３６９,６２３（２）資本準備金

１２,９０９,４１１１２,９３１,７３８（３）利益剰余金
５,１８４,９１８５,３３４,９１８利益準備金
７,７２４,４９２７,５９６,８２０その他の利益準備金
２,０１５,１９９２,０１５,１９９特別積立金
２,２４２,３５７２,２７２,３５７信用事業基盤整備強化積立金
１０,０９１１０,０９１肥料価格安定事業準備金
５６０,０００５６０,０００教育基金積立金
４５０,０００５００,０００営農施設設置運営積立金
５００,０００５００,０００高齢者福祉事業運営積立金
２９９,１６２３０５,６８２事業体制再編整備運営積立金
４５３,８９９５１１,２３３税効果調整積立金
６２０,０００－農林年金対策積立金

－６２０,０００経営安定化積立金
５７３,７８３３０２,２５７当期未処分剰余金
３４９,４９４８４,９００（うち当期剰余金）
△ ９,５９０△ ９,０００（４）処分未済持分
３４１,１５７－２．評価･換算差額等
３４１,１５７－（１）その他有価証券評価差額金

１７,０８４,８９０１６,７７２,３６１純資産の部合計
２１６,３７４,６０７２１７,５４５,８０２負債及び純資産の部合計



１１３

損益計算書
（単位：千円）

●事業計画●

平成３０年度実績令和元年度計画科　　　　目
４,６４８,０３９４,３２４,４１３１．事業総利益
１,６８６,４５５１,４８２,３７１（１）信用事業収益
１,５８３,４８８１,４０２,３７２資金運用収益
（８３８,８５１）（７９４,４８６）うち預金利息
（８８,７１６）（９６,１３８）うち有価証券利息配当金
（５６０,１４７）（４５１,７４８）うち貸出金利息
（９５,７７３）（６０,０００）うちその他受入利息
５６,０５１５３,０００役務取引等収益
８,５９５１０,０００その他事業直接収益
３８,３１９１７,０００その他経常収益
２９７,２７５３３２,１０１（２）信用事業費用
９９,７１３９７,１０１資金調達費用
（９６,４３８）（９４,７０１）うち貯金利息
（１,２３２）（１,０００）うち給付補填備金繰入
（１,７１６）（１,０００）うち借入金利息
（３２６）（４００）うちその他支払利息
１５,４９５１８,０００役務取引等費用

－１０,０００その他事業直接費用
１８２,０６６２０７,０００その他経常費用

－（５,０００）うち貸倒引当金繰入額
（△ ２６,３２７）－うち貸倒引当金戻入益

（２）－うち貸出金償却
（２０８,３９１）（２０２,０００）うちその他費用
１,３８９,１８０１,１５０,２７１信用事業総利益
１,３４０,８１１１,３０７,６００（３）共済事業収益
１,２６８,９５７１,２４８,０００共済付加収入

６５－共済貸付金利息
７１,７８７５９,６００その他の収益
９１,８０２１１７,８５０（４）共済事業費用
６５－共済借入金利息

６０,２６６７５,９５０共済推進費
３１,４７０４１,９００その他の費用
（△ １１４）－うち貸倒引当金戻入益
（３１,５８５）（４１,９００）うちその他費用
１,２４９,００８１,１８９,７５０共済事業総利益
５,５５２,７８３５,４８７,０３０（５）購買事業収益
５,５１０,０２２５,４４１,０３０購買品供給高
４２,７６０４６,０００その他の収益

４,９９６,８１４４,９０７,９８４（６）購買事業費用
４,８３９,２２８４,７６７,４８４購買品供給原価
１５７,５８６１４０,５００その他の費用
４,４９６－うち貸倒引当金繰入額
－（△ ３,０００）うち貸倒引当金戻入益

（１５３,０８９）（１４３,５００）うちその他費用
５５５,９６９５７９,０４６購買事業総利益
７,８４２,３２４７,０５７,６１２（７）販売事業収益
６,８９０,２５４６,１６９,８１５販売品販売高
７０１,６４４６６９,６６４販売手数料
２５０,４２５２１８,１３３その他の収益
６,８１０,１８３６,０９４,６１６（８）販売事業費用
６,１９９,２３７５,４４５,８８２販売品販売原価
３８２,６５２４１６,０４８販売費
２２８,２９４２３２,６８６その他の費用
（△ ３４４）－うち貸倒引当金戻入益
（２２８,６３９）（２３２,６８６）うちその他費用
１,０３２,１４０９６２,９９６販売事業総利益

平成３０年度実績令和元年度計画科　　　　目
１１４,１７６８０,１３４（９）保管事業収益
６６,６０７７１,０１６（１０）保管事業費用
４７,５６９９,１１８保管事業総利益
１０,５１３１２,０００（１１）加工事業収益
８,３３０８,９５０（１２）加工事業費用
２,１８２３,０５０加工事業総利益
８２０,５２０８０３,２４３（１３）利用事業収益
３６３,４３６３８０,５００共同乾燥施設収益
４５７,０８４４２２,７４３その他利用収益
６８４,６５０６０９,９７０（１４）利用事業費用
２７５,６９６２２５,７００共同乾燥施設費用
４０８,９５４３８４,２７０その他利用費用
１３５,８７０１９３,２７３利用事業総利益
２３,５８６２１,２３５（１５）宅地等供給事業収益
１５,８０６１３,６０８（１６）宅地等供給事業費用
７,７８０７,６２７宅地等供給事業収益
６２７,５９８６４２,２２０（１７）福祉事業収益
２８９,０９１２９２,７１０（１８）福祉事業費用
３３８,５０７３４９,５１０福祉事業総利益
２８,６１６２７,３２３（１９）指導事業収入
１３８,７８６１４７,５５１（２０）指導事業支出

△ １１０,１７０△ １２０,２２８指導事業収支差額
４,２８９,３７９４,２９５,８６９２．事業管理費
３,２０４,０６３３,１４２,９６１（１）人件費
２８８,０９８２９７,５１０（２）業務費
１６２,３６３１７７,２１３（３）諸税負担金
２６４,７４８２８２,７２２（４）施設費
３３２,４８６３５２,２７３（５）減価償却費
３７,６１９４３,１９０（６）その他事業管理費
３５８,６６０２８,５４４事業利益
２７２,９８１１８９,７７１３．事業外収益
５,９７０－（１）受取雑利息
１６３,６６９１２０,０００（２）受取出資配当金
５５,２４１５９,１７１（３）賃貸料
９,２０１－（４）償却債権取立益
３８,８９７１０,６００（５）雑収入
５０,１８３４３,７００４．事業外費用
２,８１３－（１）寄付金
４７,３７０４３,７００（２）雑損失
５８１,４５７１７４,６１５経常利益
５７,０８５１,０００５．特別利益
６,５１９１,０００（１）固定資産処分益
７,３７７－（２）一般補助金
４３,１８９－（３）その他の特別利益
１８８,７５６４５,０００６．特別損失
４,６４９１,０００（１）固定資産処分損
７,３７７－（２）固定資産圧縮損
１５８,３３６－（３）減損損失
１８,３９３４４,０００（４）その他の特別損失
４４９,７８６１３０,６１５税引前当期利益
１５７,６２７４５,７１５（１）法人税・住民税及び事業税
△ ５７,３３４－（２）法人税等調整額
１００,２９２４５,７１５７．法人税等合計
３４９,４９４８４,９００当期剰余金
２２４,２８９２１７,３５７当期首繰越剰余金
５７３,７８３３０２,２５７当期未処分剰余金
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第
７
号
議
案



第 号議案88
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第 号議案号議案第 号議案888

１１５

令和元年度理事及び監事の報酬について
１．理事の報酬等については、理事会の諮問機関として「役員報酬審議委員会」
を設置し、そこで昨年度の支給実績及び事業実績、経済情勢の変化等諸般の事
情を考慮し検討して出された「平成３１年度はが野農業協同組合役員報酬額につ
いて（答申）」を踏まえ、令和元年度における理事の報酬は総額６３,０１２千円（前
年度計画６２,３８９千円）以内とし、各理事の報酬額、支給方法などについてはそ
の範囲内において理事会に一任する。
　　なお、理事は３１名。

２．監事の報酬等については、理事会の諮問機関として「役員報酬審議委員会」
を設置し、そこで昨年度の支給実績及び事業実績、経済情勢の変化等諸般の事
情を考慮し検討して出された「平成３１年度はが野農業協同組合役員報酬額につ
いて（答申）」を踏まえ、令和元年度における監事の報酬は総額１５,９４７千円（前
年度計画１５,７９０千円）以内とし、各監事の報酬額、支給方法などについてはそ
の範囲内において監事会に一任する。
　　なお、監事は８名（うち員外監事１名）。

　上記金額には一般財団法人　全国農林漁業団体共済会の掛金を含む。

第
８
号
議
案



第 号議案99

１１６



第 号議案号議案第 号議案999

１１７

役員選任について
　本総代会の終結をもって理事及び監事全員が任期満了となるため、
理事３１名、監事８名の選任をする。
　理事及び監事候補者は、次のとおり。
　また、平成３１年４月１日以降に最初に招集される通常総代会が終了
する時より適用されることとされた農協法第３０条第１２項の要件につい
て、当組合では、本議案の候補者から当該要件を満たしている。

第
９
号
議
案



１１８ 法第３０条
第１２項の区分所　信

略　歴
生年月日住　　所氏　　名選出区区分

役職農協等期　間

認定農業者
生産農家の所得の向上
ＪＡ運営の安定化のための組織力、経営基盤の強化
集落営農組合への永続的な支援

なす部会
副部会長はが野

月１２年２１平成自

昭和４０年１０月８日８１８-２亀山真岡市菅山　学

1　

区

理　

事

月１２年２３平成至

理事はが野
月５年２８平成自

現在に至る

認定農業者組合員の声をＪＡ活動に反映させる。
信頼されるＪＡはが野を目指す。社員はが野

サービス
月１０年１５平成自

昭和３２年１０月２４日１１０１-１田島真岡市小林　功一
月４年１９平成至

認定農業者
「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」「地域の活性化」
を継続し、「創造的自己改革の実践」と「経営・財務基盤
の強化」を目指す事に取り組みます。

理事真岡市
農協

月４年５平成自

昭和２４年９月１７日７７-４赤羽真岡市髙橋　武

月３年８平成至

監事真岡市
農協

月４年８平成自

月３年９平成至

監事はが野
月３年９平成自

月５年１０平成至

理事はが野
月５年１０平成自

月５年２１平成至

代表理事
組合長はが野

月５年２１平成自

月６年２４平成至

会長ＪＡ栃木
中央会

月６年２４平成自

現在に至る

認定農業者
先行きの見えない農政の中、農業者が少しでも安心でき
る農協経営に力を入れたい。また、所得増大にかかる努
力をしたい。

なす部会
部会長はが野

月１２年１９平成自

昭和２４年５月２７日３０８中真岡市伊沢　保
月１２年２１平成至

理事はが野
月５年２５平成自

現在に至る

認定農業者
ＪＡはが野発展のため努力する。
組合員と農協のパイプ役
役員・職員の一体化

監事真岡市
農協

月５年５平成自

昭和２５年１１月２１日１８９-２茅堤真岡市渡邉　繁

月２年９平成至

監事はが野
月３年９平成自

月４年１０平成至

なす部会
部会長はが野

月１年２２平成自

月１２年２３平成至

認定農業者自分たちの組合の発展のため、組合員の生活が豊かに向
上するため、特に営農に力を注ぎたい。

事業推進
委員はが野

月４年１４平成自

昭和３０年７月１２日１２２１-１東大島真岡市細島　鉄夫
月３年１７平成至

事業推進
委員はが野

月４年２９平成自

現在に至る

●
役
員
候
補
者
名
●



１１９

法第３０条
第１２項の区分所　信

略　歴
生年月日住　　所氏　　名選出区区分

役職農協等期　間

実践的能力者
「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」「地域の活性化」
「ＪＡの経営財務基盤の強化」に向け、微力ながら最善
を尽くします。

職員ＪＡ栃木
中央会

月４年５６昭和自

昭和３４年１月２５日５３２南高岡真岡市廣瀬　均

1　

区

理　

事

月３年３１平成至

監査室
出向はが野

月３年９平成自
月３年１０平成至

員外監事塩野谷
月５年２０平成自
月５年２９平成至

認定農業者
これから少子高齢化が一段と加速していくなか、組合員
やＪＡが情報の共有をしながら、未来ある農業になるよ
うにＪＡ自己改革に取り組んで参ります。

トマト部
会部会長はが野

月８年２５平成自

昭和４６年１０月２０日１７５３-３西田井真岡市高橋　真一

月８年２９平成自

青壮年部
副部長はが野

月３年２７平成自
月３年２９平成自

真岡地区
直売部会
副部会長

はが野
月４年２７平成自
月４年２９平成自

理事はが野
月５年２８平成自

現在に至る

認定農業者農業者の所得増大
後継者が魅力を感じる事業の展開理事はが野

月５年２８平成自
昭和４５年１２月２８日１０４０大根田真岡市添野　勝則

２　

区

現在に至る

認定農業者
農業所得の増大
農業生産性の拡大
農業者の育成

青壮年部
副部長はが野

月４年１１平成自

昭和３５年１月１７日２８７７物井真岡市飯山　克則

月４年１３平成自

青壮年部
二宮支部長はが野

月４年１１平成自
月４年１３平成自

いちご部
会監事はが野

月７年２３平成自
月７年２８平成自

いちご部会
二宮支部
副部会長

はが野
月７年２３平成自
月７年２８平成自

理事はが野
月５年２５平成自

現在に至る

組合員の所得向上に全力で努めます。

いちご部会
二宮支部
副部会長

はが野
月７年１２平成自

昭和３５年３月１５日１６２６鹿真岡市新山　文
月６年１４平成自

事業推進
委員はが野

月３年１６平成自
月２年２３平成自

認定農業者ＪＡ自己改革に真摯に取り組み、組合員・地域に必要と
される組織となるために努力します。

総代はが野
月７年９平成自

昭和３３年１２月２２日２０８西大島真岡市国府田　厚志

月６年１３平成至

理事はが野
月５年１３平成自
月５年２５平成至

代表理事
専務はが野

月５年２５平成自
現在に至る

取締役
社長

はが野
サービス

月５年２５平成至
現在に至る

取締役
会長

未来ちゃん
ファーム

月２年２６平成至
現在に至る

●
役
員
候
補
者
名
●

第９号議案



１２０

●
役
員
候
補
者
名
●

法第３０条
第１２項の区分所　信

略　歴
生年月日住　　所氏　　名選出区区分

役職農協等期　間

認定農業者農家の暮らしが良くなるように努力します。

副委員長
栃木県農
協青年部
連盟

月４年５６昭和自

昭和２４年１１月２７日７０２上大羽益子町粕谷　昭

３　

区

理　

事

月３年５９昭和至

果樹の里
部会役員

益子町
農協

月２年５平成自

月１２年９平成至

果樹の里
部会役員はが野

月１２年９平成自

現在に至る

梨部会
役員はが野

月４年１７平成自

月３年２１平成至

総代はが野
月７年１８平成自

月６年２４平成至

監事はが野
月５年２２平成自

月５年２５平成至

梨部会
役員はが野

月３年２９平成自

月２年３１平成至

理事はが野
月５年２８平成自

現在に至る

認定農業者ＪＡと組合員のためになりたい。総代はが野
月７年２４平成自

昭和４１年６月２８日１４５７山本益子町小玉　貴浩
現在に至る

認定農業者専業農家として、ＪＡと共に歩んできました。ＪＡは組
合員の向上のためにあるものと固く信じております。

役員報酬
審議委員はが野

月１年２２平成自

昭和２８年８月１５日４４８小泉益子町渡邉　重雄

月１年２６平成至

監事はが野
月５年２５平成自

月５年２８平成至

理事はが野
月５年２８平成自

現在に至る

認定農業者
ＪＡはが野の組織発展のため努力する。
ＪＡはが野と地域社会との関わりを邁進する。
ＪＡはが野と食と農を守るべく尽力する。

理事益子町
農協

月５年７平成自

昭和２７年１１月１８日１２４３小宅益子町床井　剛

月５年９平成至

理事はが野
月５年９平成自

月５年１０平成至

監事はが野
月５年２８平成自

現在に至る



１２１

●
役
員
候
補
者
名
●

法第３０条
第１２項の区分所　信

略　歴
生年月日住　　所氏　　名選出区区分

役職農協等期　間

実践的能力者
地域の特性を生かした農業振興と、くらしやすい地域社
会づくり、そして組合員の信頼と負託に応えられるＪＡ
づくりに努めます。

職員ＪＡ栃木
中央会

月４年５３昭和自

昭和３０年１０月１５日６２１-１坂井茂木町小瀬　秀二

４　

区

理　

事

月３年２６平成至

役員報酬
審議委員はが野

月１年２３平成自

月１年３０平成至

農業委員茂木町
月９年２６平成自

現在に至る

総代はが野
月７年３０平成自

現在に至る

認定農業者
生産農家の所得の向上
農業生産性の向上
地域農業の振興

こんにゃく
部会
部会長

はが野
月３年２７平成自

昭和３０年８月５日３０６福手茂木町小幡　隆
月２年３１平成至

認定農業者地域の特性に合った農業振興
ＪＡはが野の健全経営と組合員の所得向上

こんにゃく
部会役員はが野

月２年２５平成自

昭和３４年３月３１日７０８飯野茂木町浅羽　昌徳
現在に至る

理事はが野
月５年２８平成自

現在に至る

実践的能力者農業を続けたいと思う人のお手伝いができるよう頑張り
たいです。

職員茂木町
月４年５５昭和自

昭和３２年４月１７日１２０７下菅又茂木町大坪　崇
月３年３０平成至

総代はが野
月７年３０平成自

現在に至る

認定農業者ＪＡの健全な経営に努めます。
組合員の営農と生活の向上に取り組みます。

職員市貝町
農協

月３年４７昭和自

昭和２８年８月９日１６１４市塙市貝町髙田　豊

５　

区

月２年９平成至

職員はが野
月３年９平成自

月３年２５平成至

理事はが野
月５年２８平成自

現在に至る

認定農業者
農業者の所得向上
後継者の育成
農業関連施設の整備

総代はが野
月７年２４平成自

昭和２８年１月６日１８９０赤羽市貝町小塙　誠一
現在に至る

種子
部会長はが野

月４年２５平成自

現在に至る

実践的能力者
組合の健全経営。
組合の持つ資源を有効活用し、農業所得の向上を目指し
ます。

職員祖母井
農協

月３年４９昭和自

昭和３０年１１月２７日１１０２稲毛田芳賀町小池　俊男
６　

区

月９年６３昭和至

職員芳賀町
農協

月３年６３昭和自

月２年９平成至

職員はが野
月３年９平成自

月３年２６平成至

第９号議案



１２２

●
役
員
候
補
者
名
●

法第３０条
第１２項の区分所　信

略　歴
生年月日住　　所氏　　名選出区区分

役職農協等期　間

実践的能力者経験を生かし、組合員の営農と生活を守るＪＡを目指す。

職員南高農協
月４年５４昭和自

昭和３２年１月８日４１１１下高根沢芳賀町小林　幸一

6　

区

理　

事

月９年６３昭和至

職員芳賀町
農協

月９年６３昭和自

月２年９平成至

職員はが野
月３年９平成自

月３年２７平成至

認定農業者健全な農協経営と組合員の所得の増大

いちご部会
副部会長はが野

月７年１９平成自

昭和３０年１月７日３９９東高橋芳賀町荒井　隆夫
月７年２４平成至

理事はが野
月５年２２平成自

現在に至る

実践的能力者誠心誠意努めます。

職員
芳賀地方
農業共済
組合

月４年５１昭和自

昭和３２年１０月３０日５５３西水沼芳賀町小林　英雄
月３年２７平成至

総代はが野
月７年２７平成自

現在に至る

実践的能力者
地域社会の発展に寄与する農協を目指します。農業生産
の拡大、農業所得の増大に努めます。人材育成に努めま
す。

職員物部農協
月３年５６昭和自

昭和３２年５月１４日４３３-１大根田真岡市飯野　裕司

全　
　

区

月８年３平成至

職員二宮町
農協

月９年３平成自

月２年９平成至

職員はが野
月３年９平成自

月５年２８平成至

常務理事はが野
月５年２８平成自

現在に至る

実践的能力者地域に必要とされる存在感のあるＪＡとなるため、努力
いたします。

職員茂木町
農協

月４年５６昭和自

昭和３６年１月１３日５９２-１小貫茂木町藤島　光一

月２年９平成至

職員はが野
月３年９平成自

月３年２８平成至

常務理事はが野
月５年２８平成自

現在に至る



１２３

●
役
員
候
補
者
名
●

法第３０条
第１２項の区分所　信

略　歴
生年月日住　　所氏　　名選出区区分

役職農協等期　間
女性ならではの活動
若者・女性に魅力のある農業
組合員の立場を考える

農業委員真岡市
月７年２７平成自

昭和３１年１０月２７日１４０２中真岡市鶴見　初江

女
性
区

理　

事

月７年２９平成至

実践的能力者地域発展のため、地域活動、交流に努めます。

益子地区
女性会会長はが野

月３年２８平成自

昭和２５年１２月１６日２０５２山本益子町加藤　トシヱ
現在に至る

理事はが野
月５年２８平成自

現在に至る

組合員に寄り添うＪＡで在り続ける努力をします。

芳賀地区
女性会会長はが野

月３年２５平成自

昭和３３年４月７日１９７８芳志戸芳賀町菊地　富士子
月２年３１平成至

総代はが野
月７年２７平成自

現在に至る

健全なる農協経営と組合員の所得向上のために努力する。

事業推進
委員はが野

月４年２０平成自

昭和３１年５月５日２７０３下籠谷真岡市渡辺　栄
１　

区

監　

事

月３年２３平成至

ニラ部会
部会長はが野

月４年２４平成自

月４年２８平成至

監事はが野
月５年２２平成自

月５年２５平成至

代表監事はが野
月５年２５平成自

現在に至る

９年間の監事経験を生かし、ＪＡはが野の発展に寄与す
る。

職員長沼農協
月３年４４昭和自

昭和２６年１月１１日３９２堀込真岡市上野　幸政
２　

区

月８年３平成至

職員二宮町
農協

月９年３平成自

月２年９平成至

職員はが野
月３年９平成自

月３年２１平成至

代表監事はが野
月５年２２平成自

月５年２５平成至

常勤監事はが野
月５年２５平成自

月５年２８平成至

監事はが野
月５年２８平成自

現在に至る

第９号議案



１２４

●
役
員
候
補
者
名
●

法第３０条
第１２項の区分所　信

略　歴
生年月日住　　所氏　　名選出区区分

役職農協等期　間

地域社会に貢献し、愛されるＪＡ
農業者の所得増大を図ります。理事はが野

月５年２８平成自
昭和２５年８月１６日３６６-１生田目益子町舩橋　実

３　

区

監　

事

現在に至る

ＪＡはが野監事としての職務を全うし、組合の健全なる
経営に寄与します。

職員全農とちぎ
月４年５１昭和自

昭和２７年６月２日２９２０牧野茂木町水楢　房一
４　

区

月３年２４平成至

役員グリーン
とちぎ

月４年２１平成自

月３年２５平成至

総代はが野
月７年３０平成自

現在に至る

地域と組合員のためのＪＡを目指します。

総代はが野
月７年２４平成自

昭和３２年５月４日４８４杉山市貝町薄根　定男
５　

区

月６年３０平成至

理事はが野
月５年３０平成自

現在に至る

農協が健全な経営をできるよう、監事の職務を遂行して
参ります。

監事はが野
月５年２８平成自

昭和２８年１２月２日３８３与能芳賀町江間田　信一
６　

区

現在に至る

玉葱部会
理事はが野

月９年３０平成自

現在に至る

組合の発展と健全経営に監事として尽力いたします。

職員大内農協
月６年５４昭和自

昭和３２年１月７日３９０-２清水真岡市磯　伸一

全　

区

月２年元平成至

職員真岡市
農協

月３年元平成自

月２年９平成至

職員はが野
月３年９平成自

月５年２５平成至

常務理事はが野
月５年２５平成自

月５年２８平成至

常勤監事はが野
月５年２８平成自

現在に至る

ＪＡの健全な経営により組合員からの信頼を高める。
ＪＡの事業を通して組合員の営農とくらしの向上に努め
る。
ＪＡの様々な活動により地域社会への貢献に努める。

職員ＪＡ栃木
中央会

月４年６０昭和自

昭和３６年１２月２６日２４６０-１３岩舟町静栃木市山中　繁

現在に至る



１２５

●
役
員
候
補
者
名
●

（注）１　理事・監事候補者と当組合との間における特別の利害関係は次のとおり。
①　理事候補者　菅山学氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。
②　理事候補者　髙橋武氏は、当組合との間にリース事業の利用関係がある。
③　理事候補者　伊沢保氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。
④　理事候補者　渡邉繁氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。
⑤　理事候補者　高橋真一氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。
⑥　理事候補者　飯山克則氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。
⑦　理事候補者　新山文氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。
⑧　理事候補者　国府田厚志氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。
⑨　理事候補者　小幡隆氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。
⑩　理事候補者　髙田豊氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。
⑪　理事候補者　小塙誠一氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。
⑫　理事候補者　小池俊男氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。
⑬　理事候補者　荒井隆夫氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。
⑭　理事候補者　飯野裕司氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。
⑮　監事候補者　薄根定男氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。
⑯　監事候補者　江間田信一氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。

２　農協法第３０条第１２項第２号の実践的能力者については、当組合の「役員選出に係る内規」において、次のとおり規程している。
１　ＪＡの役員又はその経験者（１期以上、非常勤を含む）又は管理職（ライン長）経験者（２年以上）
２　会社その他の法人の役員又はその経験者（１期以上、非常勤を含む）及び行政職・会社・その他の法人の管理者（ライン長）の経験者（２年以上）
３　上記に準ずる経歴又は経験を有すると判断できる者
※　ライン長とは、課長級以上又はそれに準ずる役職にあった者をいう

３　山中繁氏は員外監事候補者。
４　山中繁氏を員外監事候補者とした理由は、社会的信用が高く、かつＪＡ栃木中央会職員で、ＪＡの制度や事業に対して理解と経験を有する適任者であ

るため。

第９号議案



１２６

「ＪＡバンク基本方針」の変更について
　定款第４０条第２号の定めにより、信用事業再編強化法第４条の規定に基づき農林中央金庫が定める「ＪＡ
バンク基本方針」の内容（概要）を以下のとおり報告いたします。

１　「ＪＡバンク基本方針」について
（１）　組合員・利用者の皆様に便利・安心なＪＡバンクをご利用いただくため、「ＪＡバンク基本方針」

（以下「基本方針」という）では、高度な金融サービスを提供するための一体的事業運営の取組みと
ＪＡバンクの健全性を確保するための破綻未然防止の取組み（以下「ＪＡバンクシステム」という）
を定めています。

（２）　一体的事業運営の取組みとして、ＪＡバンクは、全国どこでも、良質で高度な金融サービスの提供
を行うこととしています。

（３）　また、破綻未然防止の取組みとして、ＪＡ・信連（以下「ＪＡ等」という）が農林中央金庫（以下
「農林中金」という）に経営管理資料を提出し、財務内容等が一定の基準に抵触した場合には、経営
改善を行うこととしています。

（４）　なお、ＪＡ等による経営改善に向けた取組みを支援するため、ＪＡ等が資金拠出したＪＡバンク支
援基金から、必要に応じ、資本注入等の支援を行うこととしています。

（５）　基本方針は、金融情勢の変化、ＪＡ等の経営状況等を踏まえ、毎年検証を行い、必要に応じて変更
を行うこととしています。

２　平成３１年３月１４日変更の主な内容
　平成３１年３月１４日開催の農林中金臨時総代会において、基本方針の変更が承認されました。
　総合事業経営の継続を第一として、総合事業経営はＪＡのみに認められているとの認識のもと、個々の経
営体およびＪＡバンクシステムの健全性・安全性について、社会全体から盤石の信頼を得るため、主に以下
のとおり変更され、適用されることとなりました。

（１）中央会系統の組織変更に伴う対応
ａ　従来、中央会系統と共管してきた要改善ＪＡ制度について、所要の指導範囲の見直しを行ったうえで、
ＪＡバンク単独の制度として再構築する。

ｂ　必要があるときは、中央会系統と連携を図る旨を規定する。
（２）ＪＡバンク指導範囲の見直し
ａ　要改善ＪＡ指定基準について、ストレステスト後自己資本比率に一本化のうえストレス内容を拡充す
る。

ｂ　資産精査実施基準について、経営体力に比して投資規模が大きなＪＡなどを対象先に追加する。
ｃ　風評リスクや総合事業運営に疑義が生じるリスクに対処するため、経営に重大な影響を及ぼしうる事
案は、信用事業に限らず指導対象とする。

（３）その他
ａ　会計監査人から、不適正意見・意見不表明の会計監査報告を受けた場合のＪＡバンク指導の枠組みを
追加する。

ｂ　東日本大震災の震災特例支援の終了に伴い、当該支援に関する項目を削除する。
ｃ　系統預け金の預入義務について、農林中金の預金施設見直しに伴う必要な手当てを行う。
（４）適用日
　　各変更項目の適用日は以下のとおりです。
　葛（１）ａ、ｂ、（２）ｃ：平成３１年９月末日
　葛（２）ａ、ｂ：平成３２年度（平成３１事業年度決算報告から）
　葛（３）ａ：平成３１年度
　葛（３）ｂ、ｃ：当該承認の日（平成３１年３月１４日）

以　上

定款第４０条第２号に基づく報告事項



１２７

自己改革取組宣言

これまでも、これからも、地域とともに
ＪＡはが野は総合事業を展開します。

特別決議

　協同組合とは、組合員の一人ひとりが力をあわせ、みんなの願いをかなえていく組織です。

　ＪＡは、農業者（正組合員）が組織する協同組合です。農業者の営農と生活を支えるため、様々な
事業を総合的に展開しています。農業者の所得向上や地域農業の振興を目的に、農産物の販売や、信
用事業（ＪＡバンク）、共済事業（ＪＡ共済）などの様々な事業を、営農相談やくらしの相談活動を通
じて、総合的に結びつけ、地域農業の振興や地域づくりに取り組んでいます。

　農業者以外の方で、地域農業の発展や地域づくり、日本の食を応援していただける方は、地域農業
の応援団として准組合員として加入いただいております。

　信用事業や共済事業などを含めた総合事業全体の収支のなかで実施しているからこそ、ＪＡの経営
基盤が安定し、営農指導員の配置や農業施設への投資が可能です。

　いわば、農業者と地域農業の応援団で、ＪＡの総合事業を通じて地域の農業とくらし、みんなの願
いをかなえる取り組みを支えあっています。

　以上を踏まえ、ＪＡはが野は３つの目標を掲げ自己改革を実践します。

１． 農業者の所得増大、農業生産の拡大、地域の活性化に取り組みます。
２． 協同組合の原点に立ち、組合員の皆さんとの話し合いを深めます。
３． 「総合事業だからこそ」の強みを活かし、地域にとってなくてはならない

組織であり続けます。

以　上





あ　す　の　大　地　に

協　同　と　は

─ 農業協同組合歌 ─

1
ここにみどりの　朝があり
あふれる風が　風がある
いのちの炎を　かきたてて
あすの大地に　生きようよ
こころをつなぐ　協同の
のぞみの歌よ　鳴りひびけ

2
ここにひかりの　空があり
息づく土が　土がある
ゆたかな生活を　支えあい
たえぬほほえみ　かわそうよ
のびゆくつどい　協同の
みのりの歌よ　高らかに

3
ここに芽ばえの　夢があり
理想の道が　道がある
したたる汗を　手のひらに
おなじよろこび　にぎろうよ
明日を拓く　協同の
ちからの歌よ　永遠に

この絵は

身勝手にふるまうよりも

力をあわせることの

大切さを

教えています

協同活動は

このように

ひとり　ひとりの組合員が

手をつなぐことによって

はじまっています



愛・生命そして未来へ

栃木県真岡市八条95番地
TEL：0285-83-7701


